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１ 配備基準と活動体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※今後の運用状況により名称が変更になる場合があります。 

 

第１節 地震災害時の活動体制 

【非常体制】 
・震度５弱の地震が発生

し、市域に相当数の被

害が発生しているとき 

・２号配備での調査により

市域に相当数の被害発

生が推定されるとき 

・南海トラフ地震臨時情

報※（巨大地震警戒）

の発表 

・危機管理課 全員 

・その他   1/2 

・震度５強以上の地震の

発生 

・３号配備での調査により

市域に相当数の被害発

生が推定されるとき 

【震度４の地震】 

・危機管理課 ２人 

４号配備 

・震度５弱の地震の発生 

 

・震度４の地震の発生 

【震度５弱の地震】 

・危機管理課 全員 

・その他   1/2 

・南海トラフ地震臨時情

報※（調査中）の発表 
・危機管理課 ２人 

・広報課      ２人 

【警戒体制】 

３号配備 

【主な発令基準】           【配備体制】              【参集人員】 

・危機管理課 全員 

・その他   1/2 

１号配備 

地震災害時の活動体制 第１節 

地震発生 

２号配備 

・全員 

２号配備 

・震度５弱の地震が発生

し、市域に被害が発生し

ているとき 

・２号配備での調査により

市域に被害発生が推定

されるとき 
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２ 配備と動員体制 

⑴ 動員表※1 

※１ 表中の各部局の配備人員は、配備可能な人員（上限）とし、災害の状況に応じて適宜動員配備を調整

するものとする。 

※２ 今後の運用状況により名称が変更になる場合がある。 

※３ ２号配備の集合場所・役割・行動については、各所属長の指示に従うものとする。 

⑵ 動員の対象外 

次に該当する職員は動員の対象外とする。なお、動員対象外の指定は各所属長が行

うものとする。 

・ 平時における病弱者、身体不自由等で、応急活動を実施することが困難な場合 

・ 妊娠中又は出産後育児休業取得可能期間に相当する期間を経過しない等の状況

にある職員で、応急活動に従事することが困難な場合 

・ その他各所属長等が認める場合  

災害対策部 
（本部設置時） 

災害対策部に所属
する行政組織条例
に定める部局等 

警戒体制（本部未設置） 非常体制（本部設置） 

１号配備 ２号配備※3 ３号配備 ４号配備 

南海トラフ 
地震臨時情報
※2（調査中） 

震度４ 震度５弱 
震度５強 
以上等 

市長室（秘書課
を除く） 

市長室（秘書課を
除く） 

危機管理課２人 
広報課２人 

危機管理
課２人 

危機管理課 全員 
その他 1/2 

全員 

総合政策部 
総合政策部 
会計課（会計管理
者を含む） 

- - 1/2 全員 

総務部 
総務部 
選挙管理委員会 

- - 1/2 全員 

自治文化部 
自治文化部 
農業委員会事務局 

- - 1/2 全員 

福祉部 福祉部 - - 1/2 全員 

健康推進部 健康推進部 - - 1/2 全員 

こども未来部 こども未来部 - - 1/2 全員 

市民生活部 市民生活部 - - 1/2 全員 

都市整備部 都市整備部 - - 1/2 全員 

建設部 建設部 - - 1/2 全員 

教育総務部 教育総務部 - - 1/2 全員 

上下水道部 上下水道部 - - 1/2 全員 

市立病院部 市立病院事務部 - - 1/2 全員 

議会監査部 
議会事務局 
監査委員事務局 

- - 1/2 全員 

地区参集部 関係部局 - - 
1/2 

（参集は全員） 
全員 
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３ 災害警戒本部の設置・運営 

市域において、地震により災害が発生し又は発生するおそれがある場合で市災害対策

本部を設置するには至らないときは、市災害警戒本部を設置する。 

 

⑴ 災害警戒本部の設置 
 

設置基準 

・震度５弱の地震が発生し、市域に被害が発生しているとき 
・２号配備での調査により市域に被害発生が推定されるとき 
・南海トラフ地震臨時情報※（調査中）が発令されたとき 
（震度４以下でも市域に被害発生が推定されるときなど、状況に応じ
て設置する場合もある。） 

設置場所 

市役所本庁舎８階 災害対策室 
（本庁舎が被災した場合、後述代替施設に設置） 
※ 緊急時等により本部設置場所への設置が困難な場合等には、オン

ラインによる設置を可能とする。 

責任者 市長（本部長） 

設置要件 
本部室（作業室・本部会議）、対策部を設置 

（災害対応チームは、災害対策本部へ移行した後に設置を判断） 

災害対策本部への

移行 

災害が拡大又は拡大のおそれがある場合、災害対策本部体制へ移行 

災害警戒本部の 

廃止 

市域に被害が認められなかった場合、又は、事態が終息したときには、

災害警戒本部を廃止 

※今後の運用状況により名称が変更になる場合があります。 

 

⑵ 災害警戒本部の運営 
 

災害警戒本部会議

の開催 

災害予防及び災害応急対策の総合的な基本方針を審議及び決定する

ため、本部長は必要に応じて本部会議を開催する 

 

構成員 

本部長（市長）、副本部長（副市長、教育長）、各対策部長、作業室

統括（市長室長）で構成 

※ 本部長が必要と認めるときは、会計管理者、関係職員や職員以外

を出席させることができる。 

招集・主宰 

本部長が招集し主宰する 

※ 本部会議構成員が、本部会議の招集が必要と判断した場合、本部

作業室長に会議開催を要請することができる。 

開催場所 
市役所本庁舎８階 災害対策室 
※ 緊急時等により本部設置場所への参集が困難な場合等には、オン

ラインによる会議を開催することができる。 

基本的 

協議事項 

・本部の配備体制の切替え及び廃止 

・災害情報、被害情報の分析と対策活動の基本方針の決定 

・応援の要請 

・その他災害対策に関する重要事項 
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４ 災害対策本部の設置・運営 

市域において、地震により災害が発生し又は発生するおそれがある場合、市災害対策

本部を設置する。 
 

⑴ 災害対策本部の設置 

設置基準 

・震度５強以上の地震が発生したとき 

・震度５弱の地震が発生し市域に相当数の被害が発生しているとき 

・２号及び３号配備による調査により市域に相当数の被害発生が推定

されるとき 

・南海トラフ地震臨時情報※（巨大地震警戒）が発令されたとき 

（震度５弱以下でも市域に相当数の被害発生が推定されるときなど、

状況に応じて設置する場合もある。） 

設置場所 

市役所本庁舎８階 災害対策室 

（本庁舎が被災した場合、後述代替施設に設置する。） 
※ 緊急時等により本部設置場所への設置が困難な場合等には、オン

ラインによる設置を可能とする。 

責任者 市長（本部長） 

設置要件 
本部室（本部作業室・本部会議）、対策部を設置。その他、必要に応

じて室又は災害対応チームを設置する 

災害対策本部の 

廃止 

市域における災害の拡大するおそれが解消し、災害応急対策がおおむ

ね完了したと認めたとき、災害対策本部を廃止（又は災害警戒本部に

移行） 

※今後の運用状況により名称が変更になる場合があります。 

⑵ 災害対策本部の運営 

災害対策本部会議

の開催 

災害予防及び災害応急対策の総合的な基本方針を審議及び決定する

ため、本部長は必要に応じて本部会議を開催する。 

 

構成員 

本部長（市長）、副本部長（副市長、教育長）、各対策部長、作業室

統括（市長室長）で構成 

※ 本部長が必要と認めるときは、会計管理者、関係職員や職員以外

を出席させることができる。 

招集・主宰 

本部長が招集し主宰する。 

※ 本部会議構成員が、本部会議の招集が必要と判断した場合、本部

作業室長に会議開催を要請することができる。 

開催場所 
市役所本庁舎８階 災害対策室 

※ 緊急時等により本部設置場所への設置が困難な場合等には、オン
ラインによる設置を可能とする。 

基本的 

協議事項 

・本部の配備体制の切替及び廃止 

・災害情報、被害情報の分析と対策活動の基本方針の決定 

・応援の要請 

・対策部間の応援（協同） 

・災害対応チームの設置及び方針の決定、災害対応チームの廃止 

・その他災害対策に関する重要事項 
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■災害警戒本部・災害対策本部の代替施設 

 

 

 

 

⑶ 災害対策本部の構成 

 

災害対策本部の構成図 

 

 

 

災害対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 第二庁舎 

② 高砂小学校多目的室 

③ 高砂コミュニティセンター集会室 

対策部 

総
合
政
策
部 

地
区
参
集
部 

部局間調整員 

災害時に各対策部から 2人選出（原則、副部長級 1人と担当 1人） 

総
務
部 

※市立病院は独自に災害対策本部等を立ち上げ、災害診療を行う。 

自
治
文
化
部 

【対策班】 

対策班には「対策」「広聴」「情報」「調整」「庶務」等の担当を配置する。 

○対策担当:情報の精査・トリアージ、対応方針の検討 

○情報担当:情報共有化のための集計作業、地図表示 

○システム担当:庁内ネットワーク復旧、作業室ＰＣ環境整備・システム入力 

○庶務担当:庶務・記録、庁内の人的・物的資源の収集・管理・集計 

○調整担当:対策部・関係機関の受付・調整（受援窓口）、発災当初の避難所との連絡 

○広聴担当: 市民等からの連絡・情報の受付 

福
祉
部 

本部作業室 

（秘書担当） 

健
康
推
進
部 

広報班長 

危機管理幹 

本部 

対策班長 作業室長（危機管理課長） 

こ
ど
も
未
来
部 

市
民
生
活
部 

都
市
整
備
部 

建
設
部 

市
立
病
院
部 

教
育
総
務
部 

上
下
水
道
部 

議
会
監
査
部 

本部長（市長） 

副本部長（副市長・教育長） 

本部員 

（対策部長） 

必要の都度、本部長招集 

作業室統括（市長室長） 

総括調整（草加八潮消防組合） 
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５ 災害対応チームの設置・編成 

本部長は、被災者ニーズや平常時における訓練の成果等に応じて、本部のもとに、対

策部横断的な災害対応チームを設置することができる。災害対応チームを設置しない場

合における対策部横断業務に関しては、本部作業室と部局間調整員が調整し、災害対応

チームが担うべき業務を行う。 

 

災害対応チームの設置イメージ 

 

 

 

 

 

震災復興対策本部  災害対策本部 

避難所統括チーム 

要配慮者支援チーム 

災害警戒本部 

応急危険度判定チーム 

災害ボランティアセンター 

本部会議 本部会議 

廃止・統合 

罹災証明チーム 

対応方針・ 
チーム設置 

災
害
救
助
対
策
室 

本部会議 

災害時業務の進行管理・統括 

※本部会議は随時、招集・開催 

連携 設置 

チ
ー
ム
の
編
成 

本部作業室 

報告・調整・協議・指示 

各対策部 

本部会議 本部会議 
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災害対応チームの編成表 

災害対応チームの名称 主務部長 幹事課（副幹事課） 

要配慮者支援チーム 福祉部長 

福祉政策課 

（障がい福祉課・長寿支援課・こども政

策課・地域介護課等） 

罹災証明チーム 

（罹災証明書発行・被害認定調査） 
総務部長 

市民税課 

（資産税課・納税課・税外債権管理室等） 

災害ボランティアセンター 自治文化部長 
みんなでまちづくり課 

（人権共生課・文化観光課等） 

応急危険度判定チーム 

（応急危険度判定実施本部※１） 
都市整備部長 

建築安全課 

（公共建築課、学校施設課等） 

避難所統括チーム 

市長室長※2 

【教育総務部

長】 

危機管理課 

（総務企画課・学務課・保育課・こども

青少年課・みんなでまちづくり課・ス

ポーツ振興課・くらし安全課・生涯学

習課） 

※１ 応急危険度判定実施本部は、市要綱に基づき設置される本部である。 

※２ 市長室長は本部作業室の業務を行うため、業務の状況によっては代替の職制【 】を構築する。 
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６ 本部室、部局間調整員、対策部の組織・役割 

⑴ 本部室の組織・役割 
 

組織 役割 

本
部
会
議 

 本部長 市長 
・重要事項の審議・決定 

※本部会議では、本部員補佐として本部方針

の即時着手に備え、本部長が必要と認めた

ときは、部局間調整員が同席できる。 

※会議の庶務は本部作業室が担当 

(注)本部長が必要と認めたときは、職員以外

の防災及び危機管理に精通した者を本部

員として指名できる。 

副本部長 副市長・教育長 

本部員（注） 各対策部の部長 

本

部

作

業

室 

作業室統括 市長室長 
・本部長、副本部長の補佐 

・本部作業室の統括 

・部局間調整員との調整 
作業室長 危機管理課長 

総括調整 草加八潮消防局次長 

 対策班長 危機管理課長補佐 
・対策班の統括・調整 

・作業室長の補佐 

 

 

対策担当 主に危機管理課 
・情報の分析 

・情報分析に基づく対応の検討 

情報担当 主に総合政策課 ・被害情報等の収集・整理・表示 

システム 

担当 
主に情報推進課 

・ＯＡ環境・通信環境の統括 

・システム入力 

調整担当 主に総合政策部 

・防災関係機関との連絡調整 

・部局間調整員との連絡調整 

・応援受入に関する連絡調整窓口 

・無線等による連絡調整（初動期） 

庶務担当 主に総合政策課 

・本部会議・作業室における庶務 

・人員・車両等資源の把握・管理 

・災害救助法運用の総括 

・災害視察団に関する業務 

広聴担当 主に広聴相談課 ・相談・要望等の広聴業務の統括 

広報班長 広報課長 
・災害時広報（市民・外部） 

・報道機関への対応 
 広報班 広報課 

秘書担当 秘書課 ・本部長・副本部長の秘書業務 
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本部会議と本部作業室の役割分担図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 部局間調整員の組織・役割 

 

組織 役割 

 部局間調整員 

【各対策部（地区参集 

部を除く）２名】 

副部長、次長又は対策部長が

指名する者 

（原則、市長室付職員） 

・本部員の補佐 

・本部作業室との調整 

・本部方針に基づく他の対策部との調整 

・所属する対策部との連絡調整 

・速やかに役割を遂行できるように直接災

害対策本部へ参集する。 

 

  

本部長（市長） 

副本部長（副市長・教育長） 

対策部 

組織として取るべき対応策・方針

を決める「意思決定」の場 

【必要に応じて開催】 

・組織的な情報収集・集約 

・対応策の検討、対策立案 

・実行に向けた調整 

・実行中の活動管理 

災害対策本部会議 本部作業室 
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⑶ 対策部の組織・役割 
 

対策部名 

（構成部局） 

主務部長 

（副部長は主務部

長が指名する者） 

役割 

総合政策部 

（総合政策部・会計課） 
総合政策部長 

１ 所掌 

地域防災計画及び災害対策本部条

例に基づく要綱に沿って担任。ただ

し、本部決定に基づき、所掌以外の

事務にも従事。 

 

２ 対策班の編成 

対策班（原則、担当課）を置いて

実施。対策班及び班長等は、各対策

部長が定める。 

編成は部の所掌に照らし、通常の

課組織に捉われず適正に実施。 

 

３ 災害対応チーム設置に伴う対応 

本部決定に基づき災害対応チーム

が設置された場合には、災害対応チ

ームに必要な人員の派遣を決定。  

その際には当初編成した班編成の

見直しを実施。 

 

４ 対策部の取りまとめ 

主務部長の部局にある庶務担当課

が、部局間調整員を窓口として、取

りまとめを担当。 

総務部 

（総務部・選挙管理委員会） 
総務部長 

自治文化部 

（自治文化部・農業委員会事務局） 
自治文化部長 

福祉部 

（福祉部） 
福祉部長 

健康推進部 

（健康推進部） 
健康推進部長 

こども未来部 

（こども未来部） 
こども未来部長 

市民生活部 

（市民生活部） 
市民生活部長 

都市整備部 

（都市整備部） 
都市整備部長 

建設部 

（建設部） 
建設部長 

教育総務部 

（教育総務部） 
教育総務部長 

上下水道部 

（上下水道部） 
上下水道部長 

市立病院部 

（市立病院事務部） 
市立病院事務部長 

議会監査部 

（議会事務局・監査委員事務局） 
議会事務局長 

地区参集部 

（関係部局：総務部長の指名職員） 

総務部長 

（総務部兼務） 

・地区参集部の職員を、あらかじめ指
定する。 
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７ 分担業務 

⑴ 本部室（本部作業室を含む）の分担業務 
 

所 掌 

本部室 

・本部の配備態勢及び廃止に関すること。 

・本部の活動方針に関すること。 

・災害情報の収集及び伝達に関すること。 

・災害対策基本法の規定に基づく、避難指示等の設定に関すること。 

・災害対策基本法の規定に基づく、警戒区域の決定に関すること。 

・応急活動優先事項に係る対策部間の協同及び災害対応チームの設置及び方針に関

すること。 

・他機関等への救援要請に関すること。 

・災害発生後の支援実施体制の検討に関すること。 

・その他災害対策に関すること。 

分担業務 

本部 

作業室 

・災害対策（警戒）本部及び本部作業室の事務の統括に関すること。 

・本部会議の開催に関すること。 

・防災関係機関との連絡調整及び協力要請に関すること。 

・応援受入体制の整備に関すること。 

・応援受入に当たっての統括に関すること。 

・応援部隊業務の進捗管理の統括に関すること。 

・応急対策用の車両・輸送手段の調達に関すること。 

・災害視察団の応接に関すること。 

・災害の広報に関すること。 

・報道機関との連絡に関すること。 

・被災者の相談、陳情、要望及び広聴等の統括に関すること。 

・災害情報の収集及び伝達の統括に関すること。 

・防災行政無線及び通信機器に関すること。 
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⑵ 対策部の分担業務 

対象部名（構成

部局） 
分担業務 

共通事務 

① 所属職員の安否確認及び参集に関すること。 

② 所管施設（事業関連施設を含む）の防災対策（二次被害防止対策を含む）

及び被害調査に関すること。 

③ 活動時の写真・文書記録、情報伝達、連絡調整及び庶務に関すること。 

④ 所管事業の災害復旧復興計画の作成に関すること。 

⑤ 南海トラフ地震臨時情報※発表時における地震防災応急対策に関するこ

と。 

⑥ 水防活動への従事・応援に関すること。 

⑦ 避難所運営などの業務への従事・応援に関すること。 

⑧ （対応可能な範囲で）関係機関及び団体との連絡調整並びに協力要請に関

すること。 

※今後の運用状況により名称が変更になる場合があります。 

総合政策部 

(総合政策部・ 
会計課) 

① 分担業務 

・ＯＡ機器の復旧に関すること。 

・本部設置に伴う機能（電気・水道・電話・通信回線）確保に関すること。 

・所管施設の防災対策（二次被害防止対策を含む）・被害調査の統括に関す

ること。 

・緊急資機材及び物品等の調達並びに借上げの統括に関すること。 

・災害対策の予算に関すること。 

・激甚災害法運用の統括に関すること。 

・被災者支援基金の受領、保管及び配分に関すること。 

・災害対策に必要な現金の出納に関すること。 

・義援金の受領及び保管に関すること。 

・公共建築物の復旧計画に関すること。 

・市有財産の管理に関すること。 

・災害時空地管理（主に市有地）の統括に関すること。 

・公用車の配車・運行管理に関すること。 

（応急対策用車両全般に関しては本部作業室に移行） 

② 災害対応チームの設置が見込まれる分担業務（災害対応チームが設置され

ていない場合、対策部の分担業務として対応） 

【災害ボランティアセンター】 

・外国籍市民への対応に関すること。 

・多言語支援センターの設置に関すること。 

【応急危険度判定チーム】 

・指定避難所の建築物応急危険度判定に関すること。 

・公共施設の建築物応急危険度判定に関すること。 

総務部 

(総務部・選挙管 
理委員会) 

① 分担業務 

・職員用食料の支給及び装備品の貸与に関すること。 

・職員の衛生管理に関すること。 

・職員の服務、給与及び公務災害補償に関すること。 

・職員の惨事ストレス対策に関すること。 

・税の減免に関すること。 

・救援物資のデータ管理及び集積、仕分けセンターの統括に関すること。 
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対象部名（構成

部局） 
分担業務 

・本部方針に基づく被災者の食料の調達、配分及び計画に関すること。 

・本部方針に基づく緊急輸送計画の作成に関すること。 

・救護物資の輸送・集積及び仕分けセンターに関すること。 

② 災害対応チームの設置が見込まれる分担業務（災害対応チームが設置され

ていない場合、対策部の分担業務として対応） 

【罹災証明チーム】 

・被災者及び家屋の被害認定調査に関すること。 

・被害状況調書（罹災台帳）の作成に関すること。 

・罹災証明書の交付に関すること。 

自治文化部 

（自治文化部・
農業委員会事
務局） 

① 災害対応チームの設置が見込まれる分担業務（災害対応チームが設置され

ていない場合、対策部の分担業務として対応） 

【災害ボランティアセンター】 

・ボランティアの受入れ及び各部局専門ボランティアの統括に関すること。 

・災害ボランティアセンターの設置及び運営の統括に関すること。 

【避難所統括チーム】 

・避難所（コミュニティセンター、体育館）の開設及び運営に関すること。 

・避難所運営委員会、自主防災組織との避難所運営に関すること。 

福祉部 

（福祉部） 

① 分担業務 

・日本赤十字に係る義援金の配分計画及び配布に関すること。 

・災害弔慰金、見舞金及び支援金の支出並びに災害援護資金の貸付に関する

こと。 

・社会福祉機関及び団体との連絡調整並びに協力要請に関すること。 

・遺体の納棺等の処理の統括及び埋火葬に関すること。 

・遺品等の保管に関すること。 

・遺体の収容及び安置に関すること。 

② 災害対応チームの設置が見込まれる分担業務（災害対応チームが設置され

ていない場合、対策部の分担業務として対応） 

【要配慮者支援チーム】 

・福祉避難所の開設及び運営に関すること。 

・要配慮者への情報提供に関すること。 

・避難行動要支援者への支援・実態調査に関すること。 

・市福祉施設利用者の救護対策に関すること。 

健康推進部 

（健康推進部） 

① 分担業務 

・医薬品及び医療資器材の調達に関すること。 

・医療相談及びメンタルケアに関すること。 

・保健衛生、感染症予防（保健衛生）に関すること。 

・医療需要の把握に関すること。 

・医療救護活動の実施に関すること。 

② 災害対応チームの設置が見込まれる分担業務（災害対応チームが設置され

ていない場合、対策部の分担業務として対応） 

【避難所統括チーム】 

・医療救護所の設置及び管理に関すること。 

・避難所（救護所等）の衛生管理に関すること。 
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対象部名（構成

部局） 
分担業務 

こども未来部 

（こども未来部） 

① 分担業務 

・保育園及び児童クラブの応急救護対策に関すること。 

・乳幼児救護に関すること。 

② 災害対応チームの設置が見込まれる分担業務（災害対応チームが設置され

ていない場合、対策部の分担業務として対応） 

【要配慮者支援チーム】 

・社会福祉機関及び団体との連絡調整並びに協力要請に関すること。 

・市福祉施設利用者の救護対策に関すること。 

・障がい児に関すること。 

【避難所統括チーム】 

・避難所の乳幼児救護に関すること。 

市民生活部 

（市民生活部） 

① 分担業務 

・仮設トイレの調達、設置及び管理に関すること。 

・ごみ、し尿の収集及び処理に関すること。 

・がれき処理の申請受付及び統括に関すること。 

・動物救護に関すること。 

・被災地の消毒、薬剤の散布及び調達に関すること。 

・防犯に関すること。 

・帰宅困難者対策に関すること。 

・死体火葬許可証の発行に関すること。 

都市整備部 

（都市整備部） 

① 分担業務 

・被災建築物応急危険度判定の実施及び統括に関すること。 

・被災住宅の応急修理に関すること。 

・被災者の一時住宅あっせんに関すること。 

・応急仮設住宅の建設計画に関すること。 

・応急仮設住宅の入居に関すること。 

・災害時空地管理（市有地以外）に関すること。 

・土地利用及び建築等に係る制限に関すること。 

・公園防災設備の運用・管理に関すること。 

・災害復興本部の設置に関すること。 

・災害復旧復興計画の統括に関すること。 

・市街地復興計画に関すること。 

・道路啓開（主に街路樹倒木の対処）に関すること。 

② 災害対応チームの設置が見込まれる分担業務（災害対応チームが設置され

ていない場合、対策部の分担業務として対応） 

【応急危険度判定チーム】 

・応急危険度判定チーム（建築物応急危険度判定実施本部）の設置に関する

こと。 

・民間建築物の建築物応急危険度判定に関すること。 

・民間建築物の被災宅地危険度判定に関すること。 

建設部 

（建設部） 

① 分担業務 

・緊急輸送道路の確保に関すること。 

・道路啓開（被害情報の収集・調査パトロールを含む）に関すること。 

・綾瀬川・中川の許可工作物の点検に関すること。 
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対象部名（構成

部局） 
分担業務 

・国、県、災害時応援協定との道路啓開の連携に関すること。 

・土木施設等の応急対策計画に関すること。 

・水防本部に関すること。 

・水防情報の統括と指令の伝達に関すること。 

・水防機関との連絡に関すること。 

・水防時における河川・水路の定点観測及び応急復旧に関すること。 

・水防時における市内の状況査察に関すること。 

教育総務部 

（教育総務部） 

① 分担業務 

・児童・生徒の応急救護対策に関すること。 

・児童・生徒の学用品の給与に関すること。 

・応急教育に関すること。 

・教育相談に関すること。 

・児童・生徒のメンタルケアに関すること。 

・文化財の保護に関すること。 

② 災害対応チームの設置が見込まれる分担業務（災害対応チームが設置され

ていない場合、対策部の分担業務として対応） 

【避難所統括チーム】 

・避難所の施設管理者との調整に関すること。 

・市立小中学校所属職員の避難所運営の分担に関すること。 

・非常炊き出しの実施に関すること。 

・避難所（公民館・文化センター）の開設及び運営に関すること。 

・避難所運営委員会との避難所運営の協同に関すること。 

【応急危険度判定チーム】 

・指定避難所の建築物応急危険度判定に関すること。 

・公共施設の建築物応急危険度判定に関すること。 

上下水道部 

（上下水道部） 

① 分担業務 

・応急給水及び広報に関すること。 

・応急給水施設及び資機材の整備に関すること。 

・応急給水の確保に関すること。 

・上下水道の応急対策に関すること。 

・道路啓開の協働に関すること。 

市立病院部 

（市立病院事務 
部） 

① 分担業務 

・災害拠点病院としての業務（公的病院及び薬剤、資器材供給機関との連絡

調整並びに協力要請）に関すること。 

・入院患者等の安全確保及び移送計画に関すること。 

・災害拠点病院としての被災者の医療及び助産に関すること。 

・災害拠点病院として必要な医薬品の備蓄に関すること。 

議会監査部 

（議会事務局・監 
 査委員事務局） 

① 分担業務 

・市議会との連絡調整に関すること。 

・市議会議員・監査委員・公平委員の安否確認に関すること。 

・市議会議員・監査委員・公平委員からの情報収集及び伝達の統括に関する

こと。 

地区参集部 ① 分担業務 
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対象部名（構成

部局） 
分担業務 

・避難所開設・運営に関すること。 

・発災初期の被害状況の現地情報収集に関すること。 

・災害対本部との連絡調整に関すること。 

・医療救護所との連絡調整に関すること。 
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１ 地震発生直後の対応 

⑴ 勤務時間内 

① 各職場における緊急措置の実施 

地震発生直後、各職場において次の緊急措置を行う。 
 

■市役所本庁舎 

業務内容 

① 
市役所等各公共施設の被害状況の把握と初期消火 

→各部局長は、所属の伝令要員等を通じて被害状況等を危機管理課に連絡 

② 
来庁者の安全確保と避難誘導等 

→必要に応じて応急救護措置を実施 

③ 
被害状況を踏まえた各庁舎・施設の緊急防護措置 

→同時に、非常用発電機能や通信機能の点検と機能確保 

④ 火災等の発生防止措置 

⑤ 非常持出品の搬出 

⑥ 
出張中の職員の帰庁 

→出張中の職員は所属長に安否情報を連絡し、所属長の判断を仰ぐ 

⑦ 

出勤・安否情報の報告・連絡 

→各所属長は、所属職員の出勤・安否状況を確認し部局長へ報告 

→各部局長は、所属の伝令要員等を通じて被害状況等を危機管理課に連絡 

 

■学校（各小・中学校） 

業務内容 

① 
児童・生徒等の安全確保と被害状況の把握 

→必要に応じて、広域避難場所等の安全な避難場所へ緊急避難 

② 
臨時休校等の措置 

→教育総務部との協議のもと判断 

③ 保護者への引き渡し 

④ 

避難所の開設 

→避難所の開設と避難者の受入れ 

→地区参集部職員及び避難所運営委員会が参集している場合、避難所の開設に協力 

 

  

第２節 初動対応初動対応 第２節 
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■公共施設 

業務内容 

① 利用者等の安全確保と被害状況の把握 

② 臨時休館の措置 

③ 
第２避難施設グループの開設（避難所運営委員会、派遣された市職員とともに、開設及び運

営を行う。） 

 

■保育園等（民間認可保育所、放課後児童クラブ・児童館等を含む） 

業務内容 

① 
園児等の安全確保と被害状況の把握 

→必要に応じて、広域避難場所等の安全な避難場所へ緊急避難 

② 

臨時休園等の措置 

→こども未来部との協議のもと判断。措置内容をこども未来部に報告 

→臨時休園の実施について保護者へ連絡 

③ 保護者への引き渡し 

④ 

特別保育の実施 

→臨時休園（休室）日において、自宅で保育できない世帯の児童等を対象に特別保育を実施

（実施施設：あずま保育園、高砂児童クラブ） 

⑤ 
避難所の運営協力（市立施設の場合、本部作業室とこども未来部との協議により定められた

避難所の開設及び運営に協力する） 

 

② 情報収集 

各対策部は、次の情報を収集する。 
 

■地震情報の収集 

対象部・課 業務内容 

各部局 

各職員 

・地震発生直後よりテレビ、ラジオ、携帯電話等から地震情報（市の震度、

震源位置、震度分布等）を収集 

危機管理課 
・気象庁ホームページ、県災害オペレーション支援システム、県防災行政無

線など送信される地震情報の収集 
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■初動期災害情報の収集 

対象部課 業務内容 

危機管理課 ・市の計測震度から、可能な範囲で被害の初期見積りを実施 

各部局又は 

各対策部 

（建設部を除く） 

・収集した情報を、部局間調整員又は庶務担当課により危機管理課又は災害

対策本部作業室対策班に報告 

建設部 

・早期に被害の全体像が分かるよう概括的な被害情報を収集 

・国（北首都国道事務所、大宮国道事務所）、県（越谷県土整備事務所、総

合治水事務所）、都市整備部及び上下水道部との相互連携による迅速な情

報収集 

・収集した情報について、画像情報伝達対応の携帯電話又は無線等を活用し、

部局間調整員又は庶務担当課を通じて、危機管理課又は本部作業室に報告 

・調査担当職員は、建設部長又は部局間調整員を通じて、危機管理課又は本

部作業室に詳細な内容を報告 

地区参集部 

・対策部長の指示により、リーダーの指揮のもと、指定された避難所へ出動 

・出動途上において被害情報を収集するとともに、リーダーが集約し、電話

又は無線により危機管理課又は本部作業室に報告 

・危機管理課又は本部作業室の指示により、１班２名編成で各地区内の被害

情報の収集と記録 
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③ 被害情報の報告 

危機管理課は、震度４以上の地震が発生した場合、県に速やかに被害状況を報告

するものとし、報告様式、報告手段は次による。 
 

報告すべき内容 住家被害・非住家被害・人的被害・市関係公共施設被害を優先 

報告様式 

①発生速報 

被害発生直後に判明した必要事項を報告 

②経過情報（特に指示がある場合以外は２時間ごと） 

被害状況の進展に伴い収集した被害情報を報告 

③確定報告（災害の応急対策の終了後から７日以内） 

第３号の被害状況調べにより、報告 

報告手段 

 

優先順位 １位 県災害オペレーション支援システム 

         ２位 ファクス【県様式第１号による】 

 ３位 
ファクス（県防災行政無線：地上系）【県様式第１号
による】 

 ４位 
ファクス（県防災行政無線：衛星系）【県様式第１号
による】 

         ５位 電話連絡 

         ６位 消防庁へ連絡（経由して国（内閣総理大臣）に報告） 

 ７位 
県災害対策本部春日部支部（東部地域振興センター）
に職員を派遣 

 

 

■県・報告先 

報告先 公衆電話 
防災行政無線地上系 防災行政無線衛星系 

専用電話機 庁舎内線経由 専用電話機 庁内内線経由 

時
間
内 

災害対策課 

災害対策担当 

電話 

FAX 

048-830-8181 

048-830-8159 
－ 200-6-8181 － 200-6-8181 

時
間
外 

危機管理 

防災センター 

電話 

FAX 

048-830-8111 

048-830-8119 

200-951 

200-950 

200-6-8111 

 

200-951 

200-950 

200-6-8111 

－ 

 

 

  



第３章 応急対策計画 

第２節 初動対応 

震-3-21 

第
２
章 

震
災
予
防
計
画 

第
1
章 

総
則 

第
３
章 

震
災
応
急
対
策
計
画 

第
４
章 

南
海
ト
ラ
フ
地
震

臨
時
情
報
発
表
に
伴
う
対
応

措
置
計
画 

第
５
章 

最
悪
事
態
（
シ
ビ
ア
コ

ン
デ
ィ
シ
ョ
ン
）
へ
の
対
応 

⑵ 勤務時間外 

① 自動参集 

勤務時間外において、震度５強以上の地震が発生した場合、参集職員は自ら情報

を収集するとともに、該当する配備基準を判断し、各指定参集場所に参集する。 
 

■自動参集の概要 

発生直後 

・自分自身と家族等の安全を確保 

・職員参集システムからの情報を受信していた場合、速やかに返信 

・その後、あらかじめ指定された場所へ自動参集 

参集手段 

・原則として、徒歩、自転車、バイクを使用 

（ただし、所属長が事前に認めた場合に限りタクシーの使用も可能とする。

なお、所属長と連絡が取れない緊急時等やむを得ない場合には、個別の

事情を勘案し、事後の承認とする。） 

服装、携行品等 

・防災活動に支障のない安全な服装 

・呼子（笛）、手袋、タオル、水筒、食料、照明器具（懐中電灯等）、携帯

ラジオ、筆記用具、メモ帳、衛生用品（マスク、消毒液等）等をできる限

り携行 

状況把握と 

緊急措置 

・可能な範囲で、被害状況及び人命に関わる情報等を収集 

・火災あるいは人命に関わる緊急事態に遭遇した場合、人命救助を優先 

（必要に応じて、消防及び警察に通報） 

 

■動員区分ごとの行動 

所属職員 

・あらかじめ指定された場所へ参集（部局間調整員については、災害対策本

部へ参集） 

・参集後は、対策部長又は在所の最先任者の指示により、対応活動を実施 

地区参集部職員 

・あらかじめ指定された避難所へ自動参集 

・参集後は、施設管理者（学校）、避難所運営委員会の協力を得て、次の活

動に従事する 

① 正門、防災備蓄倉庫を開錠 

② リーダーの指示に基づき、体育館前等に集合 

（リーダーが参集していない場合、サブリーダー、サブリーダーがい

ない場合、参集者の中から代理者を選任） 

③参集途上での被害状況を集約し、災害対策本部に報告 

④避難状況や施設の被害状況等を確認 

⑤体育館の鍵保有者は、開錠し安全確認（施設管理者等の到着前で、避

難所の収容が必要と判断した場合） 

⑥参集職員から聴取した被害状況や避難者の避難状況を災害対策本部に

報告 

⑦施設管理者及び避難所運営委員会と協力し、避難所の開設及び「避難

所運営マニュアル」に基づく避難所の運営 

⑧リーダーは、危機管理課、本部作業室又は避難所統括チームに連絡し、

避難所運営要員の引継ぎの体制について指示を受ける 

応急危険度 

判定士 

・各所属に定められた場所に参集 

・本部作業室を通じて招集の指示があった場合、都市整備部長の指示のもと、

避難所その他の公共施設等の応急危険度判定を実施 
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被災宅地危険度 

判定士 

・各所属に定められた場所に参集 

・本部作業室を通じて招集の指示があった場合、都市整備部長の指示のもと、

避難所その他の公共施設等の被災宅地危険度判定を実施 

② 各職場における緊急措置の実施 

各職場において、参集職員は次の緊急措置を実施する。 
 

■市役所本庁舎 

 業務内容 

① 

警備員は、次の緊急措置を実施 

・被害状況を把握 

・被害状況を踏まえて、庁舎等の緊急防護措置を実施 

・庁舎内の安全確保（初期消火、飛散ガラス処理等）を実施 

・緊急措置の実施内容について、資産活用課に報告 

・資産活用課（庁舎管理担当職員）及び情報推進課（ＯＡ復旧担当職員）が登庁した段階

で、速やかに非常用発電機能、通信機能を点検し機能を確保 

 

■学校（各小・中学校） 

 業務内容 

① 教職員は、震度５弱以上の地震が発生した場合、各校で定めた配備基準に基づき対応を行う 

② 
学校長又は教職員は、施設や周辺の災害状況等を把握し、教育総務部に報告 

（地区参集部職員が参集していた場合にはリーダーにも報告） 

③ 

学校長は、震度５強以上の地震が発生した場合、教職員に指示の上、地区参集職員及び避難

所運営委員会と協力し、避難所を開設し避難者の受入れを行う（震度５弱の地震が発生した

場合は、災害対策本部が避難所開設の判断を行う） 

→学校管理に必要な教職員を確保し、万全の体制を確立 

④ 

臨時休校等の措置 

→学校長又は教職員は、必要に応じて教育総務部と臨時休校等の実施について協議 

→臨時休校等の実施について、保護者へ連絡 

→措置内容について、教育総務部へ報告 

⑤ 
児童・生徒の安全確認 

→教職員は、児童・生徒や他の教職員の安否確認を実施 

 

■公共施設 

 業務内容 

① 職員は、所属先の施設へ自動参集 

② 施設や周辺の災害状況等を把握し、各対策部へ報告 

③ 臨時休館の措置 

④ 
第２グループ避難所の開設（避難所運営委員会、派遣された市職員とともに、開設及び運営

を行う） 
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■保育園等（民間認可保育所、放課後児童クラブ・児童館等を含む） 

 業務内容 

① 施設長及び参集指定職員は、所属の保育園等へ自動参集 

② 
被害状況の把握 

→施設長又は職員は、施設や周辺の被害状況等を把握し、こども未来部に報告 

③ 

臨時休園等の措置 

→施設長又は職員は、必要に応じてこども未来部と臨時休園等の措置について協議 

→臨時休園の実施について、保護者へ連絡。 

→措置内容について、こども未来部へ報告 
 

 

③ 被害状況の報告 

危機管理課は、震度４以上の地震が発生した場合、県に速やかに被害状況を報告

するものとし、報告様式、報告手段は次による。 
 

報告すべき内容 住家被害・非住家被害・人的被害・市関係公共施設被害を優先 

報告様式 

①発生速報 

被害発生直後に判明した必要事項を報告 

②経過情報（特に指示がある場合以外は２時間ごと） 

被害状況の進展に伴い収集した被害情報を報告 

③確定報告（災害の応急対策の終了後から７日以内） 

第３号の被害状況調べにより、報告 

報告手段 

 

優先順位 １位 県災害オペレーション支援システム 

         ２位 ファクス【県様式第１号による】 

 ３位 
ファクス（県防災行政無線：地上系）【県様式第１号
による】 

 ４位 
ファクス（県防災行政無線：衛星系）【県様式第１号
による】 

         ５位 電話連絡 

         ６位 消防庁へ連絡（経由して国（内閣総理大臣）に報告） 

 ７位 
県災害対策本部春日部支部（東部地域振興センター）
に職員を派遣 
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２ 職員の安否確認・参集状況の把握 

各部局において、職員の安否・参集状況を速やかに把握した上で、参集の状況に応じ

た人員を配置し、本部・対策部の体制を整える。 

⑴ 職員参集状況の把握・人員配置 
 

① 登庁者名簿を作成し、所属ごとに職員の安否・参集状況を把握 

② 各部局において、所属ごとに職員の安否・参集状況を取りまとめ 

③ 各部局は、職員参集状況の結果を危機管理課に報告 

④ 人員配置等 

・災害対策本部への部局間調整員派遣 

・災害対策（警戒）本部対応（本部と対策部との連絡） 

・本部指示事項の回答及び報告事項の確認、整理 

※会計年度任用職員については、適宜配置 

 

⑵ 本部及び対策部（各部）の体制整備 
 

災害対策本部 
事務スペース被災状況の確認と報告 

ライフラインの確保（電話回線等の配備、電気、水の供給確保） 

対策部（各部） 

対策部（各部）の準備（会議室、各種備品、用品類） 

対策部（各部）の統括責任 

・対策部の運営（本部指示事項の確認） 

・部局間調整員の指名 

・事務局内の記録、報告（応急活動の写真・文書記録、情報伝達、連絡

調整） 

・被害情報の集計・報告（人的、建物・構造物、ライフライン、火災等） 

・現場対応の集計・報告（人員管理、作業内容等） 
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３ 重要事項の決定 

市長等は、地震発生後、災害警戒本部又は災害対策本部体制が機能する以前の段階に

おいて、次の事項について速やかに意思決定を行う。 

 

職務の代行 

・本部長に事故があった場合又は本部長が欠けた場合の本部長代行者の順

位は、次のとおりとする。 

第１順位：副市長 

第２順位：教育長 

第３順位：総合政策部長 

第４順位以下：草加市行政組織条例に掲げる部における部長の順 

重要事項の 
意思決定 

・勤務時間内に地震が発生した場合、本部長、副本部長、本部員（対策部

長）等は、次の項目について協議し、必要な意思決定を行う。 

・但し、迅速を要する場合や勤務時間外には、在庁又は連絡可能な最上級

者が暫定的に意思決定できる。 

【意思決定事項】 

①市の観測震度の確認と配備体制の指定 

②災害警戒本部又は災害対策本部の設置 

③災害情報及び被害情報の分析と、それに伴う対策活動の基本方針 

④避難指示等及び警戒区域の決定 

⑤広域応援要請 

⑥県・消防・自衛隊などの災害派遣要請 

⑦災害救助法の適用 

⑧その他次の重要事項 

・災害対策に関する経費 

・その他必要事項 
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１ 災害対策本部体制の迅速な構築及び運営 

本部室は、発災後速やかに災害対策本部を設置し、被害情報等の収集・分析を開始す

るとともに、災害応急対策や災害復旧事業等について協議する。 

⑴ 災害対策本部の設置及び運営 

本部長は、応急対策活動を実施するため、災害対策（警戒）本部を設置する。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

本部の

設置 

作業室

対策班 

【調整担当】 

・「本章 第２節１⑴③ 被害情報の報

告」及び「本章 第２節１⑵③ 被害

情報の報告」の報告手段に基づき、

災害対策本部を設置した旨を県及

び防災関係機関に通知する。 

● ●     

2 

【調整担当】 

・本部へ直接来庁してくる被災者等を

最寄りの避難所等へ誘導する。 

● ●     

3 

作業室

広報班 

・本部作業室の体制が整うまで、報道

機関の取材等に対応する。 
 ●     

4 
・本庁舎の会議室に（仮）「プレスセ

ンター」の設置を検討する。 
 ●     

5 ・報道機関への対応等を行う。  ●     
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⑵ 本部体制の整備 

本部作業室、対策部は、本部の体制を確立するため、各種の体制整備を行う。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3日 ～7日 

～1か

月 

1か月

～ 

1 

職員の

参集状

況把握 

総務部 

・「本章 第 2節 2 職員の安否確認・

参集状況の把握」に基づき、職員参

集状況の把握・人員配置を行う。 

● ●     

2 

本部室

立ち上

げ 

本部作

業室 

・本部室立ち上げに向けて、作業スペ

ースの確保や執務環境（通信環境、

設備、ライフライン等）を整える。 

● ●     

3 

部局間

調整員

等の確

保 

各対策

部 

・部局間調整員（副部（次）長（原則）

と部所属職員の計２名）を選出する 
●      
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⑶ 情報処理の体制と流れ  

本部作業室に、広報班及び対策班を設置し、情報収集・処理に当たる。 

広報班は、広報活動を開始する。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3日～7日 

～1か

月 

1 か

月 

～ 

1 
情報の

精査 

対策班 

（対策担

当） 

・様々な情報を精査し、信頼性の高い

情報を取捨選択する。 

・重要な情報は本部長の判断又は本部

会議で対応方針を仰ぐ。 

・その他の情報は「対策担当」が対応

方針を定め、他の担当に対応を引き

継ぐ。 

● ●     

2 
情報の

集計 

対策班

（情報担

当） 

・情報の集計作業や地図表示及び情報

の共有化を図る。 ● ●     

3 

情報の

システ

ム入力 

対策班 

（システ

ム担当） 

・庁内ネットワーク等の復旧作業や本

部作業室内のＰＣ環境の整備、シス

テム機器の設置・設定を行う。 

・県災害オペレーション支援システム

への入力を行う。 

● ●     

4 

関係機

関等と

調整 

対策班

（調整

担当） 

・対策部や関係機関の受付・調整窓口

を担う。 

・発災当初は各避難所（小・中学校等）

からの情報の受付窓口を担当する。 

・国、県、協力団体等の応援が必要と

なった場合、部局間調整員と連携

し、各関係機関への応援要請を行

う。 

・受援体制を整えるための調整を行う。 

● ●     

5 

情報の

記録、

資源管

理 

対策班

（庶務

担当） 

・本部室での庶務（記録等）を行う。 

・関係対策部と連携し、人員や車両等

の庁内の人的・物的資源の収集・管

理等を行う。 

 ●     

6 広聴 

対策班

（広聴

担当） 

・市民等からの被害情報や問合せ、苦

情等を情報受信票に記入し、対策担

当に引き渡す。 

 ●     

7 広報 広報班 

・被害状況や対応状況を発表する。 

・対策班と連携して防災行政無線や草

加お知らせメール、緊急速報メール

等を利用した情報発信を行う。 

・記者会見の対応を含めた災害広報全

般のマネージメントを担当する。 

 ●     
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⑷ 本部会議の開催等  

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

本部会

議を開

催 

本部長 

(市長) 

・本章 第 1 節 4 災害対策本部の設

置・運営のとおり、本部長は、本部

会議を開催し、災害対応策について

協議する。 

●      

 

⑸ 庁内応援職員の動員（調整）に関する体制整備 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7 日 

～1 か

月 

1 か月

～ 

1 
応援職

員の調

整・配置 

各 対 策

部 

・各対策部内の職員のみでは、所掌事

務を処理できない場合、部局間調整

員を通じて本部作業室に応援を要請

する。 

● ●     

2 
本 部 作

業室 

・部局間調整員とともに調整し、方針

を決定する。必要に応じて、関係機

関への応援要請も検討する。 

● ●     
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⑹ 職員の労務管理体制の構築 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7 日 

～1 か

月 

1 か月

～ 

1 

職員の

労務管

理体制

を構築 

総務部 

(職員課) 

・本部作業室（主に庶務担当）と連携

し、業務対応職員の補充・交代方法

等のあり方を検討する。 

 ● ●    

2 
本 部 作

業室 

・上記の労務管理体制のあり方に基づ

き、労務管理方針を定める。 

（必要に応じて、本部長又は本部会議

において協議・決定する。） 

 ● ●    

3 
本 部 作

業室 

・職員への労務管理方針の徹底を図

る。 
  ● ●   

4 
総務部 

(職員課) 

・本部作業室（主に庶務担当）と連携、

労務管理方針について逐次検証し、

必要に応じて見直す。 

  ● ●   

 

⑺ 職員の長期活動体制の構築 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

職員の

長期活

動体制

を構築 

本 部 作

業室 

（ 主 に

庶 務 担

当） 

・総務部（職員課）と連携し、長期活

動体制への切替時期（発災後３日～

１週間が目安）を検討する。   ● ●   

2 

本 部 作

業室 

（ 主 に

庶 務 担

当） 

・長期活動体制への切替時期を決定す

る。（必要に応じて、本部長又は本

部会議において協議・決定する。）   ● ●   

3 

本 部 作

業室 

（ 主 に

庶 務 担

当） 

・決定した長期活動体制について、本

部会議又は部局間調整員を通じて、

職員への徹底を図る。 

【№3】長期活動体制における労務方

針 参照。 

  ● ●   
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【№3】長期活動体制における労務方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑻ 災害対応に必要な物品購入・出納体制の準備  

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

物品購

入の準

備 

本 部 作

業室 

（ 主 に

庶 務 担

当） 

・関係部と連携し、災害対応に必要な

物品の種別・数量を調査し把握す

る。 

 

 ● ●    

2 

本 部 作

業室 

（ 主 に

庶 務 担

当） 

・総務部と連携し、災害対応に必要な

備蓄品の種別・数量を確認する。 

 ● ●    

3 

本 部 作

業室 

（ 主 に

庶 務 担

当） 

・必要な物品が不足する場合、総務部

と連携し、協定事業者からの調達条

件を確認する。   ● ●   

4 

出納体

制の整

備 

本 部 作

業室 

（ 主 に

庶 務 担

当） 

・総合政策部（財政課）と連携し、当

面の必要となる財源に予備費を充

てることについて協議し決定する。   ● ●   

5 

本 部 作

業室 

（ 主 に

庶 務 担

当） 

・総合政策部（会計課）と連携し、現

金の出納体制の整備に必要な作業

について協議し、体制を整える。   ● ●   

 

  

① 本部長は副本部長と適宜交代し、仮眠、休憩を取る。また、本部長又は副本部長が交代でき

ない場合には、草加市行政組織条例に掲げる部における部長の順に代行し、適宜交代で仮眠、

休憩を取る。 

② 対策部長及び部局間調整員は、副部（次）長又は課長と適宜交代し、仮眠、休憩を取る。ま

た、副部（次）長及び課長が交代できない場合には、代行する職員を対策部長が指名すること

で体制を整える。 

③ 本部作業室・対策部では、それぞれの実情に応じて、当直体制と日勤体制を組み合わせ、改

めて組織化する。 

④ 労働作業に従事する現場の管理者（責任者）は、適宜休憩を取らせるよう努める。 
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⑼ 災害救助法の適用手続 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 災害救

助法の

適用手

続 

本 部 作

業室 

・災害により、被害の程度が一定の基

準を超える場合、本部作業室は、総

合政策部（財政課）と連携し、災害

救助法の適用手続を行う。 

【№1-1】災害救助法の適用要請 参

照。 

【№1-2】適用要請の特例 参照。 

【№1-3】特別基準の適用申請 参照。 

   ● ●  

2 
各 対 策

部 

・各対策部は、適用に必要な関係書類

を作成する。 
   ● ●  

 

【№1-1】災害救助法の適用要請 

市域内の災害が災害救助法の適用基準のいずれかに該当し、又は該当することが見込まれる場合、

市長は直ちにその旨を県知事に報告し、災害救助法の適用を要請する。 

その場合、本部作業室は県危機管理防災部消防課へ、次に掲げる事項を付して要請（口頭又は電話）

し、後日文書により改めて要請する。 

① 災害発生の日時及び場所 

② 災害の原因及び被害の概況 

③ 適用を要請する理由 

④ 適用を必要とする期間 

⑤ 既に実施した救助措置及び実施しようとする救助措置 

⑥ その他必要な事項 

 

【№1-2】適用要請の特例 

事態が急迫し、県知事による救助の実施を待つことができない場合、市長は災害救助法による救助

に着手し、その状況を直ちに県知事へ報告する。その後の処置に関しては県知事の指揮を受ける。 

 

【№1-3】特別基準の適用申請 

次のような場合には、県知事を通じ、内閣府に対して特別基準の適用を申請することができる。な

お、期間の延長等特例申請については、「救助の特例等申請様式（県地域防災計画様式）」に従い、救

助期間内に行う必要がある。 

① 災害救助法が適用されないときで、あらかじめ定められた基準では万全を期すことが困難な場

合 

② 災害基準法の対象数量又は期間について特別な事情がある場合 
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⑽ 災害救助対策室の設置 

市が災害救助法の適用を受けようとするとき、又は適用されたときは、当該事務を

統括するため、本部に災害救助対策室を設置する。 

 

災害救助対策室を構成する対策部名 所掌する災害救助の種類 

福祉部 

・災害救助対策室の総括 

・福祉避難所の設置 

・被服、寝具等の給（貸）与 

・遺体の処理（収容、処理、安置、引渡） 

健康推進部 ・医療及び助産 

総務部 ・被害状況調査及び食糧の供給 

上下水道部 ・飲料水の供給 

教育総務部 ・学用品の給与 

市民生活部 ・遺体の埋葬（許可証の交付及び仮埋葬） 

都市整備部 ・応急仮設住宅の設置及び住宅の応急修理 

建設部 ・障害物の除去 

本部作業室 ・避難所の設置及び避難者の収容、介護 
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⑾ 激甚災害の指定 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

激甚災

害指定

の手続 

本 部 作

業室 

・激甚災害の指定を受けたときは、総

合政策部（財政課）と連携し、関係

対策部に必要書類の作成を指示す

る。 

【№1-1】激甚災害指定の流れ 参照。 

【№1-2】知事への報告内容 参照。 

   ● ●  

2 
関 係 対

策部 

・指示を受けた関係対策部は、必要書

類を作成する。 
   ● ●  

3 
本 部 作

業室 

・総合政策部と連携し、特別財政援助

額の交付手続を行う。 

【№3】激甚災害法による財政援助 

参照。 

   ● ●  

 

【№1-1】激甚災害指定の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【№1-2】知事への報告内容 

○ 災害発生時から当該災害に対する応急措置が完了するまでの間、被害状況に係る次の事項を県

知事へ報告する。 

・災害の原因  

・災害が発生した日時  

・災害が発生した場所又は地域  

・被害の程度（災害対策基本法施行規則別表第１に定める事項）  

・災害に対する措置  

・その他必要な事項 

 

  

 〈答申〉 

草加市長 

県知事 

中央防災会議 内閣総理大臣 

〈通報〉  〈報告〉 

 〈諮問〉 

（災害名、適用条項） 

 〈報告〉 

政 令 公 布 

閣 議 決 定 
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【№3】激甚災害法による財政援助 

○ 激甚災害法による財政援助 

「激甚災害に対処するための特別の財政援助に関する法律」（以下、「激甚災害法」という。）に基

づき「激甚災害」に指定された場合は、国から特別の財政援助及び罹災者に対する特別の助成措置

を受けることができる。 

 

○ 激甚災害指定の手続 

市長は、災害が発生した場合は、速やかにその災害の状況及び措置の概要を県知事に報告し、こ

れを受けた県知事は内閣総理大臣に報告する（災害対策基本法第 53 条。激甚災害指定の有無にかか

わらず、本部作業室における業務として実施）。 

内閣総理大臣は、その災害が激甚災害法第２条第１項に規定する激甚な災害に該当すると判断し

たときは、中央防災会議の意見を聴いた上で激甚災害として指定し、市は、必要な財政援助措置が

取られることとなる。 

 

２ 受援体制の整備 

大規模地震発生時等に、人的又は物的資源が不足する場合、応援要請を行うなど受援

体制を開始する。 

⑴ 関係機関との連絡調整  

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7 日 

～1 か

月 

1 か月

～ 

1 
被害状

況の収

集・取り

まとめ 

本 部 作

業室 

（ 主 に

対 策 又

は シ ス

テ ム 担

当） 

・被害状況の収集・取りまとめを行い、

県を通じて関係機関（自衛隊、近隣

自治体、関係機関、民間団体等）に

被害状況を報告する。 ● ●     

2 

本 部 作

業室 

（ 広 報

班） 

・上記の被害状況を報道機関に提供す

る。 
● ●     

3 

支援者

側に情

報提供 

本 部 作

業室 

（ 主 に

対 策 又

は 調 整

担当） 

・支援側関係機関に、被害状況等につ

いて情報提供する。 

● ●     
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⑵ 受援体制の構築 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 連絡調

整窓口

の設置 

本 部 作

業室 

（ 調 整

担当） 

・関係機関からの応援受入れに関する

連絡調整窓口を担う。 
● ●     

2 
部 局 間

調整員 

・各対策部業務における応援受入に関

する連絡調整窓口となる。 
● ●     

3 

人的・

物的支

援に関

する調

整 

本 部 作

業室（主

に 庶 務

担当） 

・庁内における人的・物的ニーズ量と

これらの受入れ可能予測数等を取

りまとめる。 
● ●     

4 

本 部 作

業室 

（ 主 に

庶 務 担

当） 

・受入れ可能予測数等から、資源の過

不足を整理する。 

 

  

 ● ●    

5 

本 部 作

業室 

（ 主 に

調 整 担

当） 

・部局間調整員と協議し、今後必要と

なる人的・物的資源を見積もるとと

もに、これらの受援のため本部会議

に諮る。 

・部局間調整員を通じて、取りまとめ

た受援に係る情報を庁内で共有し、

調整の必要性を検討する。 

 ● ●    

6 
本 部 作

業室長 

・必要に応じて、応援部隊と部局間調

整員を交えた調整会議を開催する。 
 ● ●    

7 

本 部 作

業室 

（ 主 に

調 整 担

当） 

・総合政策部（資産活用課）や部局間

調整員と連携し、応援職員の待機場

所やミーティング会場等をあらかじ

め準備しておく。 

 ● ●    

8 
各 対 策

部 

・応援を受け入れる対策部は、適切な

執務環境の提供に努める。 
 ● ●    
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⑶ 応援要請 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 
応援要

請 

本 部 作

業室 

（ 主 に

調 整 担

当） 

・関係法令及び相互応援に関する協定

等に基づき、県、自衛隊、広域消防、

国土交通省（ホットライン、市長⇔

事務所長）他市町村及び防災関係機

関等に対し、速やかに応援要請を行

う。 

【№1-1】県への応援要請 参照。 

【№1-2】自衛隊への応援要請 参照。 

【№1-3】陸上自衛隊第１師団第 32普

通科連隊 連絡先 参照。 

【№1-4】自衛隊への派遣要請の範囲

参照。 

【№1-5】自衛隊の災害派遣部隊の受

入体制 参照。 

【№1-6】自衛隊の派遣に要した経費

の負担区分 参照。 

【№1-7】広域消防応援 参照。 

【№1-8】他の市区町村、各機関への

応援要請 参照。 

【№1-9】隣接市町・関係機関の応援

要請 参照。 

【№1-10】民間団体等への応援要請 

参照。 

 ● ●    

 

【№1-1】県への応援要請  

要請の手続 

県知事に対する応援又は応援のあっせん及び応急措置等の要請は、県災害対

策本部に対し文書で行う。 

ただし、急を要し、文書によることができない場合は、口頭、電話等で要請

し、事後速やかに文書を送付する。 

派遣要請の 

内容 

要請は、極力、次の事項を明確にして行う。 

・災害の状況 

・応援（応急措置の実施）を要請する理由 

・応援を希望する物資、資材、機械、器具等の品名及び数量 

・応援（応急措置の実施）を必要とする場所 

・応援を必要とする活動内容（必要とする応急措置内容） 

・その他必要な事項 
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【№1-2】自衛隊への応援要請 

要請の手続 

自衛隊の災害派遣を要請する場合は、県知事に対し、次の事項を明記した文

書（３部）により依頼する。 

ただし、緊急を要し、文書によることができない場合は、他の通信手段によ

り依頼し、事後速やかに文書を送付する。 

また、県知事に連絡ができない場合は、市の地域に係る災害の状況を陸上自

衛隊第１師団第 32 普通科連隊へ直接通知することができる。 

・災害の状況及び派遣を要請する理由 

・派遣を希望する期間 

・派遣を希望する区域及び活動内容 

 

【№1-3】陸上自衛隊第１師団第32普通科連隊 連絡先 

所在地 〒331-8550   さいたま市北区日進町１-40-７ 

連絡先 
課業時間内：第３科        ℡（048）663-4241 内線 436～9 

課業時間外：部隊当直司令 ℡（048）663-4241 内線 302 

 

  



第３章 応急対策計画 

第３節 本部業務 

震-3-39 

第
２
章 

震
災
予
防
計
画 

第
1
章 

総
則 

第
３
章 

震
災
応
急
対
策
計
画 

第
４
章 

南
海
ト
ラ
フ
地
震

臨
時
情
報
発
表
に
伴
う
対
応

措
置
計
画 

第
５
章 

最
悪
事
態
（
シ
ビ
ア
コ

ン
デ
ィ
シ
ョ
ン
）
へ
の
対
応 

【№1-4】自衛隊への派遣要請の範囲 

自衛隊の災害派遣は原則として、人命の救助を優先して行うものとし、緊急性の原則、

公共性の原則及び非代替性の原則を勘案した上で行うものとする。 

 

自衛隊派遣

の３原則 

１ 緊急性の原則 

差し迫った必要性があること 

２ 公共性の原則 

公共の秩序を維持するため、人命又は財産を社会的に保護する必要があること 

３ 非代替性の原則 

自衛隊の部隊が派遣される以外、他の適切な手段がないこと 

要請の範囲 

１ 被害状況の把握 

車両、航空機等状況に適した手段によって、情報収集活動を行い、被害の状

況を把握する。 

２ 避難の援助 

避難の命令等が発令され、避難、立ち退き等が行われる場合で必要があると

きは、避難者の誘導、輸送等を行い救助する。 

３ 遭難者等の捜索救助 

行方不明者、負傷者が発生した場合は、通常、他の救助活動に優先して、捜

索救助を行う。 

４ 水防活動 

堤防、護岸等の決壊に対しては、土のう作成、運搬、積込み等の水防活動を

行う。 

５ 消防活動 

火災に対しては、利用可能な消防車その他の防火用具（空中消火が必要な場

合は航空機）をもって、消防機関に協力して消火に当たるが、消火薬剤等は、

通常関係機関の提供するものを使用するものとする。 

６ 道路又は水路の啓開 

道路若しくは水路が決壊し、又は障害物がある場合は、それらの啓開、又は

除去に当たる。 

７ 応急医療、救護及び防疫 

被災者に対し、応急医療、救護及び防疫を行うか、薬剤等は通常関係機関の

提供するものを使用するものとする（薬剤等は県又は市が準備）。 

８ 人員及び物資の緊急輸送 

救急患者、医師その他救難活動に必要な人員及び救援物資の緊急輸送を実施

する。この場合において、航空機による輸送は、特に緊急を要すると認められ

るものについて行う。 

９ 炊飯及び給水 

被災者に対し、炊飯及び給水を実施する。 

10 物資の無償貸付又は譲与 

「防衛省所管に属する物品の無償貸付及び譲与等に関する省令」による。 

11 交通規制の支援 

自衛隊車両の交通が輻輳する地点における車両を対象とする。 

12 危険物の保安及び除去 

能力上可能なものについて、火薬類、爆発物等危険物の保安措置及び除去を行

う。 

13 予防派遣 

災害を未然に防止するため、緊急を要し、かつ他に適当な手段がない場合。 

14 その他 

知事が必要と認め、自衛隊の能力で対処可能なものは関係部隊の長と協議し

決定する。 
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【№1-5】自衛隊の災害派遣部隊の受入体制 

① 緊密な連絡協力 

派遣部隊の移動、現地進入及び災害措置のための補償問題等が発生した際の相互協力、必

要な現地資材等の使用協定等に関して緊密に連絡する。 

② 他の災害救助復旧機関との競合重複の排除 

自衛隊の作業が他の災害救助復旧機関と競合重複することのないよう最も効率的に作業を

分担するよう配慮する。 

③ 作業計画及び資材等の準備 

自衛隊に対し作業を要請又は依頼するに当たっては、なるべく先行性のある計画を次の基

準により樹立するとともに、作業実施に必要とする充分な資料の準備を整え、かつ諸作業に

関係ある管理者の了解を取り付けるよう配慮する。 

・作業箇所及び作業内容 

・作業の優先順位 

・作業に要する資材の種類別保管（調達）場所 

・部隊との連絡責任者、連絡方法及び連絡場所 

・派遣部隊の受入れ 

・施設等の準備 

・本部事務室、宿舎、材料置き場（野外の適当な広さ） 

・駐車場（車一台の基準３ｍ×８ｍ） 

・ヘリコプター発着場（２方向に障害物がない広場） 

 

【№1-6】自衛隊の派遣に要した経費の負担区分 

自衛隊の救助活動に要した経費は、原則として市が負担する。下記経費以外で負担区分に疑

義ある場合は、自衛隊と協議するものとする。 

（想定される経費） 

・派遣部隊が救助活動を実施するために必要な資機材（自衛隊装備に係るものを除く。）等

の購入費、借上料及び修繕費 

・派遣部隊の宿営に必要な土地、建物等の使用料及び借上料 

・派遣部隊の宿営及び救援活動に伴う光熱、水道及び電話料金等 

・派遣部隊の救助活動に伴い生じた（自衛隊装備に係るものを除く）損害の補償費 
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【№1-7】広域消防応援 

応援要請 

① 緊急消防援助隊 

緊急消防援助隊の応援要請は、市長が草加八潮消防組合消防長と連携調整

を図り、電話等の適切な通信手段により速やかに県知事に連絡するものとす

る。なお、災害状況等に関する書面の連絡は把握した段階で所定の様式によ

り速やかに行うものとする。 

また、県知事に連絡ができない場合は直接、消防庁長官に要請する。この

場合は事後速やかに県知事に連絡するものとする。 

② 消防相互応援協定 

大規模災害又は特殊災害等が発生した場合、草加八潮消防組合消防長が近

隣の消防力を相互に活用して被害を最小限に防止するため、消防相互応援協

定を締結している近隣消防本部又は県下消防相互応援協定に基づき、消防応

援を要請する。 

応援消防隊の 

受入れ 

応援消防隊を円滑に受け入れるため、草加八潮消防組合は消防受援計画に基

づき受入体制を整える。 

 

【№1-8】他の市区町村、各機関への応援要請 

要請の手続 

他の市区町村、各機関への要請は文書で行う。ただし、急を要し、文書によ

ることができない場合は、口頭、電話等で要請し、事後速やかに文書を送付す

る。 

派遣要請の 

内容 

① 災害の状況及び派遣を要請する理由 

② 派遣を希望する期間 

③ 応援を希望する物資、資材、機械器具等の品名及び数量 

④ 応援を希望する区域及び活動内容 

⑤ その他必要事項 

 

【№1-9】隣接市町・関係機関の応援要請 

協定締結市町村 

① 応援を求める場合 

応援市町村に対し、必要事項を明らかにして電話等により要請する。 

② 知事の指示による応援協力 

県知事から関係市町村の実施する応急措置について、応援すべきことの

指示を受けた場合は、速やかに応援部隊を編成し派遣する。 

防災関係機関 

市内の電気、ガス、輸送、及び通信施設等の被災状況に応じ、指定地方行

政機関、指定公共機関及び指定地方公共機関等に対し、必要な措置等の実施

を要請する。 
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【№1-10】民間団体等への応援要請 

要請内容等 

協定等の内容に基づき、次の事項等の協力を求める内容を明確にして要請

する。 

①食料、飲料水等の提供 

②衣料品及び生活必需品等の提供 

③災害活動等に使用する燃料の供給 

④救助、救援活動に必要な資機材等の提供 

⑤施設及び設備等利用の提供 

⑥情報等の提供 

⑦上水道の復旧工事及び応急給水 

⑧緊急道路啓開作業等の実施 

⑨災害ボランティアセンターの設置及び運営 

⑩福祉避難所の開設 

主な協定締結団体 

災害の状況及び被災者の状況等に応じて、次の公共的団体等に対し協力を

求める。 

①医師会、歯科医師会及び薬剤師会（協定締結済） 

②草加市建設業振興会（協定締結済） 

③草加市造園業協力会（協定締結済） 

④草加市社会福祉協議会（協定締結済） 

⑤埼玉県トラック協会草加支部（協定締結済） 

⑥埼玉県倉庫協会東部地区協議会（協定締結済） 

⑦埼玉土地家屋調査士会（協定締結済） 

⑧町会・自治会、自主防災組織、避難所運営委員会等 

⑨市民ボランティア等 

⑩福祉施設 

⑪獣医師会 

⑫タクシー協会 

⑬バス協会 

⑭その他協会等（資料集参照） 

協力の内容等 

①負傷者等の応急処置、医療救護活動 

②道路、公共施設等の応急復旧作業 

③応急仮設住宅等の建設 

④要配慮者等の避難及び避難所生活の支援 

⑤応急対策活動に必要な車両の提供及び救援物資搬送等の協力 

⑥救援物資の保管等 

⑦家屋の被害認定調査への土地家屋調査士の派遣 

⑧罹災証明に係る市民相談対応 

⑨救出、救助活動及び避難誘導 

⑩炊き出し、救援物資等の配分等の協力 

⑪避難所及び被災地域内の秩序維持活動 

⑫ボランティアのあっせん等 

⑬生活必需品の調達活動 

⑭異常現象、危険箇所等を発見したときの通報 

⑮その他、市が行う災害応急対策業務への協力 
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⑷ 応援の受入れ準備 
 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

応援の

受入れ

準備 

本 部 作

業室 

（ 調 整

担当） 

・部局間調整員と連携し、総務部（宿

泊、食事、休息の総括）又は関係対

策部と調整する。 

 ● ●    

2 
関 係 対

策部 

・関係対策部は、本部作業室（調整担

当）との調整の後、直接又は県担当

部を通じて、受入れに当たっての調

整事項に基づき、必要な準備を行

う。 

【№2】応援の受入れに当たっての調

整事項 参照。 

 ● ●    

 

【№2】応援の受入れに当たっての調整事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 応援側の予定 

ア 派遣期間（現地到着予定日時、現地撤収予定日時） 

イ 応援部隊規模（人数、車両等）、責任者の氏名、連絡手段 

ウ 実施業務 

エ 装備、資材（搬入品目、現地調達希望品目） 

オ 進出時の交通手段、交通路 

② 受入れ側の準備 

ア 受入れ窓口（責任者の氏名、連絡手段） 

イ 応援の内容（活動計画）、範囲又は区域及び制約条件 

ウ 受入れ側と応援側の指揮系統 

エ 受入れ側提供・貸与装備、資材 

オ 案内者又は連絡員 

カ 域内での交通手段、交通路 

キ 宿泊施設の紹介（基本は応援側での対応）及び給食 
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⑸ 応援部隊への支援等 
 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

応援部

隊を支

援 

本 部 作

業室 

（ 調 整

担当） 

・支援窓口となり、部局間調整員と連

携し、応援部隊の支援を行う。 

・応援部隊に対し、活動実施記録の作

成及び提出を依頼する。 

 ● ●    

2 
現場で

の応援

受入れ 

関 係 対

策部 

・現場で新たに生じた調整事項に臨機

に対応する。 
 ● ●    

3 

本 部 作

業室（調

整担当） 

・全体調整の必要が生じた場合、部局

間調整員を通じて、窓口となって調

整する。 

 ● ●    

 

⑹ 受入れ後の進捗管理 
 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

受入れ

後の報

告 

関 係 対

策部 

・応援部隊を受け入れた各対策部は、

総務部に受入れ後に報告する事項

に基づき報告する。 

【№1】受入れ後に報告する事項 参照。 

 ● ●    

2 

応援部

隊受入

台帳を

作成 

総務部 

・上記の報告をもとに、応援部隊受入

台帳を作成し、随時、取りまとめの

上、本部作業室に報告する。 

 ● ●    

 

【№1】受入れ後に報告する事項 

① 応援部隊の名称 

② 責任者の氏名 

③ 連絡先 

④ 派遣期間（現地到着予定日時、現地撤収予定日時） 

⑤ 応援部隊規模（人数、車両等） 

⑥ 実施業務 

⑦ 宿泊（宿泊施設、野外設営地、駐車場等）及び食事 

⑧ 受入窓口（担当所属、責任者の氏名、連絡手段） 
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⑺ 労務者の雇上げと労務応援要請 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

労務者

を雇用 

総務部 

・災害応急対策を実施するための活動

要員が不足し、又は特殊作業のため

の労力が必要なときは、労務者を雇

用する。 

 ● ●    

2 総務部 

・労務者の雇用が不可能な場合、次の

事項に関する方針を示し、本部作業

室を通じて、県に応援を要請する。 

【№2】県への労務応援要請 参照。 

 ● ●    

 

【№2】県への労務応援要請 

次の事項に関する方針を示し、県に応援を要請する。  

① 応援を必要とする理由  

② 作業場所  

③ 作業内容  

④ 人員  

⑤ 従事期間  

⑥ 集合場所  

⑦ その他参考事項 

 

⑻ ボランティア活動体制の確立 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

災害ボ

ランテ

ィアセ

ンター

を設置 

本 部 作

業室 

・第 2 章 第 1節 6⑸ 草加市災害ボラ

ンティアセンターを参考に、災害ボ

ランティアセンターの設置及び方

針を決定する。 

 ● ●    

2 
自 治 文

化部 

・草加市社会福祉協議会の協力を得

て、おおむね発災後３日（72 時間）

以内に災害ボランティアセンター

を設置できるよう準備する。 

 ● ●    

3 
自 治 文

化部 

・災害ボランティアセンターの設置を

本部作業室及び関係対策部に報告

するとともに、市及び草加市社会福

祉協議会のホームページ等を通じ

て周知を図る。 

 ● ●    
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３ 情報収集・伝達体制の整備 

本部作業室は、発災後速やかに被害情報等を収集・分析し、適切に伝達する。 

⑴ 通信手段の確保 
 

通信手段の選択 

災害時の通信連絡は、ＭＣＡ無線、一般加入電話及びファクス等のほか、

県災害オペレーション支援システム、県防災行政無線、インターネット等

のそれぞれの特性を活かして、迅速かつ効率的に運用する。 

有線系通信の使用 

主に情報量の多い通信に使用するものとし、関係機関と協力して被災回

線等の早期復旧に努める。また、一般加入電話は通話が規制されるため、

重要な通信には、あらかじめ登録されている「災害時優先電話」を利用す

る。 

無線系通信の使用 

有線系通信の途絶及び回線の輻輳における通信確保のほか、災害現場等

から直接情報を収集する手段として、主に次の通信手段の活用を図る。 

① ＭＣＡ無線 

主に避難所となる小・中学校や一部関係機関に配備しているＭＣ

Ａ無線により、各地域における被害・避難状況、ライフライン等の

状況把握のための通信連絡に活用する。 

② 県防災行政無線（地上系及び衛星系） 

県及び県内自治体、県関係機関との情報の送受及び報告等に使用

する。 

 

⑵ 被害状況等の収集・分析 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

１ 

被害状

況の収

集 

本 部 作

業室 

各対策

部 

・応急対策活動等を実施する上で必要

となる被害状況等を収集・把握す

る。 

※初動期の対応については、本章第２

節 初動対応を参照。 

● ●     
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⑶ 情報管理  

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 
情報の

整理・

管理 

本 部 作

業室 

・各対策部からの情報等を整理すると

ともに、情報の一元化及び共有化を

図る。 

  ● ●   

2 
各対策

部 

・各対策部は、個別に情報を収集し、

本部作業室への報告のほか、関係機

関等へ伝達する。 

  ● ●   

3 

被害状

況を県

に報告 

本部作

業室 

（主に

システ

ム 担

当） 

・各対策部等から収集した被害状況を

取りまとめ、県災害オペレーション

支援システムにより県災害対策本

部（災害対策課）に報告する。 

・県災害オペレーション支援システム

が利用できない場合は、本章第２節 

初動対応 １ 地震発生直後の対応 

⑴勤務時間内 ウ被害情報の報告に

示す優先順位に基づく。 

  ● ●   

4 

生活関

連情報

等を公

表 

本部作

業室 

（主に

広聴担

当） 

・救援・生活情報等について、その概

要、実施機関、団体、連絡先を活動

項目ごとに整理し、各対策部及び市

の窓口等に配布するとともに、定期

的に更新する。 

・整理する活動項目の分類例は、【№4】

整理する活動項目の分類例のとおり

とする。 

  ● ●   

 

【№4】整理する活動項目の分類例 

① 各対策部の連絡先（ホットライン） 

② 福祉 

③ 心のケア 

④ 法律・税金 

⑤ 医療・保健 

⑥ 労働 

⑦ 融資・生活資金 

⑧ 住宅 

⑨ 家屋解体、撤去 

⑩ 教育・保育 

⑪ 外国籍市民等 
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⑷ 広聴活動  

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

被災者

相談窓

口の開

設 

本 部 作

業室 

(広聴担

当) 

・必要に応じて、関係機関や関係対策

部と連携の上、庁舎等に被災者相談

窓口を開設する。 

・市のみで対応できない相談について

は、県「震災情報相談センター」の

震災相談連絡協議会等と連携し、対

応する。 

 ●     

2 

情報収

集と共

有 

本部作

業室 

( 広 聴

担当) 

・市民等から情報を聴取し、本部作業

室（対策担当）に報告する。 

【№2】市民からの情報提供に関する

区分と処理 参照。 

  ●    

3 
本部作

業室 

・各対策部と連携し、常に情報収集に

努めるとともに、情報を精査し、最

新の災害対策本部情報を発信する。 

  ●    

4 
本部作

業室 

・各種情報を市民と共有できる体制を

整備する。 
  ●    

5 

本部作

業室 

各対策

部 

・市民へ提供した情報は、その都度収

集し、それぞれの組織内で共有を図

る。 
  ●    

6 

尋ね人

相談の

対応 

本部作

業室 

( 広 聴

担当) 

・本部作業室及び対策部等と連携し、

警察、消防、各避難所等との連携を

緊密にし、被災者に関する情報を収

集するとともに、被災者情報の把握

に努める。 

・本部作業室の広報班及び他の担当と

連携し、個人情報保護に留意しつつ、

被災者の動向等に関する情報等を市

民に提供する。 

   ●   

7 

総合相

談窓口

の設置 

本部作

業 室

( 広 聴

担当) 

・総合相談窓口を開設し、関係対策部

と連携を図りながら、柔軟に対応す

る。 

【№7】市民からの相談内容の区分 参

照。 

    ●  

8 

広聴と

情報の

共有化 

地区参

集部職

員 

・避難所において、避難者等の意見・

要望を聴取し、本部作業室に報告す

る。 

 ●     

9 

広聴と

情報の

共有化 

地区参

集部職

員 

・避難所の情報掲示板に、本部作業室

に報告した意見・要望を掲示する。 

・本部作業室からの回答を随時、掲示

し、情報の共有を図る。 

 ●     

10 
福祉避

難所に

地区参

集部職

・福祉避難所において、避難者等の意

見・要望を聴取し、本部作業室に報
 ●     
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No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

おける

広聴 

員 告する。 

・福祉避難所の情報掲示板に、本部作業

室に報告した意見・要望を掲示する。 

・本部作業室からの回答を随時、掲示

し、情報の共有を図る。 

 

【№2】市民からの情報提供に関する区分と処理 

照 会 

「照会」は、いわゆる“問合せ”であり、正確な回答が求められる。このため、

地域防災計画等に示された基礎的資料や本部作業室から収集した最新の正確な情

報に基づき回答する。 

通 報 

「通報」は、いわゆる“情報提供”であり、正確に情報を聴取する。なお、次

の事項に係わるものについては、速やかに本部作業室に伝達（報告）する。 

① 人命に影響するもの 

② 火災等災害の拡大を阻止する必要があるもの 

③ 橋脚の落下や道路の陥没など災害が継続しているもの 

要 請 

「要請」は、いわゆる“ＳＯＳ”で、“救助・救援を求める市民の声”である。 

そのため、状況、内容や場所等については正確に聴取し、速やかに本部作業室

に伝達する。なお、それぞれの要請に対し、広聴活動の範囲内で応諾を表明する

ことは認められない。 

苦 情 

発災直後、災害規模が巨大である場合や対応可能職員人数が局限された場合等

は、迅速な対応が図れないことも十分考えられる。そのような場合、寄せられた

苦情に対し、傾聴に努めるのみとなってしまうこともやむを得ないものとする。 

なお、苦情が長時間に渡る場合は、非常時であることの理解を促すとともに、

一定の対応は行政に依存せず、地域コミュニティに基づく「共助」による対応が

求められることにも理解いただきたい旨を強く表明することも、適正な広聴活動

の一環として認められる。 

 

【№7】市民からの相談内容の区分 

各種手続の相談 
見舞金の交付、資金貸付、税の減免、中小企業者及び農業者への融資等

に関する手続についての相談 

専門分野の相談 

医療、保健（精神の保健を含む）、福祉、住宅等に関する相談 

※相談内容に的確に対応するため、国及び県の担当部局と連携し、専門家

の派遣等を要請する。また、ライフライン関係者との連携にも配慮する。 

法律上の相談 
各種法律上の相談に対応するため、弁護士等各士業の協力が得られるよ

う、発災直後から配慮しておく。 

その他留意事項 

ア 照会・通報・要請・苦情等は、聞くだけで終わらせることのないよう

にする。 

イ 相談等は必要に応じて、避難所等への出向及び巡回対応も検討する。 

ウ 要配慮者に関する相談等は、要配慮者支援チーム（同チームが設置され

ていない場合は福祉部）と連携し、対応可能な職員の配置、対応の一元化

など被災者の視点に立った相談体制が確立できるよう検討する。 
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⑸ 広報活動 
 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

広報活

動の展

開 

本 部 作

業室 

（ 広 報

班） 

・災害発生後速やかに、被害の状況、

応急措置の実施方法及び行政の対

応等について、市民へ周知する。 

・二次災害防止に必要な措置等につい

ても周知するよう努める。 

【№1】発災直後における広報内容 参

照。 

  ●    

2 

報道機

関への

対応 

本部作

業室 

（広報

班） 

・各対策部からの情報を取りまとめ、

各報道機関に発表する。 
  ●    

3 

本部作

業室 

（広報

班） 

・広報の広域的対応等が必要な場合、

県（災害対策本部報道部）に広報を

依頼する。（県に連絡できない場合、

直接、報道機関に要請する。） 

【№2】県に要請が可能な広報 参照。 

  ●    

4 

本部作

業室 

（広報

班） 

・報道機関からの取材に一括して対応

する。 

・各対策部への取材についても、原則

本部作業室（広報班）を通して行う。 

  ●    

5 

生活関

連情報

の広報 

本部作

業室 

（広報

班） 

・次の方法等により市民の広報ニーズ

を把握する。 

① 各対策部からの報告 

② 避難所からの報告 

③ ボランティアからの報告 

④ 報道機関との情報交換 

⑤ 関係機関との連絡調整 

   ●   

6 

本部作

業室 

（広報

班） 

・上記の広報ニーズに基づき、生活関

連情報等、被災者支援に関する情報

を広報する。 

【№6】広報の時期と内容 参照。 

   ●   
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7 

災害時

におけ

る安否

不明者

等の氏

名等公

表 

本部作

業室 

（広報

班・広

聴 担

当） 

市民生

活部 

・安否不明情報の受付窓口の連絡先を

ホームページなどで周知する。 

・警察、消防等で受理した情報を集約

する。 

・住民等からの通報・問い合わせ対応

を行う。 

● ● ● ● ● ● 

市民生

活部 

本部作

業室 

・安否不明者名簿の作成を「災害時に

おける安否不明者等の氏名等に関

する埼玉県の公表方針について」に

基づいて行う。 

【資-121】資料４ 災害時における安

否不明者等の氏名等に関する埼玉

県の公表方針について 

 ● ● ● ● ● 

 

【№1】発災直後における広報内容 

緊急に伝達 

するもの 

避難指示等の伝達は、できるだけ直接市民に伝達できる手段（防災行政無線、

各種メール及び広報車等）により広報を行う。また、草加八潮消防組合と調整

の上、草加市消防団を含めた消防車両の活用を検討する。 

一斉に伝達する

もの 

地震情報、避難所開設及び医療救護所情報等は、あらゆる手段を用いて防災

行政無線及び市のホームページ等により周知するとともに、報道機関等の活用

を図る。 

時間の経過及び

地域に応じて 

伝達するもの 

避難所及び生活関連情報、ライフラインの復旧状況等は市のホームページ、

報道機関等への情報提供により広報を行う。 

また、伝達内容や被害状況に応じて、各種メール等のほか、自主防災組織及

び町会・自治会等を通じたチラシの配布や公共施設等への掲示を検討する。 

【№2】県に要請が可能な広報 

① ヘリコプターによる広報 

② 活字媒体による広報 

・「さいたま彩の国だより」の号外や臨時の震災ニュース 

③ 放送媒体による広報 

・ＮＨＫ、テレビ埼玉、エフエムナックファイブ 

④ インターネットによる広報 
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【№6】広報の時期と内容 

時期（発災から） 種別等 内 容 

直後（１日まで）

以降 

緊急に伝達するもの 
① 避難指示等 

② 二次災害防止に関するもの（出火防止措置等） 

一斉に伝達するもの 

① 余震等に関する情報 

② 地域の被害状況 

③ 避難所の開設情報 

④ 医療救護所の開設情報 

⑤ 市民の取るべき行動に関する情報（電話自粛等） 

時間の経過及び地域

に応じて伝達するも

の 

① 地域の被害情報 

② 避難所の開設・閉鎖情報 

③ 医療救護所の開設・閉鎖情報 

④ 交通機関及び道路の被害・復旧に関すること 

⑤ ライフライン（電気・上下水道・ガス・通信）の被害・復旧

に関すること 

⑥ 給水及び給食に関すること 

⑦ 二次被害防止に関するもの（電気・上下水道・ガス・防疫） 

⑧ 相談窓口に関すること 

⑨ 安否情報 

⑩ 自主防災活動の要請 

⑪ その他必要な事項 

１日目以降 

記者会見 

※１本部会議に諮っ
た上で適宜実施 

※２必要と判断した
場合には県に放送
要請を行う 

① 被害の情報 

② 市が実施する応急対策の内容（避難指示等の発令状況、避難

所等の開設状況等） 

③ 市民への要請内容 

④ その他必要な事項 

３日目以降 

基本情報 

① 地域の被害情報 

② 市が実施する応急対策の内容（避難指示等の発令状況、避難

所等の開設状況等） 

生活関連情報 

① 避難所の開設（避難者数）・閉鎖情報 

② 医療救護所の開設・閉鎖情報 

③ 交通機関及び道路の被害・復旧に関すること 

④ ライフライン（電気・上下水道・ガス・通信）の被害・復旧

に関すること 

⑤ 給水に関すること（場所・条件等） 

⑥ 給食に関するとこ（場所・条件等） 

⑦ 被災物資に関すること（配布場所・種類・条件等） 

⑧ 仮設トイレに関すること（設置場所・条件等） 

⑨ し尿処理に関すること（回収時期・回収頻度・集積場所・条

件等） 

⑩ ごみ処理に関すること（回収時期・回収頻度・集積場所・条

件等） 

二次災害防止等に 

関するもの 

① 市民への要請事項 

② 防疫情報と注意事項 

被災者支援に関する

情報 

① 住宅の応急危険度判定の実施に関すること（受付窓口・問合

せ先） 

② 罹災証明書発行に関すること（受付窓口・問合せ先） 

③ 各種相談窓口に関すること（設置場所・問合せ先） 

④ ボランティアに関すること（募集・受付窓口・問合せ先） 
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時期（発災から） 種別等 内 容 

⑤ 義援金に関すること（募集・支給・受付窓口・問合せ先） 

⑥ 融資等に関する情報（受付窓口・問合せ先） 

⑦ その他被災者救援に必要な情報 

その他必要な事項 
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４ 公民の施設・空間情報の管理 

本部作業室、該当対策部は、発災後速やかに公共・民間施設の被害情報の収集を行う

ほか、緊急輸送体制の確立や交通対策を実施する。 

⑴ 被害情報の収集、応援の受入れ準備 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

被害状

況等の

収集 

本 部 作

業室 

各 対 策

部 

・応援受入れに当たり、被害状況等を

収集・把握する。 
●      

 

⑵ 二次被害情報の収集 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

二次災

害情報

の収集 

本部作

業室 

各対策

部 

・二次被害を招くおそれの高い施設に

ついて、継続して情報を収集し、本

部作業室に報告する。 

● ●     

 

⑶ 緊急輸送路線等の確保 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

緊急輸

送路確

保の優

先順位

の決定 

建設部 

・県及び市指定の緊急輸送道路のう

ち、重要施設に通じる道路から順

に、緊急輸送路を確保する方針を定

める。 

・本部作業室の対応方針が別に定めら

れた場合、同方針に基づき対応する。 

 ●     

2 
道路の

啓開 
建設部 

・緊急輸送道路において、交通の妨害

となっている放置車両や倒壊建物、

倒木、電柱等の障害物を除去し、交

通を確保する。 

 ●     
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⑷ 交通対策 
 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3時間

～24 

時間 
～3日 ～7日

～1か

月 

1か月

～ 

1 

道路・

交通情

報等の

報告 

建設部 

・道路・交通状況等について、本部作

業室に報告するとともに、警察及び

他の道路管理者（国、県）と相互に

連絡を取る。 

 ● ●    

2 

交通規

制の措

置 

建設部 

・市管理道路において、通行の危険性

が認められた場合、直ちに通行止め

等の措置を取るとともに、本部作業

室に報告する。 

・通行止め等の措置を講じた場合は、

標識を設置する。 

 ● ●    

3 建設部 

・交通対策の必要性が認められた場合、

理由等を本部作業室に報告する。 

・県公安委員会が緊急通行車両以外の

車両の通行禁止等を行うことにな

った場合、協力する。 

 ● ●    

4 
本部作

業室 

・建設部から報告を受けた情報につい

て、関係対策部や関係機関と情報を

共有するとともに、警察に必要な交

通規制を要請する。 

【№4】通行禁止等の種類等 参照。 

 ● ●    

5 建設部 

・道路の通行禁止等を行った場合、警

察と連絡協議の上、必要に応じてう

回路を設定する。 

 ● ●    

6 

建設部 

本部作

業室 

・建設部は、交通規制を実施した場

合、表示板の掲示等により、通行者

に周知を図る。 

・本部作業室は、交通規制を実施した場

合、必要な広報活動を実施する。 

 ● ●    

7 

建設部 

本部作

業室 

・交通対策を円滑に行うために必要が

認められるときは、警備業者との連

携を検討する。 

 ● ●    

8 

道路上

の障害

物の除

去 

建設部 
・市が管理する道路の巡視を行い、道

路上の障害物を除去する。 
 ● ● ●   

9 建設部 

・国及び県が管理する道路に障害物が

堆積し障害となっている場合、本部

作業室と連携し、この旨を各道路管

理者に通報し、これらの除去を要請

する。 

 ● ● ●   

10 

放置車

両等の

移動 

建設部 

・市が管理する道路において、放置車

両等により、災害応急対策の実施に

著しい支障が生じるおそれがある

場合、当該車両等の所有者等に対

し、当該車両等を付近の道路外の場

所に移動することを命じる。 

【№10】通行禁止等における義務及び

措置命令 参照。 

  ● ● ●  
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No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3時間

～24 

時間 
～3日 ～7日

～1か

月 

1か月

～ 

11 

 

建設部 

・所有者等により移動の措置を取るこ

とができない場合、当該車両等の移

動の措置を行う。 

・車両等の移動場所を確保するため、

周辺に公有地等がなく、やむを得な

い必要があるときは、他人の土地を

一時使用し、又は竹木その他障害物

を処分する。 

・車両等の移動等の措置を記録した情

報を草加警察署に提供する。 

  ● ● ●  

12 建設部 

・国及び県管理道路における放置車両

等については、本部作業室と連携

し、各道路管理者へ移動を要請す

る。 

  ● ● ●  
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【№4】通行禁止等の種類等 

実施者 適用条件 根拠法 

道路管理者 

(国土交通大臣､知

事､市長) 

■区間を定めて道路通行禁止又は制限 

① 道路の破損、欠壊、その他の理由により通行が危険で

あると認められる場合 

② 道路の構造を保全し、又は、交通の危険を防止する場

合 

道路法第46条 

■区間を指定し車両の運転者等への移動命令又は移動等 

緊急車両の通行を確保する緊急の必要がある場合（運転者

の不在時は車両を移動できる。また、この措置のためやむを

得ない必要があるとき、他人の土地を一時使用し、又竹木そ

の他の障害物を除去できる） 

災害対策基本

法第76条の６ 

県公安委員会 ■緊急通行車両以外の車両の道路での通行禁止又は制限 

災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合にお

いて、災害応急対策が的確かつ円滑に行われるようにするた

め緊急の必要があると認めるとき 

災害対策基本

法第76条 

■交通整理、通行禁止、その他交通規制 

道路における危険を防止し、その他、交通の安全と円滑を

図る必要があると認めるとき 

道路交通法第

４条 

警察署長 ■交通整理、通行禁止、その他交通規制 

道路における危険を防止し、その他、交通の安全と円滑を

図る必要があると認めるとき（適用期間が短いもの） 

道路交通法第

５条又は第114

条の３ 

警察官 ■進行車両等の通行禁止又は制限、後退 

道路の損壊、火災の発生、その他の事情により道路におい

て、交通の危険が生じるおそれがある場合、又は、混雑する

おそれがある場合に、交通の円滑を図るためやむを得ないと

認めるとき 

道路交通法第

６条又は第75

条の３ 

■車両その他物件の移動、その他必要な措置の命令 

通行禁止期区域等で車両その他の物件が、緊急通行車両の

妨害となることで災害応急対策の実施に著しい支障が生じる

おそれがある場合 

災害対策基本

法第76条の３ 

自衛官・消防吏員 ■車両その他物件の移動、その他必要な措置の命令 

警察官がその場にいない場合に限り、通行禁止期区域等で

災害対策基本法第76条の３に定められた職務を行うことがで

きる。 

災害対策基本

法第76条の３

第３項及び第

４項 
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【№10】通行禁止等における義務及び措置命令 

１ 車両の運転者の義務等 

○ 道路の通行禁止等が行われたときは、車両の運転者は速やかに車両を禁止区間の場合は区

間外の場所へ、又、禁止区域の場合は道路外の場所へ移動する。 

移動が困難な場合は、できる限り道路の左端に沿って駐車する等、緊急車両通行の妨害と

ならない方法により駐車する。ただし、警察官等の指示を受けたときは、その指示に従う。 

○ 車両を置いて避難するときは、次の例による。 

・エンジンを切り、エンジンキーは付けたままにする。 

・ドアはロックをしない。 

・貴重品は車内に残さない。 

２ 警察官、消防吏員及び自衛官による措置命令 

○ 警察官は、通行禁止区域等において、車両、その他の物件が緊急通行車両の通行の妨害と

なると認めるときは、所有者等に対して必要な措置を命ずる。 

○ 消防吏員又は災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、警察官がその場にいない場合に限

り、消防用緊急車両又は自衛隊用緊急通行車両の通行のため、同様の措置を講ずる。 

 

⑸ 公共施設・道路・ライフライン等の応急復旧情報の管理 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

応急復

旧情報

の管理 

関 係 対

策部 

・所管する道路・ライフライン等の応

急復旧情報（進捗及び復旧予定）を

本部作業室に報告する。 

● ● ● ●   

2 
本 部 作

業室 

・関係対策部から報告を受けた道路・

ライフライン等の応急復旧情報（進

捗及び復旧予定）について、一元的

に管理するとともに、随時更新しつ

つ、庁内及び関係機関と情報を共有

する。 

 ● ● ● ●  

 

  



第３章 応急対策計画 

第３節 本部業務 

震-3-59 

第
２
章 

震
災
予
防
計
画 

第
1
章 

総
則 

第
３
章 

震
災
応
急
対
策
計
画 

第
４
章 

南
海
ト
ラ
フ
地
震

臨
時
情
報
発
表
に
伴
う
対
応

措
置
計
画 

第
５
章 

最
悪
事
態
（
シ
ビ
ア
コ

ン
デ
ィ
シ
ョ
ン
）
へ
の
対
応 

⑹ 利用可能な公共資源の情報管理 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

利用可

能な公

共空地

等の把

握 

本 部 作

業室 

（ 主 に

庶 務 担

当） 

・医療救護活動やがれき置場、応急仮

設住宅用地等に利用可能な公共空

地の有無について、関係対策部に確

認を要請する。 

   ●   

2 
関 係 対

策部 

・各施設の管理者等と協議し、利用可

能な公共空地や利用条件等を確認

し、本部作業室に報告する。 

■必要となる資源情報 

・利用可能な場所（施設名）・被害

状況 

・利用可能スペースの広さ・利用環

境・利用可能日時・その他利用条

件 

   ●   

3 

利用可

能な民

間施設

等の把

握 

本 部 作

業室 

（ 主 に

庶 務 担

当） 

・公共空地のみでは対応できないこと

を想定し、利用可能な民間施設の空

きスペースの有無について情報を

把握する。 

・上記について、各対策部に情報提供

を要請する。 

   ●   

4 
関 係 対

策部 

・協力を得られる可能性の高い事業者

や土地所有者に関する情報を取り

まとめ、本部作業室に報告する。 

■必要となる資源情報 

・利用可能な場所（施設名）・所在

地・被害状況 

・権利情報（所有者・貸借者・使用

者等の連絡先・住所など） 

・利用可能スペースの広さ・利用環

境・その他利用条件 

   ●   

5 

活用方

針の検

討 

本 部 作

業室 

（ 庶 務

担当） 

・既存用地等が不足した際の公共・民

間空地の活用方針を迅速に定める

ことができるよう、集約した情報を

一元管理する。 

   ● ● ● 

6 

本 部 作

業室 

（ 調 整

担当） 

・防災関係機関や対策部から、用地提

供の要請があった際に、調整の必要

性を検討する。 

・その後の手順は、「本章 第３節２

(2)受援体制の構築」に基づく。 

   ● ● ● 
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⑺ 動物愛護 

災害時には、負傷又は逸走状態の動物が多数生じると同時に、多くの動物が飼い主

とともに避難所に避難してくることが予想される。このため、市民生活部は、関係機

関に協力を要請し、動物愛護に関する調整役を担う。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

動物病

院の被

害状況

等の確

認 

市民生

活部 

・市民生活部は、協定を締結している

獣医師を含め、市内の動物病院の被

害状況を確認するとともに、再開見

込みを確認し本部作業室に報告す

る。 

 ● ● ● ●  

2 

危険動

物への

対処 

市民生

活部 

・市民生活部は、特定動物（危険な動

物）等が逸走した連絡を受けた場合

は本部作業室に報告するとともに、

必要な広報活動について調整を図

る。 

・市民生活部は、特定動物の捕獲情報

等の進捗を随時確認し、必要な調整

を図る。 

 ● ● ● ●  

3 

被災地

域にお

ける動

物の保

護 

市民生

活部 

・市民生活部は、県、獣医師会及び関

係機関等とともに、所有者不明の動

物、負傷動物等の保護及び動物保護

施設等への搬送等に係る調整を行

う。 

  ● ●   

4 

獣医師

会によ

る動物

救護所

の設置 

市民生

活部 

・市民生活部は、獣医師会及び本部作

業室と連携し、動物救護所設置の必

要性を判断する。 

【№4】動物救護所の設置要領 参照。 

  ● ●   

5 

動物救

護所に

おける

環境整

備 

市民生

活部 

・市民生活部は、本部作業室と連携し、

動物救護所の設置のための人員、備

品、医薬品等を確保する。 

【№5】動物救護所における必要備品、

医薬品等例 参照。 

  ● ●   

6 

避難所

におけ

る動物

（ペッ

ト）の

適正な

飼養 

市民生

活部 

・市民生活部は、県動物救護本部や獣

医師会等と連携し、避難所における

動物（ペット）の適正飼養の指導を

行うための体制を整備する。 

【№6-1】避難所における動物（ペッ

ト）の受入れ体制 参照。 

【№6-2】ペット連れ避難者への対応 

参照。 

  ● ● ●  

7 
情報の

交換 

市民生

活部 

・市民生活部は、県動物救援本部と連

携して次の情報を収集し、飼い主に

提供する。 

①必要資機材の提供について 

②獣医師の派遣について 

③動物の預け入れ先について 

  ● ● ●  
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【№4】動物救護所の設置要領 

○ 動物救護所は、獣医師会との協定に基づき動物救護活動を行う場所とする。 

○ 動物救護所を設置する必要が生じた場合、 

①獣医師会に対して災害状況や活動内容等を通知する。 

②設置場所については、利用可能な公共施設について本部作業室と調整を行い、獣医師が保有する

施設の利用を含め、獣医師会と協議の上、決定する。 

③獣医師会から職員派遣のほか、必要な備品、医薬品及び餌等の整備が必要となった場合は本部作

業室に報告する。 

④職員が派遣できない場合や協定に定める内容を超える負担等を求められた場合等、本部作業室を

通じて調整を図る。なお、調整後、本部作業室で広報活動を行い、市民生活部は市民への周知方

法を獣医師会に通知する。 

○ 動物救護所の設置が必要ない場合、市民生活部は、動物病院の再開見込みなどの情報を確認し、

必要に応じて本部作業室に報告するとともに、避難所での巡回活動等に備えた調整を行う。 

 

【№5】動物救護所における必要備品、医薬品等例 

保健所の物品に加えて、獣医師会と調整しながら、次の備品、医薬品等の確保を検

討する。 

○ 手術設備 

○ 診療設備（診察台、体温計、聴診器等） 

○ 医療資材（包帯、テープ、ガーゼ、注射器等） 

○ 薬剤、薬品（抗生剤、鎮痛剤、栄養剤、止血剤等） 等 

 

【№6-1】避難所における動物（ペット）の受入れ体制 

次の手順をもとに避難所における受入れ体制を構築する。 
 

ペット登録台帳 

への登録 

飼い主とともに避難した動物（盲導犬、聴導犬、介助犬を除く）は避難所の円

滑な運営のために必要な情報（住所、氏名、動物の種類・数など）を届け出ても

らい、避難所運営委員会において把握する。 

飼育スペース 

避難所では様々な価値観を持つ人が共同で生活を営むことから避難者の生活

する居室での持ち込みや同伴は原則禁止とし、敷地内の屋外に飼養専用スペース

を設ける。 

ただし、施設管理者及び避難所運営委員会（委員会が設置されていない場合は

避難者の同意）との合意形成のもと、避難所の居住スペースや動線、施設運営上

の利用等への影響を考慮の上、屋内に飼養専用スペースを設けることもできる。 

飼育 
動物（ペット）への給餌、排泄物の清掃等の飼育・管理は、当該動物の飼い主

が全責任を負うものとする。 
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【№6-2】ペット連れ避難者への対応 

次の内容を参考に、避難所運営委員会の中で対応を検討する。 
 

目 的 

ペットは家族の一員であるという意識が広がっている。災害時には、置いてきたペ

ットのために家に戻った飼い主が二次被害にあったり、避難所でペットの受入れを拒

否された飼い主が車中避難を余儀なくされた結果、エコノミー症候群に陥った事例が

みられた。 

また、ペットを放浪状態のままに放置すると、人に危害を及ぼすおそれもある。 

このような過去の大きな災害の教訓を踏まえ、避難所において円滑にペット連れ避

難者を受け入れる対応について確認を行う。 

実施方法 

※盲導犬・介助犬・聴導犬は避難者の居住スペースでの同伴が原則となる。 

⑴ ペット連れ避難者の受付 

ペットが他の避難者等に危害を与えることのないよう、又、一般の避難者と同時

に受け付けることによって受付作業が混乱することのないようにする。（ペット連

れ避難者用専用の受付窓口を設け、専用窓口であることを掲示・周知等）。 

⑵ 「ペット登録台帳」への登録 

ペット連れ避難者には、ペット登録台帳に記入してもらう。 

⑶ ペット連れ避難者への説明 

① 同行避難できると判断した場合 

あらかじめ定めた避難所における「ペット飼育のルール」（飼育のほか、飼育

場所の設営・管理・清掃等を行う責任・必要があることなど）を説明し順守を促

すとともに、飼い主としての責任を持ってもらうよう伝える。また、避難所を退

所する際は、必ず受付に申し出るよう伝える。 

② 同行避難できないと判断した場合 

避難所の状況や特別な管理が必要等、受入れが困難なペットは、受入れが可能

な預け先に預けることを前提に一時的な受入れを行い、飼い主に今後の対応を説

明する。 
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５ 物資・輸送の管理 

発災後速やかに、物資供給・輸送体制を確保する。 

⑴ 緊急輸送体制の確立 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3日 ～7 日 

～1か

月 

1 か月 

～ 

1 

緊急輸

送手段

の確保 

本部作

業室 

・物資輸送に関する対応方針（①優先

的に手配する輸送内容 ②協定及

び活用範囲 ③中核給油所使用の

可否）について、本部長又は本部会

議に諮る。 

【№1】緊急輸送の対象 参照。 

 ●     

2 
総合政

策部 

・市有車両に不足が生ずる場合は、本

部作業室（調整担当及び庶務担当）

と連携し、協定締結団体や県等に協

力（応援）を要請する。 

 ●     

3 
燃料の

調達 

本部作

業室・ 

総合政

策部 

・本部作業室（調整担当及び庶務担当）

と連携し、公用車及び借上げ車に必要

な燃料を調達する。 

・調達に当たっては、業者との燃料供

給に関する協定に基づく調達や中

核給油所（資源エネルギー庁指定）

を活用する。 

 ● ●    

4 
配車の

措置 

各対策

部 

・緊急輸送等に必要な車両や寝台スト

レッチャー・車いす対応等車両の確

保について、必要事項を明示して総

務部に請求する。 

● ●     

5 
総合政

策部 

・対応方針に基づき、配車の必要性を

判断し配車する。 
● ●     

6 

緊急輸

送用車

両の確

認 

本部作

業室 

・緊急通行車両確認申請に必要事項を

記入の上、県知事又は県公安委員会

に申請する。 

・交付が想定される車両をリストアッ

プし、県公安委員会に対し事前届出

を行う。 

 ● ● ●   

7 

航空輸

送・鉄

道輸送

の手配 

総務部 

・陸上輸送が困難な場合は、本部作業室

（調整担当又は庶務担当）に、航空輸

送・鉄道輸送の手配を依頼する。 

  ● ● ●  

8 

本部 作
業室（調
整担 当
又は 庶
務担当） 

・本部作業室（主に対策担当）と調整

し、航空輸送又は鉄道輸送の応援要

請について、本部長又は本部会議に

諮る。 

  ● ● ●  

9 
本部 作
業室（対
策担当） 

・鉄道輸送の場合、列車の増発等の協
力を東武鉄道株式会社に要請する。   ● ● ●  
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【№1】緊急輸送の対象 

第一段階 

（被災直後） 

・救急・救助活動、医療活動の従事者及び医薬品等の物資 

・消防・水防等の、災害の拡大防止活動の従事者及び物資等 

・災害対策要員、通信、電力、ガス、水道施設の保安要員等の応急対策に

必要な人員及び物資等 

・後方医療機関へ搬送する負傷者等 

・緊急輸送に必要な輸送施設及び輸送拠点の応急復旧、交通規制等に必要

な人員及び物資等 

第二段階 

（被災後～約１週

間後まで） 

・第一段階の続行 

・食料・飲料水等の生命維持に必要な物資 

・傷病者及び被災者の被災地外への輸送 

・生活必需品 

・医療救護所で対応できない負傷者の医療機関への搬送 

・避難行動要支援者の自宅からの避難 

・要配慮者の福祉避難所への入所 

・遺体の搬送等 

 

⑵ 物資供給・輸送情報の収集方法 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

情報収

集体制

の整備 

本 部 作

業室（庶

務 担 当

及 び 調

整担当） 

・総務部と連携し、物資の供給及び輸

送に関する情報の収集体制を整え、

情報を把握する。  ● ●    

 

⑶ 物資配布情報の伝達方法 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

情報の

発信・

広報の

開始 

本 部 作

業室 

（ 庶 務

担 当 及

び 調 整

担当） 

・本部作業室（広報班）や総務部と連

携し、被災者ニーズや被害状況に応

じて、物資配布情報を伝達するため

の体制・連絡手段を確立し、必要な

情報の発信・広報を行う。 

  ● ●   
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６ 費用・財源の管理 

⑴ 応急活動費用への予算措置 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

災害対

策の予

算編成 

本 部 作

業室 

（ 庶 務

担当） 

・総合政策部と連携し、今後の予算措

置の対応（専決処分・補正予算）に

ついての検討を行う。 
   ● ● ● 

2 

災害対

策費用

の経理 

総合政

策部 

・本部作業室（庶務担当）と連携し、

災害対策費用等の会計管理を行う。 

・関係対策部（部局）に照会しながら、

事業ごとに災害救助法の適用の可否

を検討・精査する。 

   ● ● ● 
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７ 災害復興 

災害復興を円滑に進めるために、災害復興事業の基本となる方針を定める。 

⑴ 震災復興対策本部の設置 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

震災復

興対策

本部の

設置検

討 

本 部 作

業室 

各 対 策

部 

・震災復興の必要性を確認した場合に

は、発災後１週間を目安に市長を本

部長とする震災復興対策本部（以

下、「復興本部」という。）の設置

を検討する。 

・復興本部の設置が困難な場合等は、

災害対策本部がその機能を代替す

る。 

・復興本部を速やかに設置できるよ

う、条例整備や必要な手続等をあら

かじめ確認の上、体制の確立に向け

た手順等を検討する。 

【№1-1】復興本部に関する業務（例） 

参照。 

【№1-2】復興・復旧ハンドブック（内

閣府（防災担当）平成 28 年 3 月（抜

粋） 参照。 

   ● ●  

 

【№1-1】復興本部に関する業務（例） 

No. 項目 復興本部に関する業務 

第１ 
人的資源、執務環境、

設備に関すること 

・人的資源の確保に関すること 

・復興に係る人事計画、服務に関すること 

・職員の公務災害補償に関すること 

・議会との連絡に関すること 

・他自治体からの応援要員の対応に関すること 

・情報システムの復旧及び復旧・復興に関する情報活用に関すること 

第２ 

関係機関との情報連

絡、広報、記録等に関

すること 

・災害情報の収集及び関係部課への伝達に関すること 

・県震災復興本部及び関係防災機関との連絡に関すること 

・生活復興期の市民活動との連携に関すること 

・市民生活の再建状況等の把握に関すること 

・復興に係る広報及び広聴に関すること 

・被災者への相談窓口の設置・運営に関することの調整 

・報道機関との連絡に関すること 

・復興の記録に関すること 

第３ 
本部の設置・運営、復

興計画に関すること 

・震災復興本部の設置・運営・廃止に関すること 

・震災復興本部会議の設置・運営に関すること 

・震災復興総合計画の策定に関すること 

・震災復興対策の総合調整及び進行管理に関すること 
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No. 項目 復興本部に関する業務 

・震災復興本部業務と災害対策本部業務の総合調整に関すること 

第４ 
復興に係る費用に 

関すること 

・復興に係る費用に関すること 

・復興関係の予算に関すること 

・復興に係る財政計画に関すること 

・復興事業の実施に係る公金の支出及び収入に関すること 

・復興基金の協議等に関すること 

・震災後の税収見込みに関すること 

・復興に係る税制の調査研究に関すること 

第５ 
生活再建、産業復興に

関すること 

・家屋・住家の被害調査に関すること 

・罹災証明に関すること。 

・災害援護資金の貸付けに関すること 

・被災者生活再建支援金の支給に関すること 

・義援金品の配分に関すること 

・災害弔慰金等の支給に関すること 

・課税、減税等の措置に関すること 

・国民健康保険料の減額、徴収猶予又は免除に関すること 

・消費生活相談に関すること 

・町会・自治会のコミュニティ活動の支援に関すること 

・外国人への支援に関すること 

・市内産業、所管施設の被害状況等の把握に関すること 

・共同仮設工場・店舗の設置・提供に関すること 

・施設の再建のための金融支援に関すること 

・雇用の維持に関すること 

第６ 
福祉、衛生に関するこ

と 

・被災幼児の健康管理、メンタルヘルスケアに関すること 

・被災幼児への支援に関すること 

・被災市民の健康管理、メンタルヘルスケアに関すること 

・災害復興公営住宅等への巡回相談等に関すること 

・医療機関の復旧状況に関する情報提供に関すること 

・仮設診療所の設置に関すること 

・防疫活動の実施に関すること 

・公衆浴場の営業状況に関する情報提供と再開支援に関すること 

・食品・飲料水の安全確保に関すること 

・動物愛護に関すること 

第７ 学校等に関すること 

・市立学校等教育施設及び社会教育施設等の被害状況の調査に関する

こと 

・市立学校等教育施設及び社会教育施設等の再建及び再開に関するこ

と 

・幼稚園・保育園等の被害状況の調査に関すること 

・幼稚園・保育園等の再建及び再開に関すること 

・小・中学校の被災児童・生徒への支援に関すること 

・小・中学校の被災児童・生徒の健康の維持、メンタルヘルスケアに

関すること 

・学校備品、教材教具等の整備に関すること 

・文化財の復旧支援に関すること 
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No. 項目 復興本部に関する業務 

第８ 
都市基盤、環境整備に

関すること 

・まちの復旧・復興状況の把握に関すること 

・復興基本方針・基本計画の策定・公表に関すること 

・第１次・第２次建築制限に関すること 

・復興まちづくり計画等の策定に関すること 

・仮設市街地の配置計画と建設・運営に関すること 

・用地の確保・調整に関すること 

・応急仮設住宅の用地確保に関すること 

・住宅・宅地の応急危険度判定に関すること 

・応急的な住宅（一時提供住宅、応急仮設住宅）の供給・管理に関す

ること 

・市営住宅等の供給・管理に関すること 

・民間住宅に対する住宅再建支援・協力に関すること 

・民間賃貸住宅入居者に対する支援・協力に関すること 

・マンション建替え・補修に対する協力に関すること 

・応急仮設住宅建設への協力に関すること 

・被災建築物の復旧相談に関すること 

・がれき等の処理に関すること 

・ライフラインの復旧状況の把握に関すること 

・道路障害物(主に道路占有物件及び車両)の除去に関すること 

・道路等の復興事業に関すること 

・公園施設の復興事業に関すること 

・公園、児童遊園、公園予定地等の土地利用の調整に関すること 
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【№1-2】復興・復旧ハンドブック（内閣府（防災担当）平成28年3月（抜粋） 

施策名 復興体制の整備 

項 目 （１）復興本部の設置 

趣旨・概要 
○復興対策を計画的かつ円滑、迅速に実施するためには、全庁的な体制を敷くとともに、

それを統括、調整するための組織として「復興本部」の確立が必要である。 

項目・手順等 

①復興本部の設置 

１）設置時期 

○復興本部準備室→復興本部事務局→復興本部という段階的な体制の確立 

・基本的には、災害発生後の早い時期に復興本部も設置していくことが望ましい。

ただし、発災当初は災害対策本部での対応が中心になるため、まず準備室（事務

局機能）を設置し、応急活動がおおむね終息して市民生活に関する再建など地域

の復興事業が本格的に求められる時期において、迅速に業務が移行できるように

体制の準備を図っておく。 

・災害直後に設置する災害対策本部の組織に、復興対策の準備を行う復興本部準備

室を設置し、応急対策が一段落した段階で同準備室を本格的に復興対策に向けた

復興本部事務局に移行し、かつ復興本部（災害対策本部とは別組織）を設置する。 

２）設置・廃止 

○復興本部の設置については、復興本部設置条例の制定などが必要となる。重大な被

害により都市の復興及び市民生活に関する事業を迅速かつ計画的に実施する必要

があると認めたときに設置することとするのが標準的である。 

○廃止については、設置と同様に知事あるいは市町村長が、復興及び市民生活の安定

を確保することが確実であると認めたときに廃止することとするのが標準的であ

る。 

②復興本部の組織 

○復興本部は復興計画の策定や各分野の復興施策の実施主体となるため、本部長は知

事、又は、市町村長とする。 

○復興本部を運営する復興本部事務局については、各施策間の調整を図るためにも防

災担当部署と企画担当部署が連携を図りながら担当することが重要である。 

○復興計画策定体制としては、庁内組織を設置するとともに復興関連分野の専門家が

参画する審議会、また、他の地方公共団体との連携を図る場として連絡協議会を設

置する。 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2.1-3 災害対策本部と復興本部の関係 

③復興本部会議の運営 

○復興施策を展開していくためには、復興にかかわる各部署が相互に協議・調整を図

ることが必要になるため、その場として復興本部会議を運営することが必要であ

る。 

○復興本部会議は、本部長、副本部長、本部員を構成員とし、復興基本方針、復興

計画の策定等の復興に係わる重要事項の審議、復興施策、事業の進行管理などを

行う。 

④人的資源の確保 

○復旧・復興への取り組みにあたって、特に人材の不足が予想される部門・職種に対

して、庁内から弾力的、集中的に職員を配置する。 

○必要に応じて、臨時職員の雇用、他地方公共団体への職員の派遣要請を行う。 

 

災害対策本部 

復興本部準備室 

応急・復旧活動の実施 復興本部 

復興対策の実施 

復興本部事務局 

災害発生後の時間経過 
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図 1.2.1-4 復興本部の組織構成例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2.1-5 国・都道府県・市町村の連携イメージ 

留意点 

１）庁内規模と事務局の新設 

○庁内規模が小規模である場合等においては、企画担当部門や総務部門が復興組織の事

務局機能を果たす方が適切な場合もある。このため、各地方公共団体の特性に適した

事務局組織を早期に検討することが必要である。 

２）庁内外への十分な情報伝達の実施 

○復興対策が進むにつれて、復興全体の進捗状況が不明確になりがちであり、住民及び

庁内等でも情報が十分伝達されない場合もある。このため、住民及び庁内の関係各部

課や関係機関が常に復興状況の把握ができるよう、復興関連の情報等を随時伝達する

ように努めることが必要である。 

３）コンサルタントの選定･委託 

○状況に応じて、復興対策を迅速、円滑に推進するために、各種資料作成や調査等を行

うコンサルタント等を選定し、業務委託を行うことを検討する。 

４）復興組織の解散・組織更新 

○各種復興事業が平常業務へ移行したと考えられる時点において、庁内で関係機関と調

整を図りつつ、復興組織の解散あるいは縮小についての検討を行う。 

事前対策 

１）整備すべき具体的復興体制の検討 

○どのような構成により復興体制を整備するのかをあらかじめ検討しておく。 

２）事務局(復興課等)の設置場所の検討 

○復興課等を新設する場合では、その設置場所を検討しておく。 

３）復興に係わる諸業務の担当部課を明確にする 

○復興計画策定、仮設住宅、義援金配分、災害時のマスコミ対応等、既存部課の分掌事

務にない復興関連業務の担当部課を明確にしておく。 

４）復興条例の制定 

○市町村における復興対策を進める上での根拠として、復興対策の基本理念や考え方、

復興本部の設置に係る事項、生活等の復興に係る事項などを示す復興条例を市町村の

実情に応じて制定しておくことが望ましい。 
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⑵ 被害状況の把握  

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 
被害状

況の 

本 部 作

業室・各

対策部 

・復興計画の策定に当たり、家屋被害

概況等、被害状況を把握する。    ●   

 

⑶ 災害復興方針の策定 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

復興計

画の策

定・公

表 

本 部 作

業室・各

対策部 

・関係機関等との連携のもと、速やか

に震災復興検討委員会を設置する

とともに、震災復興方針を策定し、

その内容を市民に公表する。 

    ●  

 

⑷ 都市復興基本方針の策定 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

都市復

興基本

方針の

策定 

本 部 作

業室・各

対策部 

・発災後３週間までに、「都市復興基

本方針」を策定する。 
    ●  

 

⑸ 第一次建築制限区域の指定 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

建築制

限区域

の指定 

本 部 作

業室・各

対策部 

・必要に応じて、災害が発生した日か

ら１か月に限り、建築物の建築を制

限又は禁止できる「第一次建築制限

区域」を指定する。 

    ●  
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⑹ 復興対象地区の設定 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

復興対

象地区

の設定 

本 部 作

業室 

各 対 策

部 

・被災市街地の復興を被害の程度及び

都市基盤整備状況などに応じて計

画的に進めるため、復興対象地区を

設定する。 

【№1】復興地区の設定について 参照。 

    ●  

 

【№1】復興地区の設定について 

復興対象地区 

の設定 

①被災前の地区の整備課題 

②既往計画 

③被害状況を根拠として設定する。 

復興地区区分 

①重点復興地区（抜本改造型） 

②復興促進地区（部分改造・自力再建型） 

③復興誘導地区（自力再建型） 

④一般地区 

 

⑺ 復興計画の策定・公表 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

復興計

画の策

定・公

表 

本 部 作

業室・各

対策部 

・災害復興方針に基づき「災害復興計

画」を策定するとともに、所定の手

続により公表する。 

 

    ●  

 

⑻ 都市復興基本計画（骨子案）の策定 

 
 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

２か月 

～ 

1 

都市復

興基本

計画の

策定 

本 部 作

業室・各

対策部 

・発災後２か月以内を目安に、基本方

針の考え方をより具体化した「都市

復興基本計画（骨子案）」を策定す

る。 

     ● 
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⑼ 第二次建築制限区域の指定 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

２か月 

～ 

1 

建築制

限の指

定 

本 部 作

業室・各

対策部 

・第一次建築制限期間内に復興都市計

画に至らないものの、地区設定の検

討を要する区域については、「被災

市街地復興推進地域」に指定する。 

     ● 

 

⑽ 復興まちづくり計画等の策定 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

２か月 

～ 

1 

復興ま

ちづく

り計画

等の策

定 

本 部 作

業室・各

対策部 

・都市復興基本計画（骨子案）の都市

づくりの骨格部分を踏まえ、個別地

区の復興施策を具体化した計画を

策定する。 

・復興地区の区分に応じて、個々の事

業を定めた復興まちづくり計画又

は修復型事業計画を作成する。 

     ● 

 

⑾ 都市復興基本計画の策定 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

２か月 

～ 

1 

都市復

興基本

計画の

策定 

本 部 作

業室・各

対策部 

・復興都市計画（骨子案）策定後の復

興まちづくりの進捗状況や復興の

見通しを勘案した上で、「都市復興

基本計画」を策定する。 

     ● 
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⑿ 復興事業の実施  

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

２か月 

～ 

1 

復興事

業の実

施 

本 部 作

業室・各

対策部 

・震災復興に関する専門の部署を設置

し、震災復興計画に基づき、震災復

興事業を推進する。 

     ● 

 

【参考】復興に関する計画等の種類について 

災害復興方針・震災

復興計画 

・災害により大規模な被害を受けた場合は、その復興に際し、関係機関等

との連携を図りつつ、速やかに震災復興検討委員会を設置し、震災復興方

針を策定する。その後、災害復興方針に基づき復興に係る最上位計画とし

て、市街地復興・生活復興・産業復興に関する計画、各事業手法・財源確

保推進体制等を明らかにした「震災復興計画」を策定する。 

都市復興基本方針・

都市復興基本計画

（骨子案） 

・発災後３週間までに、都市復興、復興の理念や目標等の基本的な考え方

とともに、被災した都市基盤施設やライフラインの復旧・復興、市街地の

復興及び被災者の生活再建のための住宅供給に関する大まかな方向性を

示した「都市復興基本方針」を策定する。その後、発災後２か月以内を目

安に、基本方針の考え方をより具体化したものとして、復興の目標（期間、

姿勢など）、土地利用方針、都市施設の整備方針、市街地復興の基本方針

等から構成される「都市復興基本計画（骨子案）」を作成する。 

第一次建築制限区域 

・都市計画又は土地区画整理事業のために必要がある場合には、災害が発

生した日から１か月に限り（更に１か月間の延長が可能）、建築物の建築

を制限又は禁止できる「第一次建築制限（建築基準法第 84 条：被災市街

地における建築制限）」区域を指定する。 

第二次建築制限区域 

・「都市復興基本計画（骨子案）」の作成に当たり、第一次建築制限期間

内に復興都市計画の決定に至らないものの、地区設定の検討を要する区域

については、一定の土地の形質の変更又は建築物の新築、改築、若しくは

増築をしようとする際に県の許可を要する被災市街地復興推進地域（被災

市街地復興特別措置法第５条）に指定する（指定できる期間は発災日から

２年以内）。 

復興まちづくり計画 

・都市復興基本計画（骨子案）で示された都市づくりの骨格部分を踏まえ、

個別地区の復興施策を具体化した計画を策定する。策定に当たっては、地

区の全体像を明らかにする復興まちづくり計画とともに、復興地区の区分

に応じて、個々の事業を定めた復興都市計画又は修復型事業計画を作成し

する。 
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１ 自助・共助の活動の支援 

各対策部は、自助・共助の活動を支援する。 

⑴ 災害情報の提供【各対策部】 

各対策部は、地区単位の応急活動を支援するために、災害情報の提供を開始する。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

災害情

報の提

供 

各対策

部 

・「本章 第 3 節 3⑷ 広聴活動」に基

づき、各対策部は応急対応活動等を

実施する上で必要となる被害状況

を合わせて収集・把握し、本部作業

室に報告する。 

・これらの情報は本部作業室が行う広

報活動の手段を用いて、提供する。 

● ● ●    

 

⑵ 避難所開設・運営における協力体制の構築【避難所統括チーム】 

本部作業室、市長室長は、避難所単位の自主的な開設・運営に対する支援体制を構

築する。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

避難所

との連

絡調整 

本部作

業室調

整担当 

・本部作業室（調整担当）は、避難所

との連絡調整窓口を担う。 

【№1】避難所統括チームの災害対策

本部における位置づけ 参照。 

● ●     

2 

避難所

の協力

体制の

統括 

避難所

統括チ

ー ム

（避難

所統括

チーム

設置前

は、本

部作業

室） 

・避難所統括チームが設置された場

合、避難所との調整連絡窓口を担う

とともに、避難所の協力体制を統括

する。 

【№2】避難所統括チームからの情報

連絡の流れ（例：物資供給の場合） 

参照。 

 ● ● ● ●  
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【№1】避難所統括チームの災害対策本部における位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【№2】避難所統括チームからの情報連絡の流れ（例：物資供給の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

本部作業室 調整担当 対策担当 本部長又は 

本部会議 

総務部 

情報伝達 

（物資の要望等） 

庶務担当 

資源補給 方針決定 情報整理 情報収集 

物資調達 
供給 

情報整理 
輸送拠点 

具体策の

決定 

物資 

供給 

情報伝達 

（要望等） 部局間調整員 

本
部
長
・
本
部
会
議 

各
災
害 

対
応
チ
ー
ム 

各
対
策
部 

各
対
策
部 

避
難
所
統
括
チ
ー
ム 

地
区
参
集
部 

(

応
援
職
員
含
む) 

・
名
簿
管
理 

・
本
部
へ
の
報
告
・
支
援
要
請 

・
食
料
・
物
資
調
達 

災害対策本部 

要
配
慮
者 

支
援
チ
ー
ム 

福
祉
避
難
所 

福
祉
部 

本
部
作
業
室 

コミュニティブロック 

小・中学校(自動開設避難所) 

(常設)避難所運営委員会 

公民館・文化センター等 

(その他の避難所) 

(臨時)避難所運営組織 
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２ 緊急対策 

各対策部は、緊急対策を実施する。 

⑴ 消防活動【草加八潮消防組合】 

草加八潮消防組合は、各種規程及び計画等に基づき、速やかに対応し、草加市消防

団と緊密に連携し、限られた消防力を最大限有効に活用し効果的な消防活動を実施す

る。 

⑵ 消防活動【草加市消防団】 

草加市消防団は、草加八潮消防組合と緊密に連携し、地域における消防力の要とし

て、「草加市消防団大規模災害活動マニュアル（震災編）」等に基づき、消防活動を実

施する。 

⑶ 二次災害防止活動【本部作業室・市民生活部・関係対策部・草加八潮消防組合】 

本部作業室及び関係対策部は、草加八潮消防組合と連携し、危険物の流出、建物倒

壊等の二次災害による人的被害の防止対策を実施する。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

二次災

害防止

活動 

本部作

業室 

関係対

策部 

・危険物施設等から災害が発生したと

き又は危険が迫った場合は、各関係

機関と緊密な連携を図りながら、二

次被害防止対策活動を実施する。 

・避難対策については、「本章 第 4 節 

5 避難対策」に基づき、本部作業室

と緊密に連携を図りながら対応を図

る。 

【№1-1】危険物施設等の管理者によ

る二次被害防止対策活動の原則 参

照。 

【№1-2】応急対策の実施方法 参照。 

 ●     

 

【№1-1】危険物施設等の管理者による二次被害防止対策活動の原則 

１ 災害の発生又は発生危険を察知した際の対応 

直ちに、消防及び警察に通報するとともに、周辺住民に対して避難を呼びかける（地震による災

害時は早期の応急復旧が困難な場合が予想されるため、周辺住民の避難を優先する）。 

２ 対策活動時における留意点 

本部作業室や草加八潮消防組合のほか、草加保健所等と連携して対策活動を実施する。 
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【№1-2】応急対策の実施方法 

災害 
種別 部署・機関 応急対策の内容 

危
険
物
施
設 

草加八潮 

消防組合 

危険物施設の事業所等に対し、必要な応急措置を指示するとともに、関

係機関と連携し、付近住民の避難及び消防隊等の安全確保に十分配慮して、

人命救助、火災又は爆発等の防止措置を行う。 

危険物施設の 

関係者 

施設の実態に応じて、速やかに次の措置を行う。 

・ 危険物の流出や爆発等のおそれがある場合は、弁の閉鎖などの二次

被害の防止又は抑制するため、緊急停止等に必要な処置を行う。 

・ 危険物施設、消防用設備及び保安用電源設備等の緊急点検を行い、

施設及び周囲の状況を把握する。 

・ 危険物施設に損傷等の異常を発見した場合は、応急補修及び危険物

の除去等の適切な処置を行う。 

・ 危険物の流出等が発生した場合は、消火剤、オイルフェンス及び中

和剤等を活用して、火災の発生防止、流出拡大の防止等の措置を実施

する。 

・ 速やかに消防、警察等の防災関係機関に通報する。 

・ 担当対策部に報告し、報告を受けた担当対策部は本部作業室を通じ

て県に報告する。ただし、緊急を要する場合には、直接、本部作業室

に報告する。 

火
薬
類
保
管
施
設 

草加八潮 

消防組合 

火薬類保管施設の事業所等に対し、必要な応急措置を指示するととも

に、関係機関と連携し、付近住民の避難及び消防隊等の安全確保に十分配

慮して、人命救助、火災又は爆発等の防止措置を行う。 

火薬類保管 

施設の関係者 
草加八潮消防組合の実施する消防活動及び救助活動に協力する。 

放
射
線
施
設 

草加八潮 

消防組合 

放射線施設の事業所等に対し、必要な応急措置を指示するとともに、関

係機関と連携し、付近住民の避難及び消防隊等の安全確保に十分配慮して、

人命救助、火災又は爆発等の防止措置を行い、放射能汚染区域の拡大防止

に努める。 

放射線施設 

の関係者 

放射線防止活動実施要領に基づき、災害の状況に応じて次の措置を行う。 

・ 関係機関等への通報 

・ 危険場所の設定と放射線量の測定 

・ 被災者の救出・救護 

・ 危険要因の応急的排除 

・ 危険場所内在者の避難誘導 

・ 汚染の拡大防止 

・ 必要な広報活動 

・ その他の必要事項 
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災害 
種別 部署・機関 応急対策の内容 

放
射
線
施
設 

市民生活部 

市民生活部は本部作業室や草加八潮消防組合と連携しながら、各対策部

の協力を得て、市外の放射線施設からの放射能汚染の拡大防止に向け適切

な対応を図る。 

・ 空間放射線量の測定 

・ 放射性物質の測定 

高
圧
ガ
ス
施
設 

草加八潮 

消防組合 

高圧ガス施設の事業所等に対し、必要な応急措置を指示するとともに、

関係機関と連携し、付近住民の避難及び消防隊等の安全確保に十分配慮し

て、人命救助、火災又は爆発等の防止措置を行う。 

高圧ガス 

施設管理者 

爆発、火災又は可燃性ガス等の漏えいに際しては、直ちに消防機関等に

通報するとともに、状況に応じて次の措置を行う。 

・ 負傷者等の救出・救護 

・ 警戒区域の設定 

・ 火気厳禁の広報 

・ 漏えい防止の措置 

・ 避難の指示 

・ 引火性、爆発性物品等の移動 

保
管
施
設 

毒
物
劇
物 

草加八潮 

消防組合 

毒物劇物保管施設の事業所等に対し、必要な応急措置を指示するととも

に、関係機関と連携し、付近住民の避難及び消防隊等の安全確保に十分配

慮して、人命救助、火災又は爆発等の防止措置を行い、汚染区域の拡大防

止を図る。 
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⑷ 被災建築物応急危険度判定調査【応急危険度判定チーム・本部作業室】 

地震により建築物が被災し、余震等により二次災害の発生のおそれがあるときは、

公共建築物・指定避難所及び被災家屋の応急危険度判定を実施する。 

① 公共建築物・指定避難所の判定 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3日 ～7日 

～1か

月 

1 か月 

～ 

1 

被災建

築物応

急危険

度判定

実施の

決定 

本部作業

室 

・都市整備部と連携し、被害状況及び

被害予測に基づき応急危険度判定

の実施について、本部作業室長を通

じて本部長又は本部会議の判断を

仰ぐ。 

 ●     

2 

応急危

険度判

定実施

本部の

設置 

 

都市整備

部 

・被災建築物応急危険度判定実施本

部として応急危険度判定チームを

設置・編成するとともに、判定拠

点及び問合せ窓口を定め、本部作

業室に報告する。 

【№2】応急危険度判定実施本部（応

急危険度判定チーム）の業務 参

照。 

 ●     

3 

応急危険

度判定チ

ーム 

・応急危険度判定実施本部の設置後、

県（判定支援本部）に報告する。  ●     

4 
本部作業

室 

・都市整備部からの報告をもとに、

広報を行う。 

【№4】応急危険度判定実施本部の設

置に伴い必要な広報内容 参照。 

 ●     

5 
判定準

備 

応急危険

度判定チ

ーム（チー

ム設置前

は都市整

備部。以下

同様）） 

・応急危険度判定実施本部の設置に

伴い、直ちに応急危険度判定の準

備を行う。 

【№5】応急危険度判定の準備事項 

参照。 

 ●     

6 

判定実

施建築

物の選

定 

応急危険

度判定チ

ーム 

・本部作業室と連携し、公共建築物・

指定避難所のうち、応急対策活動

を行う上で重要な役割を果たす公

共建築物・指定避難所の中から判

定の優先実施箇所を選定する。 

 ●     

7 

応急危

険度判

定士の

資格を

有した

職員の

確保 

応急危険

度判定チ

ーム 

・応急危険度判定士の資格を有した

職員の人数を計上し、必要な人員

を定めた場所に招集する。 

・都市整備部のみでの対応が困難な

場合には、本部作業室を通じて、

各対策部に対し、要員の確保に向

けた調整を行う。 

 ●     
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No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3日 ～7日 

～1か

月 

1 か月 

～ 

8 

応急危

険度判

定調査

の実施 

応急危険

度判定チ

ーム 

・必要に応じて本部作業室と連携

し、判定実施の順番や方法等を定

めた上で判定を実施する。 

・判定結果については集計を行い、

随時、本部作業室に報告する。 

【№8】応急危険度判定の方法 参照。 

 ● ●    

9 

被災度

区分判

定に移

行 

応急危険

度判定チ

ーム 

・応急危険度判定結果を踏まえ、被

災度区分判定業務に移行する（詳

細は、「⑸ 被災度区分判定」を

参照。）。 

    ●  

 

【№2】応急危険度判定実施本部（応急危険度判定チーム）の業務 

① 判定拠点の設置 
② 判定士の参集要請 
③ 判定士の受入 
④ 判定の実施 
⑤ 判定結果の集計、報告 
⑥ 実施本部、判定拠点の解散 

 

【№4】応急危険度判定実施本部の設置に伴い必要な広報内容 

① 開始日時 
② 実施予定期間 
③ 実施予定区域 
④ 判定に関する問合せ窓口 
⑤ 罹災証明のための被害家屋調査は別途行うこと 
⑥ 民間建築物の被災度区分判定は建物所有者が別途行うこと 
⑦ その他必要な事項 

 

【№5】応急危険度判定の準備事項 

① 判定士参集マッチングシステムによる市内応急危険度判定士、コーディネーターの動員の要請の
検討 

② 県を通じた市外応急危険度判定士、コーディネーターの動員の要請の検討 
③ 判定ステッカー、マニュアル等資機(器)材の配布準備 
④ 判定実施計画の策定 
⑤ 判定士等の輸送、宿泊所の手配 
⑥ 判定実施チーム及び班の編成 
⑦ 判定士に対するガイダンス 等 

 

【№8】応急危険度判定の方法 

地震により被災した建築物を調査し、その後に発生する余震等による倒壊の危険性や外壁・窓ガラ
スの落下、付属設備の転倒等の危険性を判定する。 
判定結果は、「危険」（赤色）、「要注意」（黄色）、「調査済」（緑色）に区分し、建築物等の見やすい箇所

に判定結果を色紙で表示する。 
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② 被災家屋の判定 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3日 ～7日 

～1か

月 

1 か月 

～ 

1 

応急危

険度判

定実施

の決定 

本部作

業室 

・都市整備部と連携し、被害状況及び被

害予測に基づき応急危険度判定の実

施について、本部作業室長を通じて本

部長又は本部会議の判断を仰ぐ。 

 ●     

2 

応急危

険度判

定実施

本部の

設置 

 

都市整

備部 

・応急危険度判定実施本部として応急

危険度判定チームを設置・編成する

とともに、判定拠点及び問合せ窓口

を定め、本部作業室に報告する。 

【№2】応急危険度判定実施本部（応急

危険度判定チーム）の業務参照。 

 ●     

3 
本部作

業室 

・都市整備部からの報告をもとに、応

急危険度判定実施本部の設置及び判

定拠点を県に報告する。 

 ●     

4 
本部作

業室 

・都市整備部からの報告をもとに、広

報を行う。 

【№4】応急危険度判定実施本部の設置

に伴い必要な広報内容 参照。 

 ●     

5 
判定準

備 

応急危

険度判

定チー

ム（チー

ム設置

前は都

市整備

部。以下

同様）） 

・応急危険度判定実施本部の設置に伴

い、直ちに応急危険度判定の準備を

行う。 

【№5】応急危険度判定の準備事項 参

照。  ●     

6 

応急危

険度判

定士の

資格を

有した

職員の

確保 

応急危

険度判

定チー

ム 

・応急危険度判定士の資格を有した職

員の人数を計上し、必要な人員を定

めた場所に招集する。 

・都市整備部のみでの対応が困難な場

合には、本部作業室を通じて、各対

策部に対し、要員の確保に向けた調

整を行う。 

 ●     

7 

応急危

険度判

定調査

の実施 

応急危

険度判

定チー

ム 

・必要に応じて本部作業室と連携し、

判定実施の順番や方法等を定めた

上で判定を実施する。 

・判定結果については集計を行い、随

時、本部作業室に報告する。 

【№7】応急危険度判定の方法 参照。 

 ● ●    

8 
判定の

終了 

応急危

険度判

定チー

ム 

・応急危険度判定実施区域の判定が終

了する予定時期をあらかじめ予測

し、本部作業室長を通じて本部長又

は本部会議の判断を仰ぐ。 

   ● ●  

9 
本部作

業室 

・終了予定時期を広報する。 
   ● ●  
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No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3日 ～7日 

～1か

月 

1 か月 

～ 

10 
判定の

終了 

応急危

険度判

定チー

ム 

・全体の集計結果について本部作業室

を通じて本部長に報告する。 

・必要な業務の引継ぎが都市整備部に

おいて対応できると判断された時

点において、本部作業室長を通じて

本部長又は本部会議に解散の可否

を仰ぐ。 

   ● ●  

11 
判定結

果の活

用 

本部作

業室 

・判定結果に基づき、都市整備部や関

係対策部と連携し、解体に伴う粉塵

やアスベスト等による環境汚染等

の防止を含む二次災害の防止に向

けた対策を検討する。 

    ●  

12 
本部作

業室 

・都市整備部や関係対策部と連携し、

判定結果をもとに、住宅の応急修理

戸数を推計する。 

    ●  

 

【№2】応急危険度判定実施本部（応急危険度判定チーム）の業務 

① 判定拠点の設置 
② 判定士の参集要請 
③ 判定士の受入 
④ 判定の実施 
⑤ 判定結果の集計、報告 
⑥ 実施本部、判定拠点の解散 

 

【№4】応急危険度判定実施本部の設置に伴い必要な広報内容 

① 開始日時 
② 実施予定期間 
③ 実施予定区域 
④ 判定に関する問合せ窓口 
⑤ 罹災証明のための被害家屋調査は別途行うこと 
⑥ 民間建築物の被災度区分判定は建物所有者が別途行うこと 
⑦ その他必要な事項 

 

【№5】応急危険度判定の準備事項 

① 判定士参集マッチングシステムによる市内応急危険度判定士、コーディネーターの動員の要請の
検討 

② 県を通じた市外応急危険度判定士、コーディネーターの動員の要請の検討 
③ 判定ステッカー、マニュアル等資機(器)材の配布準備 
④ 判定実施計画の策定 
⑤ 判定士等の輸送、宿泊所の手配 
⑥ 判定実施チーム及び班の編成 
⑦ 判定士に対するガイダンス 等 
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【№7】応急危険度判定の方法 

地震により被災した建築物を調査し、その後に発生する余震等による倒壊の危険性や外壁・窓ガラ
スの落下、付属設備の転倒等の危険性を判定する。 
判定結果は、「危険」（赤色）、「要注意」（黄色）、「調査済」（緑色）に区分し、建築物等の見やすい

箇所に判定結果を色紙で表示する。 

⑸ 被災度区分判定【応急危険度判定チーム・本部作業室】 

応急危険度判定による緊急的対応を講じた後、被災度区分判定を実施することによ

り、公共建築物・指定避難所の損傷の程度等を把握し、補強・補修、改築、取り壊し

の必要性について判断する。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3日 ～7日 

～1か

月 

1 か月 

～ 

1 

被災度

区分判

定調査

実施の

決定 

応急危

険度判

定チー

ム（チー

ム設置

前は都

市整備

部。以下

同様）） 

・本部作業室と連携し、応急危険度判

定において「危険」又は「不明」と

判定された公共建築物・指定避難所

について、被災度区分判定をするか

否か検討し、決定する。     ●  

2 
リスト

の作成 

応急危

険度判

定チー

ム 

・要被災度区分判定実施施設リストを

作成する。 
    ●  

3 

被災度

区分判

定調査

の実施 

応急危

険度判

定チー

ム 

・建設業関係団体等の協力を求めて、

リストに基づき被災度区分判定調査

を実施する。 

【№3】被災度区分判定の方法 参照。 

    ●  

4 

判定調

査結果

の集

約、対

策検討 

応急危

険度判

定チー

ム 

・判定調査結果を集計し、結果を本部作

業室を通じて本部長に報告する。 

・被災度区分判定結果に基づき、施設の

補強・補修、改築、取り壊し等の対策

を検討する。 

     ● 

 

【№3】被災度区分判定の方法 

地震により被災した建築物を対象に、沈下、傾斜及び構造躯体の損傷状況等、主として構造躯体に

見られる損傷状況から被災建築物に残存する耐震性能を推定し、その被災度を区分する。 
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⑹ 被災宅地危険度判定調査【都市整備部・本部作業室】 

地震により宅地が大規模かつ広範囲に被災し、二次災害を軽減又は防止する必要が

ある場合には、被災宅地危険度判定を実施する。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3日 ～7日 

～1か

月 

1 か月 

～ 

1 

被災宅

地危険

度判定

実施の

決定 

本部作

業室 

・都市整備部と連携し、被害状況及び

被害予測に基づき被災宅地危険度判

定の実施について、本部作業室長を

通じて本部長又は本部会議の判断を

仰ぐ。 

 ● ●    

2 

被災宅

地危険

度判定

拠点の

設置 

都市整

備部 

・被災宅地危険度判定拠点及び問合せ

窓口を定め、本部作業室に報告する。 

 ● ●    

3 
判定準

備 

都市整

備部 

・被災宅地危険度判定拠点の設置に伴

い、直ちに被災宅地危険度判定の準

備を行う。 

【№3】被災宅地危険度判定の準備事項 

参照。 

 ● ●    

4 

被災宅

地危険

度判定

調査の

実施 

都市整

備部 

・必要に応じて本部作業室と連携し、

判定実施の順番や方法等を定めた

上で判定を実施する。 

・判定結果については集計を行い、随

時、本部作業室に報告する。 

・被害の状況によっては、被災宅地危

険度判定を行い、二次災害の防止と

建物の使用可能性を判断する。 

・被災宅地危険度判定を実施する場合

は、県に被災宅地危険度判定士の確

保を要請する。 

【№4】被災宅地危険度判定の方法 参

照。 

  ● ●   

5 
判定の

実施 

都市整

備部 

・被災宅地の危険度判定を実施する。 

・判定結果は集計し、本部作業室を通

じて本部長に報告する。 

・県・近隣市町村・関係団体等からの

協力が必要な場合や要員・資器材等

が不足する場合などは、随時、本部

作業室と調整を図る。 

    ● ● 

6 
判定の

終了 

都市整

備部 

・被災宅地危険度判定実施区域の判定

が終了する予定時期をあらかじめ予

測し、本部作業室長を通じて本部長

又は本部会議の判断を仰ぐ。 

    ● ● 

7 
本部作

業室 

・終了予定時期を広報する。 
    ● ● 
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No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3日 ～7日 

～1か

月 

1 か月 

～ 

8 
判定の

終了 

都市整

備部 

・全体の集計結果について本部作業室

を通じて本部長に報告する。 

・必要な業務の引継ぎが都市整備部に

おいて対応できると判断された時点

において、本部作業室長を通じて本

部長又は本部会議に解散の可否を仰

ぐ。 

    ● ● 

9 
判定結

果の活

用 

本部作

業室 

・判定結果に基づき、都市整備部や関

係対策部と連携し、解体に伴う粉塵

やアスベスト等による環境汚染等の

防止を含む二次災害の防止に向けた

対策を検討する。 

     ● 

10 
本部作

業室 

・都市整備部や関係対策部と連携し、

判定結果をもとに、住宅の応急修理

戸数を推計する。 

     ● 

 

【№3】被災宅地危険度判定の準備事項 

① 県を通じた被災宅地危険度判定士、判定コーディネーターの動員の要請の検討 

② 県を通じた判定ステッカー、マニュアル等資機(器)材の確保の要請 

③ 判定実施計画の策定 

④ 判定士等の輸送、宿泊所の手配 

⑤ 判定実施チーム及び班の編成 

⑥ 判定士に対するガイダンス 等 

 

【№4】被災宅地危険度判定の方法 

擁壁、地盤、のり面、排水施設を中心として、クラックやずれ、崩壊等、損傷の程度を調査し、宅

地の二次災害の危険性を判定する。 

判定結果は、「危険」（赤色）、「要注意」（黄色）、「調査済」（緑色）に区分し、宅地等の見やすい箇所に

判定結果を色紙で表示する。 
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３ 医療救護等対策 

関係対策部は、医療機関の機能低下及び混乱により、医療及び助産の途を失った市民

に応急的な医療を施し、助産処置を行うための、被災地域の緊急医療体制を確保する。 

なお、草加市立病院は災害拠点病院としての機能を果たす役割を担う。 

⑴ 医療需要の把握【健康推進部】 

発災時、速やかに負傷状況の把握、医療機関への協力要請等を行う。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間

～24 

時間 
～3日 ～7日 

～1か

月 

1 か月

～ 

1 
医療需要

の把握 

健康推進

部 

・健康推進部は、本部作業室、市立病

院災害対策本部から入手した被害

情報等により、速やかに医療を必要

とする人数、負傷状況等を把握す

る。 

・県、医師会、歯科医師会、薬剤師会

の診療可能な医療機関を把握する。 

● ● ●    
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⑵ 医療救護活動の実施【本部作業室・総務部・健康推進部】 

発災後、１日までに医療救護所の設置、医療救護班の編成、トリアージ、負傷者の

搬送、医薬品の確保、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ等）の受援等を開始する。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1か月

～ 

1 

医療救護

所の設置

判断 

健康推進

部 

・健康推進部は、次の状況が発生したと

判断した場合、本部作業室、市立病院

部、医師会等の関係機関、保健所、コ

ーディネーター等と調整の上、医療救

護所の設置を判断する。 

①現地の医療機関が被災し、その機

能が低下又は停止した場合 

②傷病者数と医療資源(医療従事者・

医薬品・搬送能力)を勘案し、被災

地での対応が必要な場合 

・医療救護所の設置を決定した場合は、

市立病院部、草加八潮災害医療チー

ム、保健所、コーディネーター、消防

署、警察署、埼玉県に対して、救護所

の設置決定を周知する。 

・必要がある場合、医療救護所に草加八

潮災害医療チームの派遣を要請する。 

【№1】医療救護所に関わる留意点 参照。 

 

● ● ●    

2 医療救

護所の

開設・調

整 

健 康 推

進部 

・あらかじめ定めている医療救護所を避

難所に開設する。 
● ● ●    

3 
本 部 作

業室 

・代替となる医療救護所設置箇所が必要

な場合、医師会等の関係機関との調整

を踏まえ、決定する。 

 ● ●    

4 

医療救

護所の

設置・準

備 

健 康 推

進部 

・健康推進部は、医師会等の関係機関と

調整し、医療救護所の設置に必要な設

備等を準備する。 

● ● ●    

5 

医療救

護班の

編成及

び指揮 

健 康 推

進部 

・健康推進部は、医師会、歯科医師会、

薬剤師会、日本赤十字社及び保健所

等の協力を得て、医療救護班を編成

し、医療救護活動を開始する。 

【№5】医療救護班の編成 参照。 

● ● ●    

6 
応援要

請 

健 康 推

進部 

・健康推進部は、県及び自衛隊、災害派

遣医療チーム等の関係機関への応援

要請の必要性を市立病院部、草加八潮

災害医療チーム、保健所、コーディネ

ーター等とともに判断し、応援が必要

な場合、本部作業室等へ応援要請を依

頼する。 

 

● ● ●    
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No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1か月

～ 

7 

医 療 機

関 の 確

保 

健 康 推

進部 

・健康推進部は、市内の医療救護体制の

みで対応することが困難な場合、市立

病院部と調整のうえ、県災害対策本部

に対し応援を依頼する。 

● ● ●    

8 

ト リ ア

ー ジ の

実施 

健 康 推

進部 

・健康推進部は、診療可能医療機関や医

療救護班等が実施するトリアージ状

況を必要に応じ把握する。 

【№8】トリアージの実施 参照。 

 ● ● ●   

9 

負 傷 者

等 の 搬

送 

健 康 推

進部・本

部 作 業

室 

・健康推進部は、負傷者の搬送状況を把

握し、必要に応じ搬送支援者等の確保

を本部作業室と調整する。 

【№9】負傷者等の搬送 参照。 

 ● ● ● ●  

10 

医 薬 品

等 の 確

保 

健 康 推

進部 

・健康推進部は、各医療機関で医薬品や

血液等が不足する事態が生じた際、次

の手順で調達する。 

①薬剤師会と協力し、医薬品業者等

から必要な医薬品調達する。 

②県災害対策本部の医療救急部を通

して、医薬品及び血液の調達・供

給を要請する（血液は県を通じて

県赤十字血液センターが供給）。 

 ● ● ● ●  

11 

透 析 医

療 等 の

確保 

健 康 推

進部 

・健康推進部及び市立病院部は、クラッ

シュシンドローム患者や人工透析治

療患者、特殊な医療措置を要する慢性

疾患患者、重症心身障がい児等の重症

化の可能性がある障がい者の対応可

能な医療施設等の被災状況及び受入

可能状況を把握する。 

・必要に応じて、県に受入可能な透析医

療施設に関する情報提供を要請する。 

・透析治療の継続可能な施設への優先

的な給水を行うため、関係機関との

調整を図る。 

 ● ● ● ●  

12 

精 神 科

医 療 の

確保 

健 康 推

進部 

・健康推進部は、入院等が必要な精神障

がい者が認められた場合、精神科医療

機関の協力を得ながら、適切な診療体

制を確保する。 

【№12】精神障がい者の把握 参照。 

 ● ● ● ●  
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【№1】医療救護所に関わる留意点 

○ 傷病者の初期診療については、市内の医療機関の被災状況及び傷病者の発生状況により、診療可

能医療機関への過剰集中を防ぐため、医療救護班等を派遣した医療救護所で対応する。 

○ 次の状況の場合、本部作業室に、近隣の避難所への医療救護所設置の調整を要請する。 

いずれの避難所においても医療救護所の設置が困難な場合、施設や公園等の空地の利用について本

部作業室に対して調整を要請する。 

①被災状況などにより医療救護所として利用できない場合 

②該当箇所に人的被害が集中している場合 

 

【№5】医療救護班の編成 

編成等に 

おける 

留意事項 

① 草加八潮災害医療チームによる災害時医療救護本部が設置された場合 

医療救護班の指揮及び調整等を同救護本部が行う。健康推進部は、同救護本部との

調整連絡役を担い、必要に応じて本部作業室との連携を図る。 

② 草加八潮災害医療チームによる災害時医療救護本部が設置されていない場合 

本部作業室が健康推進部と連携の上、医療救護班の編成を行い、必要な指揮及び調

整等を行う。なお、健康推進部は医療救護班の編成に当たり、保健所をはじめとする

関係医療機関との調整を行う。 

業務内容 

①傷病者に対する診療 

②トリアージ 

（被災負傷者・病人の治療優先順位） 

③カルテの作成 

④医薬品の処方 

⑤助産救護 

⑥死亡の確認 

⑦近隣避難所等への往診 

⑧避難所の保健環境衛生 

⑨遺体の検案への協力（必要に応じて） 

 

【№8】トリアージの実施 

災害時医療は同時に多数傷病者が発生するため、診療可能医療機関、医療救護班等は、トリアージ

を実施し、適切な災害診療活動を行う。 

 

【№9】負傷者等の搬送 

救急隊による 

搬送 

草加八潮消防組合等の救急隊は、災害現場でのトリアージによる優先順位等を考

慮し、傷病者を医療機関等に搬送する。なお、軽症者については、自主防災組織等

の協力が得られる場合、必要に応じて搬送を依頼する。 

医療救護班に 

よる搬送調整 

医療救護班は、消防、自衛隊、災害派遣医療チーム等と連携を図りながら活動す

る。重症の傷病者については、速やかに後方医療機関等への搬送を依頼する。 

重症者の搬送 

重症の傷病者については、市立病院部、県災害対策本部の医療救急部等と連携し、

広域医療搬送等も考慮した医療機関等への収容を要請する。この場合、消防の救急

車のほか、県防災航空隊、自衛隊等のヘリコプターの利用を含め搬送手段を検討の

上、早期に要請・手配する。 
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【№12】精神障がい者の把握 

入院等が必要な精神障がい者については、草加八潮災害医療チーム及び県と協力して精神科医の往

診活動、被災者向けの相談窓口の開設や巡回サービス等の対策活動を通じ、把握する。 

 

⑶ 防疫・保健衛生活動【健康推進部・市民生活部】 

被災地において防疫及び保健衛生活動を実施する。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 
需要の

把握 

健康推

進部 

・健康推進部は、避難所等での要配慮

者（妊産婦・乳幼児・高年者・アレ

ルギー・腎疾患等）をはじめとした

避難者の健康状況等を把握する。 

・健康推進部は、本部作業室や関係対

策部等から得られた情報や通報等

に基づき、感染症その他の疾病の発

生状況を把握する。 

  ●    

2 

防疫・

保健衛

生活動 

本部作

業室、

健康推

進部、

市民生

活部 

・本部作業室は、防疫・保健衛生活動

に係る活動班を編成するため、草加八

潮災害医療チームに医師、看護師、栄

養士等の派遣を要請する。 

・本部作業室、健康推進部及び市民生

活部は、疾病発生状況や被災状況等

を勘案し、草加保健所や草加八潮災

害医療チーム等と連携し、防疫・保

健衛生活動に係る活動班を編成す

る。 

・各活動班は、避難所や被災家屋等を

巡回し、それぞれ活動内容に基づく活

動を実施する。 

【№2-1】活動班・各班の役割 

【№2-2】防疫・保健衛生用薬剤及び

資器材の確保 参照。 

  ●    
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【№2-1】活動班・各班の役割 

保健班 

・避難所等における感染症等の早期発見（感染症患者又は病原菌保菌者を発見した

ときは草加保健所へ報告し、感染症指定医療機関への入院勧告又は入院措置を依

頼） 

・感染症予防に必要な防疫指導等の実施 

・避難所等における健康診断の実施 

・エコノミークラス症候群患者の発見及び医療機関への収容 

・風邪等に罹患した市民に対する受診指導（高年者や障がい者、幼児等への肺炎等

発病に対する注意喚起） 

・被災者に対する保温、うがいや手洗いの励行及びマスクの着用等の保健指導 

・避難所等への巡回栄養相談（高血圧等の慢性疾患により避難所での食事がとれな

い、又は、栄養が不足する人への配慮） 

・インフルエンザ等の感染症の予防と、ＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）等の

精神のケア 

清掃・消毒班 

・避難所での清掃指導 

・感染症患者等の発生又は発生のおそれのある地域に対する重点消毒 

・応急給水活動に伴う衛生検査及び消毒 

・避難所等での（仮設）トイレの消毒 

そ族・昆虫 

の駆除班 

・避難所、感染症等の発生又は蔓延のおそれのある地域でのそ族・昆虫類の駆除 

・町会・自治会、自主防災組織等を通じた薬剤の配布 

予防接種班 ・インフルエンザ等の感染性の予防接種の実施 

 

【№2-2】防疫・保健衛生用薬剤及び資器材の確保 

○ 各活動班は、防疫・保健衛生活動に必要な薬剤及び資器材について、次の方法で確保する。 

① 市が保有・保管するものや備蓄品を優先して使用する。 

② 備蓄品でも不足する場合、市内の薬剤販売業者から調達する。 

③ 業者からの調達でも不足する場合、本部作業室を通じて薬剤等の調達を県に要請する。 
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⑷ 食品衛生指導【健康推進部】 

被災地の食中毒防止等のため、必要に応じ、食品衛生状態の確認や衛生指導の巡回

について保健所への協力を要請し実施する。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 
食品衛

生指導 

健康推

進部 

・健康推進部は、本部作業室及び草加

保健所と調整並びに各種団体と連

携し、食品衛生状態の確認や衛生指

導の巡回の実施を判断する。 

  ● ●   

2 
食品衛

生指導 

健康推

進部 

・健康推進部は、食品衛生状態の確認

が必要な場合、本部作業室に報告の

上、草加保健所又は春日部保健所食

品監視担当に食品の衛生監視を要

請する。 

  ● ●   

3 
食品衛

生指導 

健康推

進部 

・健康推進部は、衛生指導の巡回が必

要な場合、本部作業室と巡回方法や

巡回場所について調整し、草加保健

所と協力し巡回を行う。 

【№3】食品衛生指導を行う主な内容 

参照。 

  ● ● ●  

4 
食品衛

生指導 

健康推

進部 

・健康推進部は、必要に応じ、支援物

資担当と調整し、食事に配慮が必要

な人の把握や支援物資供給の助言

や協力を行う。 

  ● ● ● ● 

 

【№3】食品衛生指導を行う主な内容 

○ 避難所や物資集積（保管）場所での食料等の保管及び取扱い 

○ 食品を取り扱う施設での衛生監視の状況（炊き出しや消費期限等） 

○ 避難所での食品衛生の保持に関する指導 

○ 避難所や物資集積（保管）場所での食料及び調理器具等の不良品排除 

○ 飲料水の衛生管理に関する指導 

○ 食中毒発生時の処置 

○ 食事に配慮が必要な人の把握と支援物資供給の助言・協力 
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⑸ 入浴施設の確保【市民生活部】 

市民の良好な衛生環境を確保するため、プライバシーの保護に配慮した入浴施設の

確保を図る。 
 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間

～24 

時間 
～3日 ～7日 

～1か

月 

1 か月

～ 

1 

再開見込

みの確

認・報告 

市民生

活部 

・市民生活部は、市内の入浴施設の被害状

況を確認するとともに、営業の再開見込

みを確認し、本部作業室に報告する。 

  ● ●   

2 

協定に基

づく入浴

支援に向

けた調整 

市民生

活部 

・市民生活部及び本部作業室は、入浴施

設の被害状況等を踏まえ、被災者への

入浴支援の必要性を判断する。 

【№2】被災者への入浴支援の必要性を

踏まえた入浴支援 参照。 

  ● ●   

3 
市民生

活部 

・市民生活部は、協定事業者の活動内容

を本部作業室に報告するとともに、本

部作業室と連携し、状況に応じて活動

内容を調整する。 

【№3】協定等に基づく入浴支援に向け

た調整 参照。 

  ● ● ●  

4 

仮設入浴

施設等の

設置 

市民生

活部 

・市民生活部は、本部作業室と連携し、

必要に応じて仮設入浴施設等を設置

する。 

【№4】仮設入浴施設等の設置 参照。 

  ● ● ● ● 

 

【№2】被災者への入浴支援の必要性を踏まえた入浴支援 

○ 被災者への入浴支援の必要性が判断された場合、本部作業室は、市民生活部に対して協定締結事
業者への調整を依頼する。 

○ 被災者への入浴支援が必要とされない場合、市民生活部は、市内の営業の再開見込みなどの情報
を確認し、必要に応じて本部作業室に報告する。 

 

【№3】協定等に基づく入浴支援に向けた調整 

○ 協定に基づく入浴支援の調整に当たり決定した、職員派遣の有無、利用可能な期間や費用負担な
どについては本部作業室に報告する。 

○ 職員が派遣できない場合や協定に定める内容を超える負担等を求められた場合、本部作業室を通
じて調整を図る。なお、調整が整った後は本部作業室で広報活動を行い、市民生活部は市民への周
知方法を協定締結事業者に通知する。 

 

【№4】仮設入浴施設等の設置 

○ 市民生活部は、入浴支援の利用状況を把握し、協定事業者の入浴施設のみでの対応が困難な場合、
本部作業室に報告し、本部作業室において自衛隊等の協力による避難所等への仮設入浴施設等の設
置を検討する。 

○ 本部作業室は、仮設入浴施設等の設置に向けて、女性・高年者・障がい者等の利用に配慮すると
ともに、支援要請と同時に設置のためのスペース等確保に向けて調整する。 
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⑹ 遺体の取扱い【本部作業室・福祉部・市民生活部】 

市民生活部等は、災害によって死亡したと推定される者の捜索と収容処理及び埋葬

（火葬）の実施体制を構築する。 

なお、遺体の取扱いを行うときは、風俗、習慣、宗教等に配慮する。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月

～ 

1 

組 織 編

成 

本部作

業室 

・本部作業室は、発災当初、遺体への

対応を担う。 
●      

2 福祉部 

・福祉部は、遺体対応を統括し、遺体等

の捜索、収容及び埋葬（火葬）の実施

体制を構築する。 

 ● ● ●   

3 

行 方 不

明 者 に

関 す る

相 談 窓

口 の 設

置 

本部作

業室 

・本部作業室は、被災者相談窓口を設置

し、行方不明者に関する問合せ等に対

応する。 

・相談窓口の対応者は、相談を受けた内

容を記録し、相談内容を本部作業室に

報告する。 

  ● ●   

4 

捜 索 依

頼 の 受

付 

本部作

業室 

・本部作業室は、被災者相談窓口等が受

付けた捜索願及び行方不明者の情報

を収集し、行方不明者のリストを作成

し、草加警察署に提出する。 

  ● ●   

5 
捜 索 活

動 

本部作

業室 

・本部作業室は、草加警察署、草加八潮

消防組合、草加市消防団や自衛隊等に

対し、行方不明者リストに基づき捜索

活動を要請する。 

【№5】捜索における留意点 参照。 

  ● ●   

6 

遺 体 安

置 所 の

確保 

本部作

業室 

・本部作業室は、遺体安置所を確保する。 

・本部作業室は、協定締結事業者に対し、

遺体安置に必要な資機材の調達を要

請する。 

【№6-1】遺体安置所等の確保 参照。 

【№6-2】納棺用品等の調達 参照。 

  ● ●   

7 
遺 体 の

搬送 

本部作

業室 

・本部作業室は、検視（見分）と検案が

終了した遺体について、関係機関の協

力を得て遺体安置所まで搬送する。 

【№7】遺体搬送の留意点 参照。 

  ● ●   

8 

遺 体 安

置 所 で

の対応 

福祉部 

・福祉部は、本部作業室と連携し、遺体

安置所において、遺留品等の整理、警

備及び遺族への対応を行う職員の派

遣調整等を行う。 

【№8】遺体安置所での対応 参照。 

  ● ● ●  

9 
遺 体 の

埋・火葬 
福祉部 

・福祉部は、身元が判明しない遺体又は

引き取り手のない遺体の（仮）埋・火

葬を実施する。 

【№9】身元が判明しない遺体又は引き

  ● ● ●  
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No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月

～ 

取り手のない遺体等の（仮）埋・火葬 

参照。 

10 
埋・火葬

の受付 

市民生

活部 

・市民生活部は、埋・火葬申請を受け

付け、埋・火葬許可証を発行する。   ● ● ●  

11 
遺 骨 等

の保管 
福祉部 

・福祉部は、焼骨については、遺留品と

ともに寺院等に一時保管を依頼し、身

元が判明次第、縁故者に引き渡す。 

・引取り手のない遺骨等を遺留品とと

もに保管する。引取り手がないとき

は、市が指定する埋葬場に埋蔵す

る。 

   ● ● ● 

12 

行 方 不

明者、死

亡 者 に

関 す る

公報 

本部作

業室、 

市民生

活部 

・本部作業室及び市民生活部は、県及

び草加警察署と連携し、行方不明者、

死亡者に関する報道機関への情報提

供、問合せ窓口の開設や市民等への

情報提供を行う。 

・市民生活部は、遺体収容所への掲示

による周知を図る。 

   ● ● ● 

 

【№5】捜索における留意点 

○ 捜索の対象は、災害により行方不明の状態にあり、かつ周囲の事情により死亡していると推定さ

れる者とする。 

○ 捜索時、行方不明者を発見し既に死亡していると認められるときは、警察官による検視（見分）

を依頼する。 

 

【№6-1】遺体安置所等の確保 

次の手順で、遺体安置所等を確保する。 

①収容場所が不足する場合、協定締結事業者との調整により、遺体安置所を確保するとともに、職

員派遣人数、利用可能な期間や費用負担などについて決定する。 

②協定事業者のみでの対応が困難な場合は公共施設への設置を検討する。 

③安置所に遺体収容のための既存建物がない場合は、天幕・幕張り等の設備や必要器具（納棺用具

等）を確保するための方法について改めて協定締結事業者の協力を求める。遺体安置所を決定し

た場合、県災害対策本部や警察等の関係機関に報告・連絡する。また、遺体安置所の運営に必要

な職員体制について、草加警察署と協議の上、決定する。 
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【№6-2】納棺用品等の調達 

○ 福祉部は、遺体安置所において、次の納棺用品や仮葬祭用品等が不足する場合、協定締結事業者

への協力を求める。なお、協定締結事業者から調達できない場合、本部作業室と連携の上、県災害

対策本部医療救急部に調達を要請する。 

①棺 

②釘（棺用） 

③金槌（納棺及びドライアイス破砕用） 

④ドライアイス 

⑤骨つぼ又は骨箱 

⑥その他（花、線香等） 

 

【№7】遺体搬送の留意点 

遺体搬送時、自主防災組織及び協定締結事業者等のほか、草加警察署、草加市消防団、自衛隊等の

協力を得る。協力が困難な場合、本部作業室が作業員の雇上げ又はボランティアの活用等を検討の上、

対応を図る。 

 

【№8】遺体安置所での対応 

○ 遺体安置所においては、検視（見分）、検案前の遺体や火葬前の遺体の一時保管、遺留品等の整理、

警備及び遺族への対応を行う。 

○ 遺体は原則、遺族へ引き渡す。 

○ 遺体処理台帳として、遺体を記録し、事後確認のための遺体の写真撮影、遺留品等の保存措置を

取る。 

○ 遺体の識別、確認の写真撮影を行うため、遺体の洗浄、縫合や消毒等の措置を協定締結事業者に

依頼する。 

○ 死亡者が多数で遺体の身元確認に時間を要する場合は、一時的に遺体の集積・保存措置を取る。 

 

【№9】身元が判明しない遺体又は引き取り手のない遺体等の（仮）埋・火葬 

○ 福祉部は身元が判明しない遺体又は引き取り手のない遺体が発生した場合、（仮）埋・火葬の実施

について、本部作業室を通じて本部長又は本部会議の判断を仰ぐ。実施に当たっては原則として、

次の手順により対応する。 

①（仮）埋葬を行う必要がある場合は本部作業室と連携し、市内での（仮）埋葬場所を検討の上実

施する。 

②市内で発生した遺体は谷塚斎場で火葬する。 

③遺体が多数あり谷塚斎場で処理できないときは、本部作業室と連携の上、県災害対策本部に対し

応援を要請する。 

④遺族による遺体搬送が困難なときは、協定締結事業者や自衛隊等に協力を要請する。 

○ 遺体が他の市町村（災害救助法適用地域外）に漂着し、遺体の身元が判明している場合、原則と

して、その遺族・親戚縁者又は法適用地の市町村に連絡し引き取るよう調整を図る。ただし、法適

用地が混乱のため引き取る暇がないときは、知事の行う救助を補助する立場において埋・火葬を実

施（費用は県負担）する。 

○ 遺体の身元が判明しない場合で、罹災地から漂流してきたと推定できるときには、遺体を撮影す

る等記録して前記に準じた（仮）埋・火葬を実施する。 
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４ 帰宅困難者対策 

関係対策部は、帰宅困難者への情報提供等の各種支援及び徒歩による帰宅者の帰宅支

援を実施する。 

⑴ 帰宅困難者対策【本部作業室・市民生活部・各対策部】 

市民生活部等は、交通情報等を収集し、帰宅困難者に提供するとともに、安否確認

手段を周知する。 
 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 
帰宅困

難者へ

の情報

提供 

市民生

活部 

・市民生活部は、本部作業室と連携し、

交通情報等を収集するとともに、随

時、帰宅困難者に必要な情報が提供

できているか確認する。 

● ●     

2 
市民生

活部 

・家族等への安否確認手段として、Ｎ

ＴＴ災害用伝言ダイヤル 171 や災害

用伝言版等の利用について、本部作

業室が行う広報活動を補完する。 

● ●     

3 

駅での

混乱防

止 

市民生

活部 

・本部作業室と連携し、駅周辺に帰宅

困難者が発生している場合、交通情

報、一時滞在施設情報、市の対応に

ついて鉄道会社又は各駅に伝達す

る。 

 ● ●    

4 
市民生

活部 

・一時滞在施設の開設まで、駅構内の

一部の開放や一時滞在施設の開設

等の広報を鉄道会社又は各駅に要

請する。 

 ● ●    

5 

一時滞

在施設

の設置 

市民生

活部 

・本部作業室と連携し、運転再開まで

の指定避難所の一時収容等の検

討・調整を行う。 

 ● ●    

6 
本部作

業室 

・本部作業室は、該当する指定避難所

に避難の集中が予見される場合や

建物被害等により利用できない場

合は、他の指定避難所や公共施設の

一時滞在について調整する。 

  ●    

7 
市民生

活部 

・市民生活部は、協定を締結している

駅周辺の民間事業者等に対して、帰

宅困難者の一時滞在施設としての

開設を要請する。 

  ●    

8 
一時滞

在施設

への誘

導 

市民生

活部 

・市民生活部は、駅前滞留者（市内４

駅）に対して、一時滞在施設の開設

及び位置を周知する。 

  ●    

9 
市民生

活部 

・草加警察署の協力を得て、帰宅困難

者を一時滞在施設へ誘導する。 

【№9】一時滞在施設の人員、飲料水、

食料等の確保 参照。 

  ●    
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No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

10 

帰宅行

動者へ

の支援 

市民生

活部 

・本部作業室と連携し、帰宅困難者の

帰宅行動を支援する事業者の支援策

の広報、案内誘導を行う。 

【№10】帰宅行動対策 参照。 

  ●    

11 

小中学

校、保

育園・

児童ｸﾗ

ﾌﾞ等で

の帰宅

困難者

対策 

各対策

部 

・教育総務部、こども未来部及び各施

設を所管する対策部は、所管施設の

利用者が帰宅困難となるおそれが

ある場合、施設に留めるべきか検討

し、対応について本部作業室に報告

する。 

【№11】小・中学校、保育園・児童ク

ラブ、公共施設の人員、飲料水、食

料等の確保 参照。 

  ●    

 

【№9】一時滞在施設の人員、飲料水、食料等の確保 

○ 一時滞在施設への職員派遣を要する際に市民生活部では対応が困難な場合、本部作業室が職員派

遣の要員について調整を図る。 

○ 本部作業室は、一時滞在施設への飲料水や食料等の供給を行う必要がある場合、総務部と連携し必

要な調達を行う。なお、飲料水・食料等の提供を行う場合、災害救助法の適用を県に要請する。 

 

【№10】帰宅行動対策 

○ 九都県市において「災害時における帰宅困難者支援に関する協定」を締結しているガソリンスタ

ンドやコンビニエンスストア、外食店舗、ファミリーレストランや公共施設において、トイレ、水

道水、情報、休憩所（ファミリーレストラン）の提供を実施する。 

○帰宅困難者の帰宅行動対策例は、次のとおり。 

実施機関 項目 対策内容 

県・市 

一時滞在施設の提供 公共施設等の一部を休憩所・トイレとして開放 

飲料水、食料の配布 一時滞在施設等において、飲料水、食料の配布 

一時休憩所提供等 

の要請 

災害時帰宅支援ステーション（ガソリンスタンド、コ

ンビニエンスストア、ファミリーレストラン等）への

休憩所等の提供を要請 

鉄道機関 トイレ等の提供 トイレ及び休憩所としての施設等の提供 

東京電力パワ

ーグリッド㈱ 
沿道照明の確保 帰宅通路となる幹線道路への照明用電力の提供 
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【№11】小・中学校、保育園・児童クラブ、公共施設の人員、飲料水、食料等の確保 

○ 小・中学校、保育園・児童クラブ、公共施設への職員派遣を要する際に各施設を所管する対策部

では対応が困難な場合、本部作業室が職員派遣の要員について調整を図る。 

○ 本部作業室は、各施設への飲料水や食料等の供給を行う必要がある場合、総務部と連携し必要な

調達を行う。なお、飲料水・食料等の提供を行う場合、災害救助法の適用を県に要請する。 
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５ 避難対策 

関係対策部は、市民等への避難指示等の伝達、関係機関への避難誘導の協力要請を行

う。 

⑴ 要避難地域の把握【本部作業室・各対策部】 

本部作業室及び各対策部は、要避難地域を把握する。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

要避難

地域の

把握 

本部作

業室

長・各

対策部 

・「本章 第3節 3⑵ 被害状況等の収集・

分析」の手順に基づき、避難指示等

の対応に備え、要避難地域の種別ご

とに情報を収集する。 

【№1-1】避難指示等の対応に備えて把

握すべき情報（要避難地域の種別） 

参照。 

【№1-2】避難指示等発令の判断を要す

る状況（具体例） 参照。 

● ●     

 

【№1-1】避難指示等の対応に備えて把握すべき情報（要避難地域の種別） 

○ 火災延焼のおそれがある（火災延焼危険区域） 

○ 建物倒壊のおそれがある（建物倒壊危険区域） 

○ 危険物等が漏出するおそれがある（危険物等の漏出区域） 

○ 浸水・氾濫のおそれがある（浸水等の危険区域） 

 

【№1-2】避難指示等発令の判断を要する状況（具体例） 

○ 気象台から災害に関する警報が発せられ、避難が必要と判断されるとき 

○ 県災害対策本部長から、避難についての指示等の要請があったとき 

○ 火災が延焼拡大し、又は拡大のおそれがあるとき 

○ 建物が大きな被害を受け、居住を継続することが危険なとき、又は建物の倒壊等により周囲に影

響が及ぶおそれがあるとき 

○ 危険物、ガス等の漏出により、周辺住民等に危険が及ぶおそれのあるとき 

○ 堤防等の破損又は地盤の液状化等により、浸水等のおそれがあるとき 

○ 上記のほか、市民の生命、身体を保護するために必要と認められるとき 
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⑵ 避難指示等【本部作業室・草加八潮消防組合】 

本部長は、地震による地盤災害や火災の延焼、危険物等の流出拡散等の災害発生又

は発生のおそれがあるときは、避難を要する地区住民等に対し、避難指示等を発令す

る。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 
避難指

示等 

本部作

業室 

・避難指示等の発令の必要が生じた場

合、本部長の判断を仰ぐ。 

【№1】避難指示等の発令権者及び内

容 参照。 

●      

2 

避難指

示等の

伝達 

本部作

業室 

・必要に応じて、草加八潮消防組合（草

加市消防団）や関係対策部と協議

し、伝達すべき事項を明確にし、あ

らゆる広報手段により避難指示等

を伝達する。 

・草加八潮消防組合（草加市消防団）

に対し、現場での避難指示等を要請

する。 

【№2】避難指示等で伝達すべき事項 

参照。 

●      

3 

避難指

示等の

伝達 

本部作

業室 

・避難指示等の発令後、速やかに県知

事に報告するとともに、各対策部と

発令情報の共有を図る。 

・必要に応じて隣接する市区に報告す

る。 

●      

4 

避難指

示等の

解除 

本部作

業室 

・関係対策部と連携し、避難指示等の

発令後も引き続き、発令の要因とな

った災害の状況を随時確認する。 

・情報収集の結果、災害による危険が

なくなったと判断される場合は、本

部作業室長を通じて本部長又は本部

会議の判断を仰ぐ。 

●      

5 

避難指

示等の

解除 

本部作

業室 

・避難指示等が解除となった場合、関

係対策部と調整し、避難先に対する

伝達や必要な広報活動を行う。 

・避難指示等の解除について、県知事

に報告し、各対策部と情報の共有を

図る。 

・発令時に報告を行った市区に対して

も解除の報告を行う。 

● ●     
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【№1】避難指示等の発令権者及び内容 

発令権者 要件 根拠法令 

市長（本部長） 
・市民の安全、身体に危険を及ぼすと認めるとき 災害対策基本法 

第 60 条 

県知事 
・災害の発生により市長がその全部又は大部分の事

務を行うことができなくなったとき 

災害対策基本法 

第 60 条第６項 

警察官 

・市長が避難の指示ができないと認められ、かつ指

示が急を要するとき 

・市長から要請があったとき 

災害対策基本法 

第 61 条 

・人の生命又は身体に危険を及ぼし、又は財産に重

大な損害をおよぼすおそれがあり、指示が急を要

するとき 

警察官職務執行法 

第４条 

自衛官（災害派遣を命

ぜられた部隊） 

・危険な事態が生じ、警察官がその場にいないとき 自衛隊法 

第 94 条 

知事、その命を受けた

職員、水防管理者 

・洪水等により著しい危険が切迫していると認めら

れるとき、必要と認める区域の住民に対し立ち退

くことを指示する 

水防法 

第 29 条 

消防吏員 

・消防長又は消防署長が、火災の拡大又はガスの拡

散等が迅速で、人命の危険が著しく切迫している

と認めるとき 

消防法 

第 23 条の２ 

 

【№2】避難指示等で伝達すべき事項 

① 発令日時 

② 発令者 

③ 対象区域・対象者 

④ 避難を要する理由 

⑤ 危険の度合い（地震による被災状況や、予想される被災（余震、火災等）の注意喚起等の説明） 

⑥ 避難の時期（避難行動の開始時期と完了させるべき時期） 

⑦ 避難する場所 

⑧ 避難の経路（又は通行できない経路） 

⑨ 市民の取るべき行動や注意事項（近所に声をかけながら避難すること等） 
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⑶ 警戒区域の設定【本部作業室・草加八潮消防組合】 

本部長は、災害が発生し又はまさに発生しようとしている場合において、特に必要

と認める場合は、警戒区域を設定する。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

警戒区

域の設

定 

本部作

業室 

・本部作業室は、次の基準をもとに「警

戒区域の設定」の必要が生じた場合、

本部長の判断を仰ぐ。 

・警戒区域の設定を行った場合、避難

指示等と同様に、関係機関及び区域

住民に、その内容を周知する。 

【№1】警戒区域の設定権者及び内容

参照。 

● ●     

 

【№1】警戒区域の設定権者及び内容 

設定権者 要件 根拠法令 

市長（本部長） 

・災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合

において、人の生命又は身体に対する危険を防止する

ため、特に必要があると認めるときは、警戒区域を設

定し、災害応急対策に従事する者以外の者に対して当

該区域への立ち入りを制限し、若しくは禁止し、又は

当該区域から退去を命ずることができる。 

災害対策基本法 

第 63 条 

水防団長、水防団員又

は消防機関に 

属する者 

・水防上緊急の必要がある場合においては、警戒区域を

設定し同様の措置を取ることができる。 

水防法 

第 21 条 

消防吏員 

又は消防団員 

・火災の現場においては、消防警戒区域を設定して、命

令で定める以外の者に対して、その区域からの退去を

命じ又はその区域への出入を禁止若しくは制限するこ

とができる。 

消防法 

第 28 条 

警察官 

・市職員が現場にいないとき、又はこれらの者から要求

があったときは、警戒区域の設定を行うことができる。

この場合、実施後直ちにその旨を市長等に通知しなけ

ればならない。 

災害対策基本法 

第 63 条第２項 

水防法 

第 21 条第２項 

自衛官（災害派遣を 

命ぜられた部隊） 

・危険な事態が生じ、かつ、警察官がその場にいないと

き、この職権を行うことができる。 

災害対策基本法 

第 63 条第３項 

 

  



第３章 応急対策計画 

第４節 対策部業務 

震-3-105 

第
２
章 

震
災
予
防
計
画 

第
1
章 

総
則 

第
３
章 

震
災
応
急
対
策
計
画 

第
４
章 

南
海
ト
ラ
フ
地
震

臨
時
情
報
発
表
に
伴
う
対
応

措
置
計
画 

第
５
章 

最
悪
事
態
（
シ
ビ
ア
コ

ン
デ
ィ
シ
ョ
ン
）
へ
の
対
応 

⑷ 避難誘導【本部作業室・各対策部】 

本部作業室は、市民の安全な避難誘導を促すため、警察、消防等と相互に協力しな

がら、安全な避難に向けた広報活動を行うとともに、避難所等まで避難誘導の体制を

構築する。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 
避難者

の準備 

本部作

業室 

・避難者に対し、避難前の準備として、

次の内容を中心に広報活動を行う。 

【№1】避難における広報内容 参照。 

●      

2 
避難誘

導 

本部作

業室 

・避難誘導の対応要員の確保に向け

て、警察、消防や関係対策部と調整

する。 

・避難誘導方法については、緊急性の

高い地域から開始するほか、原則と

して次に示す「避難順位・方法」に

基づき行うことを対応方針とする。 

【№2】避難順位・方法 参照。 

●      

 

【№1】避難における広報内容 

① 避難に際しては、必ず火気、危険物等の始末を完全に行い、電気ブレーカーを落とすこと 

② 工場等の事業所においては、浸水、破損等による油脂類の流出防止、発火危険のある薬品、電気

及びガス設備等の保安措置を講ずること 

③ ３食程度の食料、水、タオル、ティッシュペーパー、最小限の下着類、懐中電灯、携帯ラジオ等

を携行すること 

④ 必要に応じて防寒具、雨具等を携行すること 

⑤ 原則として、避難は徒歩によること（歩行が困難な要配慮者を除く） 

⑥ 過重な物品等を携行しないこと 
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【№2】避難順位・方法 

項 目 内 容 

避難順位 

（県地域防災計画を

準用） 

① 病弱者（傷病者）、障がい者 

② 高年者、妊産婦、乳幼児（必要な介助者を含む）、児童 

③ 一般市民 

避難誘導の方法 

① 最も安全と考えられる避難経路を選定し、あらかじめ指示する。 

② 避難経路中に危険箇所がある場合は、あらかじめ伝達する。 

③ 危険箇所には誘導員を配置し、避難中の二次災害を防止する。 

④ 夜間は照明器具を誘導員に携行させた上で配置し、可能な限り投光器等の

照明器具を配置する。 

⑤ 状況に応じて、誘導ロープ等により安全を確保する。 

⑥ 出発と到着時、随時、人員点検を行い、事故防止の注意を徹底する。 

⑦ 警察官、消防吏員、消防団員等により現場警戒区域を設定し、危険防止そ

の他必要な警戒を行う。 

⑧ 自力避難が不可能な避難者及び避難所が遠方となる場合等については、車

両による輸送を行う。 

避難行動要支援者の

避難 

避難行動要支援者は介助者の不在、補装具等の破損、避難所及び避難経路の

未把握等により、自力で避難できない場合も想定される。 

このため、本部作業室では福祉部（又は要配慮者支援チーム）と連携の上、

避難を要する区域に居住する避難行動要支援者の情報を共有し、避難支援等関

係者に対象者の発見に努めるよう要請する。 

また、必要に応じて、福祉部（又は要配慮者支援チーム）は、ケースワーカ

ー等の福祉関係者からの協力について調整を図る。 

 

  



第３章 応急対策計画 

第４節 対策部業務 

震-3-107 

第
２
章 

震
災
予
防
計
画 

第
1
章 

総
則 

第
３
章 

震
災
応
急
対
策
計
画 

第
４
章 

南
海
ト
ラ
フ
地
震

臨
時
情
報
発
表
に
伴
う
対
応

措
置
計
画 

第
５
章 

最
悪
事
態
（
シ
ビ
ア
コ

ン
デ
ィ
シ
ョ
ン
）
へ
の
対
応 

⑸ 広域避難【本部作業室・避難所統括チーム】 

市内の避難所に被災者を受け入れることが困難となった場合、被害が比較的少ない

市区町村への移送を実施する。また、県や協定締結市区町村から被災者の受入れ要請

があった場合、受入れを実施する。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 
他の市

区町村

への避

難する

場合 

本部作

業室 

・近隣の被害が比較的少ない市区町村

への移送を、県災害対策本部に要請

する。 

  ● ● ● ● 

2 
本部作

業室 

・移送を要請する際は、避難所統括チ

ームと連携し、添乗する責任者（職

員）を定めるとともに、総務部と連

携し、移送に必要となる輸送手段に

ついて調整する。 

  ● ● ● ● 

3 

他の市

区町村

からの

被災者

を受け

入れる

場合 

本部作

業室 

・避難所統括チームと連携しながら、

受入可能な避難施設を定める。 

・県又は協定締結市区町村との調整に

より、受入れに当たって必要な人員

や資器材等について協議・調整する。 

  ● ● ● ● 

4 

本部作

業室・

避難所

統括チ

ーム（チ

ーム設

置前は

市長

室。） 

・移送された被災者が避難した場所の

運営は原則、移送元の市区町村が行

うこととし、運営を補完・協力する。 

  ● ● ● ● 
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⑹ 避難所の開設・運営【本部作業室・避難所統括チーム・地区参集部】 

町会、自治会、避難者、施設管理者及び市の職員による避難所運営委員会を組織し、

互いに協力しながら避難所の運営を行う。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

地区参

集職部

員が自

動参集

する避

難所へ

の対応 

地区参

集部 

・地区参集部職員は、あらかじめ指定

された施設に参集し、施設管理者、

避難所運営委員会と協力し、避難所

を開設する。 

・管理者、地区参集部職員は、避難所

の使用に先立ち、施設の安全性を確

認する。 

【№1】地区参集部職員が自動参集す

る避難所（小・中学校）の対応基準 

参照。 

● ●     

2 

本部作
業室・
避難所
統括チ
ーム（チ
ーム設
置前は
市長室。
以下同
様）） 

・地区参集部職員と密に連携し、必要

に応じて震度５弱における対応を

指示するとともに、避難所に関する

情報を随時集約して統括し、必要な

対応を図る。 ● ●     

3  

当該避

難所の

地区参

集部職

員 

・避難所が被災し使用できない場合は、

本部作業室（又は避難所統括チーム）

に連絡し、避難所運営委員会と協力

し、近隣の指定避難所又は公共施設

を臨時の避難所として確保・開設し、

避難者を誘導する。 

【№3】避難所の収容場所の考え方 

参照。 

● ●     

4 

避難所

が使用

できな

い場合

の対応 
本部作

業室・

避難所

統括チ

ーム 

・臨時避難所開設の目的、日時、場所、

箇所数及び収容人員等の見込みなど

を取りまとめ、避難所情報を市民に

周知するための広報活動を実施する

とともに、県に報告する。 

・各対策部との情報共有を図るほか、

必要に応じて隣接する市区にも情

報を共有する。 

● ●     

5  

・指定避難所以外の施設に避難者が集

結していることを把握した場合、施

設を所管する対策部等に対して、避

難者を指定避難所への避難を促すよ

う要請する。 

・ただし、指定避難所が避難者の収容

能力を超えた場合、近隣の指定避難

所や臨時の避難所を確保・開設し、

避難者を誘導するようにする。 

● ●     
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No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

   
【№5】避難者の受入れまでの流れ 参

照。 
      

6 
避難所

の運営 

地区参

集部 

・地区参集部職員は、施設管理者及び

避難所運営委員会と協力し、マニュ

アル等に基づき、避難所を運営す

る。 

【№6-1】避難所運営で留意すべき事

項等 参照。 

【№6-2】避難所における感染症対策 

【№6-3】避難所運営に携わる職員が

特に留意すべき点 参照。 

 ● ●    

7 

避難所

運営体

制の構

築 

避難所

統括チ

ーム、

地区参

集部 

・地区参集部職員は、避難所開設後、

参集している避難所運営委員会の

委員と連携し、運営委員会の再編成

や運営補佐を行う。 

・避難所運営に携わる職員（主に地区

参集部職員）は、本部作業室から示

された労務管理方針に基づき、勤務

ローテーションを協議し定める。 

【№7-1】避難所運営委員会組織図

（例） 参照。 

【№7-2】避難所運営委員会・地区参

集部・施設管理者の主な役割 参照。 

【№7-3】避難所運営委員会の再編成

の考え方 参照。 

  ● ●   

8 

７日間

を超え

る避難

所の開

設 

本部作

業室 

・災害救助法が適用される（可能性が

ある）場合は、本部作業室が県と調

整の上、期間の延長（災害救助法適

用の避難所の開設期間は７日間）に

関し、県知事から事前承認の手続を

行う。 

   ●   

9 

避難所

の閉鎖

(縮小) 

本部作

業室・

避難所

統括チ

ーム 

・避難所を開設する必要がなくなった

場合、又は施設の本来の機能を回復

する必要がある場合、「避難所の開

設・閉鎖（縮小）の考え方」を参考

に、閉鎖又は縮小を検討する。 

【№9】避難所の開設・閉鎖（縮小）

の考え方 参照。 

   ● ● ● 

10 

本部作

業室・

避難所

統括チ

ーム 

・避難所の閉鎖（縮小）が決定された

場合、閉鎖日時、閉鎖後の配置方針

を避難所担当職員に伝達する。    ● ● ● 
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No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

11 

避難所

の閉鎖

(縮小) 

避難所

担当職

員 

（主に

地区参

集部職

員） 

・閉鎖（縮小）までの手順（や縮小後

の利用空間や利用方法等）を協議の

上、その旨を避難者をはじめとする

関係者に周知する。    ● ● ● 

12  

本部作

業室・

避難所

統括チ

ーム 

・必要に応じ、閉鎖の広報活動を実施

するとともに、県への報告のほか、

各対策部との情報共有を図る 

・必要に応じて隣接する市区にも情報

を共有する。 

   ● ● ● 

13 

車中泊 

・避難

所外避

難者へ

の支援 

本部作

業室・

避難所

統括チ

ーム 

・地区参集部職員を通じ、避難所運営

委員会や自主防災組織等の協力に

より、指定避難所外にいる避難者

（場所、人数、支援の要否・内容等）

の把握に努める。 

 ● ●    

14 

本部作

業室・

避難所

統括チ

ーム 

・指定避難所以外に避難した避難者や

車中泊避難者について、近隣で開設

する指定避難所を支援拠点に定め、

避難所運営委員会や自主防災組織

等の協力により、必要な支援（物

資・食料、医療救護等）を受けられ

るようにする。 

【№14】車中泊避難者・避難所外避難

者への支援に当たっての留意点 参

照。 

 ● ●    

 

 

【№1】地区参集職員が自動参集する避難所（小・中学校）の対応基準 

開設のめど 
地区参集部部職

員の行動 
開設方法 摘要 

震度６弱以上 

指定された避難

所に自動参集 

避難所として自動開設 - 

震度５強 避難所として自動開設 
避難状況を見ながら縮小

（集約）・閉鎖 

震度５弱 

指定緊急避難場所として避難を受

入れ（本部の指示により避難所を開

設） 

必要な施設を 

必要な時期に開設 
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【№3】避難所の収容場所の考え方 

○ 避難者の収容場所は、屋内運動場（体育館）や集会室等のあらかじめ定めた屋内空間を優先する。 

○ 収容面積が不足する場合、管理者の同意を得た上で、教室やその他の部分も使用できるものとす

る。 

○ 緊急措置として校庭等の屋外の使用も検討対象として考慮する。 

 

【№5】避難者の受入れまでの流れ 

１．地区参集部員の自動参集（震度５弱以上） 

２．被害などの情報収集・分析（本部作業室） 

３．施設の安全確認と二次災害の防止（施設管理者・地区参集部・避難所運営委員会） 

４．避難者受入れの判断（施設管理者・地区参集部・避難所運営委員会） 

 

■避難所を開設できる場合■ 

５．避難者受入れの準備 

６．避難者収容場所の確保 

７．避難所運営会議の開催 

８．避難者の受入れと誘導 

９．避難所開設後の対応 

■避難所を開設できない場合■ 

５．追加避難所の開設指示（本部） 

６．追加避難所の調査・確保 
 →近隣の避難所 

７．避難者の振り分け・誘導 
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【№6-1】避難所運営で留意すべき事項等 

○ 避難所運営で参考とする資料 

・避難所における良好な生活環境の確保に向けた取組指針（内閣府 平成 25 年８月） 

・避難所運営ガイドライン（内閣府 平成 28 年４月） 

・草加市避難所運営マニュアル 

・各避難所の避難所運営委員会が策定したマニュアルがある場合は同マニュアル 

○ 避難所運営を担う人材の確保 

避難所運営について専門性を有した外部支援者等の協力が得られるよう努めるとともに、あらか

じめ組織された避難所運営委員会の委員以外からも、運営を担える避難者の協力を得られるよう努

める。 

○ 女性や要配慮者のニーズの把握及び運営への反映 

避難者や在宅被災者のうち、特に、女性や要配慮者（高年者、障がい者、乳幼児、妊産婦、外国

人）のニーズの把握に努める。また、女性の避難所運営への参画を促すなど、これらのニーズを避

難所運営に反映できるよう配慮する。 

○ 性的マイノリティへの支援 

・避難所のトイレ、更衣室、共同浴場等の使用における配慮  

・性自認に応じた必要物資の配付（生理用品、衣類、下着、ひげ剃り、化粧品等）  

・申請受付や相談、支援等を実施する際のプライバシーへの配慮  

・避難者名簿の性別欄への記載を強制しない等  

・本人と同性のパートナー等が世帯として一緒に居られるよう配慮 

・避難所を運営する側に、多様な性への理解があること  

・性別にかかわらず、プライベートを確保できる居住空間の確保  

・同性パートナーと暮らしている方を家族として扱う  

・多様な性を尊重して物資支給が受けられるよう配慮 

○ 生活環境の維持 

避難所における生活環境に注意し、良好な生活の確保に努め、避難者のプライバシーの確保に配

慮する。 

○ 避難者の健康への配慮 

避難生活では心身双方の健康に不調を来す可能性が高いため、良好な衛生状態を保つよう努め、

避難者の健康状態を把握する。また、避難所運営委員会と連携しながら、必要に応じて救護所を設

けるなど対応を図る。 

○ 避難所において感染症の伝播のおそれがある場合は、危機管理課と健康推進部、草加保健所が連

携し、下記【№6-2】の対策を取る。 
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【№6-2】避難所における感染症対策 

○ 可能な限り多くの避難所の開設 

・発災した災害や被災者の状況等によっては、避難所の収容人数を考慮し、あらかじめ指定した

指定避難所以外の避難所を開設するなど、通常の災害発生時よりも可能な限り多くの避難所の

開設を図るとともに、ホテルや旅館等の活用等も検討する。 

○ 親戚や友人の家等への避難の検討 

・災害時に避難生活が必要な方に対しては、避難所が過密状態になることを防ぐため、可能な場

合は親戚や友人の家等への避難を検討していただくことを周知する。 

○ 自宅療養者等の避難の検討 

・自宅療養等を行っている感染症の軽症者等への対応については、健康推進部、草加保健所と十

分に連携の上で、適切な対応を事前に検討する。 

○ 避難者の健康状態の確認 

・避難者の健康状態の確認について、健康推進部と適切な対応を事前に検討の上、「避難所におけ

る感染対策マニュアル」（平成 22 年度厚生労働科学研究費補助金「新型インフルエンザ等の院

内感染制御に関する研究」研究班作成）における症候群サーベイランスの内容も参考として、

避難所への到着時に行うことが望ましい。 

・また、避難生活開始後も、定期的に健康状態について確認する。 

○ 手洗い、咳エチケット等の基本的な対策の徹底 

・避難者や避難所運営スタッフは、頻繁に手洗いするとともに、咳エチケット等の基本的な感染

対策を徹底する。 

○ 避難所の衛生環境の確保 

・物品等は、目に見える汚れがあるときに、家庭用洗剤を用いて清掃するなど、避難所の衛生環

境をできる限り整える。 

○ 十分な換気の実施、スペースの確保等 

・避難所内については、十分な換気に努めるとともに、避難者が十分なスペースを確保できるよ

う留意する。 

○ 発熱、咳等の症状が出た者のための専用のスペースの確保 

・発熱、咳等の症状が出た者は、専用のスペースを確保する。その際、スペースは可能な限り個

室にするとともに、専用のトイレを確保することが望ましい。 

・同じ兆候・症状のある人々を同室にすることを避ける。やむを得ず同室にする場合は、パーテ

ィションで区切るなどの工夫をすることが望ましい。 

・症状が出た者の専用のスペースやトイレは、一般の避難者とはゾーン、動線を分ける。 

・避難所のスペースの利用方法等について、事前に関係部署や施設管理者等と調整を図る。 

○ 避難者が感染症を発症した場合 

・感染症を発症した場合の対応については、平時から危機管理課と健康推進部、草加保健所が連

携し、適切な対応を検討する。 
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【№6-3】避難所運営に携わる職員が特に留意すべき点 

発災直後～３日 

（目安） 

・施設管理者と施設使用の調整及び教職員等との協力体制の確立 

・本部作業室（避難所統括チーム）への連絡体制の確立 

・避難所運営に係わる職員の役割・勤務ローテーションの確立 

・避難所運営ルールの徹底 

・傷病者の把握と応急処置（救護所の設置） 

・要配慮者の把握及び対応措置並びにスクリーニング 

・避難者数の把握（避難者名簿の作成）及び報告 

・被災者（在宅被災者を含む）への給食、給水、生活必需物資等の配給 

・男女別仮設トイレの設置及び増設等必要な措置の実施 

・安否確認等への対応 

・災害関連情報（市の応急対策状況、医療、生活関連情報等）の伝達・提供 

・食料及び生活必需物資等の要請及び受入れ 

・要配慮者への対応措置の再確認及び他施設等への移動の要否の検討 

・女性・乳幼児専用スペースの検討 

・避難所内外における防犯対策 

４日目～２週間 

（目安） 

・避難者による自主運営体制の整備 

・避難者数の把握と避難者名簿の点検及び報告 

・安否確認等への対応 

・市の応急対策状況、医療及び生活関連情報等の提供 

・暑さ寒さ対策、入浴・洗濯の機会の確保、食品衛生（食堂）の確保 

・施設内でのプライバシーの保護策についての検討 

・避難所の閉鎖・縮小を考慮・意識した運営 

・避難所を閉鎖する場合には、避難所運営委員会と施設管理者との調整 

２週間～ 

（目安） 

・避難者数の把握と避難者名簿の点検及び報告 

・避難者の健康管理及び栄養指導についての協議 
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【№7-1】避難所運営委員会組織図（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：仙台市避難所運営マニュアル（事前準備解説編）（平成 25年 4月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※「活動班」は避難所に必要な活動を実施する班で、地域の実情に合わせ規模や名

称を変更したり、独自の活動班を設けたりすることができる。 
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【№7-2】避難所運営委員会・地区参集部・施設管理者の主な役割 

避難所運営 

委員会 

○運営方法等の決定 

○避難所生活ルールの作成 

○役割分担の決定（活動班の設置） 

○避難者カード・名簿の作成 

○市からの連絡事項の伝達 

○食料・物資の配給 

○清掃等、避難所の環境保持 

○避難者の要望等の取りまとめ 等 

地区参集部 

（市職員） 

○本部作業室との連絡 

○避難者カード・名簿の管理 

○情報の提供、広報 

〇医療救護班、防疫・保健衛生に係る活動班との連携・調整 

○施設管理者、ボランティア等との調整 

施設管理者（施

設職員・教職

員） 

○避難所の施設利用に関する調整 

○避難所運営への協力・支援（原則、発災から 72 時間までが目安） 

○地区参集部業務への協力・支援（原則、発災から 72 時間までが目安） 

 

【№7-3】避難所運営委員会の再編成の考え方 

○ 避難所の運営において、必要に応じ、避難所「委員長」・「副委員長」のほか、各活動班の名称・

内容・人員（規模）について変更する。 

○ 女性を各活動班に平均的に振り分けられると理想的だが、女性が少ない（又は、いない）活動班

は、女性からの意見を聞くなどニーズに把握に努め、女性や子どもの視点に立った避難所運営に努

める。 
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〔凡例〕     閉鎖     開設     要配慮者の動き 

小・中学校 

本部作業室 
広域避難地・ 

緊急一時避難場所 

避難所統括チーム 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ブ
ロ
ッ
ク 

中学校 小学校 

一般避難者・帰宅困難者 要配慮者優先 

その他の避難所 
（市の施設） 

その他の避難所 
（市の施設以外） 

自主避難所 

その他の避難所 

（コミュニティセンター） 

福祉避難所 

要配慮者支援チーム 

他のコミュニティ

ブロック 

※ コミュニティブロックに

ない場合は、近隣の施設へ 

※ コミュニティブロックに

ない場合は、近隣の施設へ 
※ 閉鎖方法は避難者の状況

を勘案し判断 

【№9】避難所の開設・閉鎖（縮小）の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【№14】車中泊避難者・避難所外避難者への支援に当たっての留意点 

○ 避難者によっては特別な事情等によって、定めた支援拠点への移動が困難な場合も想定されるた

め、できるだけ柔軟な対応が可能な支援体制を構築する。 

○ エコノミークラス症候群の予防 

エコノミークラス症候群を予防するため、ストレッチ、水分補給、ゆったりとした服装等を呼び

かける。 

○ 排気ガス車内充満の予防（積雪時） 

積雪時、排ガスの車内充満等を予防するため、マフラー付近の除雪を呼びかける。 
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⑺ 防犯対策【本部作業室・避難所統括チーム・地区参集部・市民生活部】 

被災地において、凶悪犯罪や性的犯罪、暴力犯罪等の各種犯罪を防止し、地域及び

避難場所の治安維持を図る。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

避難所

での防

犯対策 

避難所

に携わ

る職員

（主に

地区参

集部職

員） 

・施設管理者や本部作業室（避難所統

括チーム）と連携し、避難所での秩

序を維持するとともに、女性・幼

児・高年者等を犯罪から保護するた

め、避難者、避難所運営委員会や自

主防災組織による防犯体制が確立

されるよう調整を図る。 

【№1】避難所での防犯対策等に当た

り、特に留意すべき点 参照。 

  ● ●   

2 

被災地

での防

犯対策 

市民生

活部 

・本部作業室と連携し、草加警察署、

草加市消防団、自主防災組織や防犯

活動団体等による警戒態勢を構築

する。 

【№2】被災地での防犯対策等に当た

り、特に留意すべき点 参照。 

  ● ● ●  

 

【№1】避難所での防犯対策等に当たり、特に留意すべき点 

性別及び身体能力に 

適合した避難所内設備 

トイレ・更衣室等は、人が常駐する施設の近くに設置し、照明等を配備

する。 

避難所内の警備 
関係者以外の立入りを制限し、防犯（防火を含む）警備・巡回体制を構

築する。 

相談窓口の設置 
避難所運営委員会と協議の上、相談窓口（担当）を定める。なお、窓口

には複数の女性が配置されるよう考慮する。 

 

【№2】被災地での防犯対策等に当たり、特に留意すべき点 

① 盗難（空き巣）被害の抑制（必要に応じた応急措置） 

② 火災の予防、通電火災等の出火防止、早期発見・応急措置 

③ 交通安全上、大きな支障となる危険個所の発見・応急措置 
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６ 要配慮者対策 

関係対策部は、避難行動要支援者の安否確認、情報収集及び安全確保並びに要配慮者

の生活支援、福祉避難所の開設等を行う。 

⑴ 要配慮者支援対策【本部作業室・要配慮者支援チーム】 

要配慮者等の実情に応じて、地域住民や関係機関、関係団体等の協力を得ながら安

全確保を第一とする要配慮者支援に取り組む。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 
要配慮

者に対

する体

制の確

立 

福祉部 

・本部作業室と連携し、災害の状況に

応じて本部長又は本部会議の判断

に基づき、要配慮者支援チームを設

置・編成する。 

・チームの設置・編成に当たり、人的支

援が必要な場合は、県等に応援を要請

するよう本部作業室と調整する。 

● ●     

2 

要配慮

者支援

チーム 

・警察、消防等と連携し、要配慮者の

安否、避難先及び社会福祉施設の被

害状況と福祉ニーズに関する情報

の一元化を図り、円滑な支援活動を

実施する。 

● ●     

3 

要配慮

者に関

する情

報の収

集 

要配慮

者支援

チーム

（ チ ー

ム 設 置

前 は 福

祉部。以

下同様） 

・本部作業室と連携し、消防、警察と

協力しつつ、民生委員・児童委員、

福祉施設、ケアマネジャー等福祉関

係者、町会・自治会、避難所運営委

員会、自主防災組織等と連携・協力

し、要配慮者の安否確認、避難先等

の情報を収集する。 

● ● ●    

4 

情報の

集約・

共有化 

要配慮

者支援

チーム 

・応急活動を実施するために収集した

情報を整理する。 

・本部作業室と調整の上、避難行動要

支援者を災害から保護する必要が

特に必要と認められた場合、避難支

援等の実施に必要な範囲で、関係機

関・団体等と情報を共有する。 

● ● ●    

5 

要配慮

者に対

する避

難支援 

要配慮

者支援

チーム 

・避難行動要支援者名簿を活用し、総

務部・関係者等の関係機関・団体の

協力を得ながら、要支援者の避難誘

導を支援する。 

・避難行動要支援者についての避難誘

導後の安否確認結果を整理し、本部

作業室に報告する。 

・本部作業室は、避難行動要支援者の

安否確認結果の報告を踏まえ、避難行

動要支援者のうち、行方不明者、安否

● ● ●    
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No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

不明者に関する報道機関への情報提

供、問合せ窓口の開設や市民等への情

報提供を行う。 

6 

要配慮

者に対

する避

難支援 

要配慮

者支援

チーム 

・福祉施設の入所者・利用者及び職員

の安否の確認・所在の把握を行うと

ともに、施設の被害状況や援護状況

を収集する。 

・本部作業室と連携しながら、入所者

の避難誘導等を援助するため、近隣

の福祉施設、自主防災組織、避難所

運営委員会、関係機関・ボランティ

ア団体等に協力を要請する。 

・福祉施設機能の早期回復を図るた

め、ライフライン事業者に対し、電

気、ガス、水道等の優先復旧を要請

する。 

● ● ●    

7 
物資の

供給 

要配慮

者支援

チーム 

・福祉施設での食料、飲料水、生活必

需品等の不足が見込まれる場合、本

部作業室を通じて、ニーズに応じた

物資の調達及び施設への輸送を手

配する。 

・必要に応じ、国によるブッシュ型支

援により物資を調達する。 

 ● ●    

8 
在宅援

護 

要配慮

者支援

チーム 

・在宅被災者のうち、援護が必要な要

配慮者に対し、次の援護を検討し必

要に応じて実施する。 

・ホームヘルプサービス 

・入浴サービス 

・介護・看護の訪問指導 

・日常生活用具の給付 

・ガイドヘルパーの派遣 

・ボランティアによる援助（災害ボ

ランティアセンターと要調整） 

 ● ●    

9 

緊急入

所等の

実施 

要配慮

者支援

チーム 

・本部作

業室 

・本部作業室からの要請に基づき、福

祉避難所開設が必要と判断される

場合は、協定締結先に福祉避難所の

開設を要請する。 

・福祉施設等での生活が困難で、援護

を必要とする要配慮者等について、

本部作業室と連携し、受入れ先を調

整するとともに、要配慮者の搬送を

本部作業室と調整する。 

【№9-1】要配慮者の緊急入所等の検

討に当たっての手順例 参照。 

【№9-2】要配慮者のスクリーニング 

参照。 

  ● ●   

10 
相談窓

口の設

要配慮

者支援

・相談内容について、何らかの対応が

必要と考えられる場合は、関係課に
  ● ●   
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No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

置 チーム 報告する。 

11 

巡回サ

ービス

の実施 

要配慮

者支援

チーム 

・関係機関等と協力し、在宅要配慮者、

施設入所者、避難所及び仮設住宅の

要配慮者を対象に、巡回相談体制を

整備し、介護やメンタルケア等のサ

ービスを検討・実施する。 

  ● ●   

12 

埼玉県

災害派

遣福祉

チーム

の派遣

要請 

要配慮

者支援

チーム 

・要配慮者へのさらなる支援体制が必

要と判断される場合は、本部作業室

と連携し、県に対し災害派遣福祉チ

ームの派遣を要請する。 

【№12】埼玉県災害派遣福祉チームの

概要 参照。 

  ● ●   

 

【№9-1】要配慮者の緊急入所等の検討に当たっての手順例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【№9-2】要配慮者のスクリーニング 

福祉避難所に位置付けられた施設には、平常時からの入所者・通所者がいるため、対象とな

る避難者全員を受け入れることが困難となる。したがって、入所に際しては、より必要性の高

い方（重度の方）を優先することとする。 

① 医療施設、福祉施設での受入れ困難（満床等の理由） 

② 避難所（コミュニティセンター）での受入れ 

コミュニティセンターでの受入れが困難 

③ その他避難所（公民館・文化センター）での受入れ 

公民館・文化センターでの受入れが困難 

④ 福祉避難所での受入れ 

主として援護や介護を必ずしも必要としないが共同生活を送る上で支障
のある高年者及び障がい者、また、その介護者や家族を、その他の避難所（コ
ミュニティセンター）で受け入れる。 

身体等の状況が特別養護老人ホーム又は老人短期入所施設等へ入所する
には至らない程度の者であって、避難所での生活において、特別な配慮を要
する者であること。 

⑤ 市内外の受入 

市内外の受入先を検討するとともに、近隣市町村での受入先を検討する。 
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【№12】埼玉県災害派遣福祉チームの概要 

名称 埼玉県災害派遣福祉チーム 

目的 
大規模災害の発生時に、避難所において要配慮者への支援を行い、要配慮者の二

次被害の防止を図るために組織化 

構成団体 

（チーム員） 

県、県社会福祉協議会、事業者団体（県社会福祉法人経営者協議会他 11 団体）、

職能団体（埼玉県社会福祉士会他４団体）、市町村（さいたま市、越谷市、川越市） 

活動内容 

大規模災害時に要配慮者への福祉支援を円滑に実施できるよう、県内の福祉関係

団体が連携して、要配慮者のスクリーニングや相談対応、避難所環境の整備、福祉

施設等への応援業務等の活動を行う。 

チームの 

派遣手順 

チームは、先遣チームと支援チームで構成される。先遣チームは、被災地の状況、

福祉ニーズ、現地の受入体制等を調査し、支援チームの派遣が必要かどうかを県に

報告する。支援チームは、先遣チームの調査の結果、県が派遣の必要を認めた場合

に、被災地に派遣し、避難所等で要配慮者の福祉支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

先遣チームの派遣 

県が派遣基準に基づき派遣の要否を決定 

大規模災害の発生 

１ 県内で大規模災害が発生した場合であっ

て、県がチームを派遣する必要があると認

めるとき。 

２ 県内で大規模災害が発生した場合であっ

て、被災地の市町村から県に対してチーム

の派遣要請があったとき。 

３ 県外で大規模災害が発生した場合であっ

て、国又は被災地の都道府県から県に対し

てチームの派遣要請があったとき。 

４ その他特に必要であると県が認めると

き。 

（派遣基準） 

県が県社会福祉協議会を通じて協力団体にチーム員の派遣を依頼 

県社協は派遣可能なチーム員によりチームを編成するとともに、派遣計画
を作成し県に報告 

県は派遣計画を決定し、協力団体に通知し、派遣要請市町村にチームを派遣 
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⑵ 外国籍市民等の安全確保【総合政策部・災害ボランティアセンター】 

総合政策部、災害ボランティアセンターは、外国籍市民等の安全を確保する。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

避難誘

導の実

施 

総合政

策部 

・本部作業室と連携し、町会・自治会、

自主防災組織、避難所運営委員会や

ボランティア団体等と協力し、外国

籍市民等の避難誘導に努める。 

● ●     

2 

相談・

支援窓

口の設

置 

総合政

策部 

・災害ボランティセンターの設置に合

わせ、ボランティア団体等と協力

し、災害ボランティアセンターに

「多言語支援センター」を設置す

る。 

・多言語支援センターの運営等につい

ては、別途、マニュアルに定める。 

  ●    
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７ 物資供給・輸送対策 

関係対策部は、民間物流事業者、物資輸送拠点、輸送経路、輸送手段等を確保する。 

⑴ 救援物資等の集積・配送【総務部】 

総務部は、救援物資等の集積・配送を実施する。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

救援物

資の集

積に係

る方針

の決定 

 

総務部 

・本部作業室と調整の上、市民体育館、

記念体育館又は他の施設の役割を補

完する防災拠点のうち、１箇所又は

複数箇所に、仮の集積場の開設を検

討する。 

● ●     

2 総務部 

・草加高校（県防災拠点に指定）や他

の高校、大学等の施設を集積場とし

て利用することについて調整する。 
● ●     

3 総務部 

・集積所のスペース不足等が明白な場

合は、民間物流倉庫を利用できるよ

う、協定締結団体・事業者、民間物

流事業者等との調整を行う。 

・調整結果に基づき、救援物資の集積

に係る方針を定め、本部作業室を通

じて本部長又は本部会議の判断を仰

ぐ。 

● ●     

4 

集積場

の受入

れ・管

理 

総務部 

・本部作業室と調整の上、ボランティ

ア等と協力し、救援物資を受け入れ

るとともに、品目毎に整理を行い、

在庫を管理する。 

● ●     

5 総務部 

・市での対応が困難な場合は、民間物

流事業者が持つノウハウのほか、人

的資源や重機の活用、倉庫等の施設

使用について検討し、調整を図す

る。 

● ●     

6 総務部 

・民間物流事業者と連携し、物資の流
出入量、搬出先や在庫量等の情報を
一元的に管理し、救援物資を受入
れ、要請に応じて所定の避難所等へ
配送する。 

● ●     

7 

個人又

は団体

からの

救援物

資の取

扱い 

総務部 

・本部 

作業室 

・避難所等への直接持ち込める場合、
当該避難所等に係る職員を通じて、
総務部又は本部作業室が受入れの
可否を判断する。 

※救援物資は原則、県で集約されたも
のを受け入れるものとし、宅配便等
で寄せられた個人・団体の発送物や
持ち込みによる救援物資は、原則と
して受け付けない。 

● ●     
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⑵ 食料・生活必需品の供給体制の確立【総務部・教育総務部】 

総務部・教育総務部は、食料、生活必需品等を調達・管理・供給する。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 
ニーズ

の把握 
総務部 

・本部作業室と連携し、食料・生活必

需品の供給対象者の数を随時集計

し、把握する。 

【№1】食料・生活必需品の供給対象

者 参照。 

 ●     

2 
能力の

把握 

教育総

務部 

・市内小・中学校等の給食能力を有す

る施設（給食施設、調理室等）の被

害状況及び要員の確保状況を把握

し、本部作業室を通じ総務部に報告

する。 

 ●     

3 

供給に

係る方

針の決

定 

総務部 

・対応困難なニーズに対応できるよ

う、協定締結事業者との調整を行

う。 

・「食料の供給に係る基準」（震災予防

計画参照。）を参考に、供給に係る

方針を定め、本部作業室を通じて本

部長又は本部会議の判断を仰ぐ。 

 ● ●    

4 
提供又

は貸与 
総務部 

・供給に係る方針に基づき、必要な物

資等を提供又は貸与する。 

【№4】提供又は貸与の手順 参照。 

  ● ●   
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【№1】食料・生活必需品の供給対象者 

供給対象者 備考 

① 避難所の収容者  

② ミルクを必要とする乳児 該当乳児数の把握が必要 

③ 住家が被害を受けた人（在宅被災者）で、炊事のできない人  

④ 通常の配給機関が機能を停止し、主食の提供が受けられない人  

⑤ 旅行者等で現に食を得ることができない状態にある人  

⑥ 応急活動に従事する人  

⑦ アレルギーや持病等で食材又は調理法に制約を持つ人 
禁止食品又は調理方法の
把握が必要 

⑧ 宗教上の理由で食材に制約を持つ人、又は、現に食が取れない人 
禁止食品又は調理方法の
把握が必要 

⑨ おむつ等を必要とする人（乳児・高年者・障がい者等） サイズの把握が必要 

⑩ 下着を必要とする人（概数） 
種類・サイズの把握が 
必要 

⑪ 生理用品を必要とする人（概数） 
成人女性の人数の把握が
必要 

 

【№4】提供又は貸与の手順 

調 達 

総務部は、小・中学校のランニングストック（流通在庫）のほか、備蓄倉庫

に備蓄する食料・生活必需品から提供する。 

なお、不足する場合には、事前に協定を締結した指定業者等から調達する。

協定を締結した指定業者等からの調達が困難な場合は、本部作業室と連携し

て、県に物資の調達を要請する。 

運送の手配 『本章 第３節 本部業務 ５ 物資・輸送の管理』によるものとする。 

配 付 

調達した食料・生活必需品は、避難所運営委員会等の運営責任者へ引き渡し、

避難所運営委員会等を通して避難者等に配付する。 

また、自ら食料を受け取りに来ることができない高年者や障がい者等の在宅

避難者へは、要配慮者支援チームと連携し、配付できる体制を構築する。 
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８ 生活の早期再建 

関係対策部は、災害救助法の適用検討、被害認定調査、罹災証明書の発行等を行う。 

⑴ 罹災証明書の交付【罹災証明チーム】 

罹災証明チーム（チームが設置されていない場合は総務部）は、罹災証明書を交付

する。なお、火災に関する罹災証明書は、草加八潮消防組合が業務を担う。 
 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

罹災証

明チー

ムの編

成 

総務部 

・通常業務体制では罹災証明書の発行

業務の遂行が困難と想定される場

合、本部作業室長を通じ、罹災証明

チームの設置の可否について本部長

又は本部会議の判断を仰ぐ。 

  ● ● ●  

2 罹災証

明発行

に当た

っての

業務計

画の作

成 

罹災証

明チー

ム（チー

ム 設 置

前 は 総

務部。以

下 同

様）） 

・罹災証明チームを編成した場合、本

部作業室と連携し、罹災証明発行に

当たり必要となる被害家屋調査の実

施計画を作成する。 

・罹災証明書の交付申請・発行会場を

調整し決定する。 

・罹災証明チームを編成していない場

合は、これに準じた体制の確保及び

広報を実施する。 

  ● ● ●  

3 
本部作

業室 

・罹災証明発行に当たっての必要な広

報を行うとともに、罹災証明チーム

と連携し、業務開始に当たって必要

な準備を行う。 

【№4】罹災証明に係る事務開始に先

立ち、必要な広報内容 参照。 

  ● ● ●  

4 

県への

支援要

請 

罹災証

明チー

ム 

・短期に被害判定を終了することが困

難な場合は、調査員及び発行業務従

事者の受援等、県への支援要請事項

について検討する。 

  ● ● ●  

5 
本部作

業室 

・罹災証明チームから要請を受けた支援

内容について、必要に応じて本部長又

は本部会議の判断を仰ぐとともに、

県、他の市町村や災害ボランティアセ

ンター等への支援要請を行う。 

  ● ● ●  

6 

被害家

屋調査

の実施 

罹災証

明チー

ム 

・「災害に係る住家の被害認定基準運

用指針」（内閣府）に基づき、「損害

割合」により被害の程度を判定する

ことを原則とする。 

・１棟全体で、おおむね１か月以内の

状況（部位別・表面的）を基に、「被

害家屋損害割合判定表」を作成し、

これに基づき調査を実施する。 

・県・近隣市町村・関係団体等からの

協力が必要な場合や調査に必要と

    ● ● 
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No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

なる要員・資器材等が不足する場合

は、随時、本部作業室と調整を図る。 

【№6-1】被害家屋調査の準備事項 参

照。 

【№6-2】被害家屋調査の実施方法 参

照。 

7 

罹災証

明書の

発行 

罹災証

明チー

ム 

・発災後２週間までに草加市罹災証明

書交付要綱に基づき、罹災証明書の

発行を開始する。 

【№7】罹災証明書発行の留意事項 参

照。 

   ●   

8 

被災証

明書の

発行 

罹災証

明チー

ム 

・家屋以外の構造物や家財道具等が被

災した場合で、証明が必要な被災者

に対し、被災証明書の発行を開始す

る。 

【№8】罹災証明書と被災証明書の違

い 参照 

   ●   

9 

被害状

況調書

（罹災

台帳） 

罹災証

明チー

ム 

・被害家屋認定調査の結果を踏まえ、

家屋データ、所在地番、住居表示、

住民基本台帳等をもとに被害状況

調書（罹災台帳）を作成する。 

    ●  

10 

罹災証

明チー

ムの解

散 

罹災証

明チー

ム 

・災害対策本部の廃止等、状況に基づ

き、罹災証明チームを解散するとと

もに、引継ぎの広報、集計結果の報

告を行う。 

【№10】罹災証明チームの解散の手順 

参照。 

    ●  

 

【№4】罹災証明に係る事務開始に先立ち、必要な広報内容 

受付期間 地震発生日から原則１か月以内（被害状況に応じて最大３か月まで延長可） 

受付場所・ 

相談窓口 
本部作業室との調整により定めた場所 

受付時間 原則として開庁時間（被災の状況により柔軟に対応） 

交付対象者 
罹災証明の対象（全壊・大規模半壊・中規模半壊・半壊・準半壊・準半壊に至らな

い（一部損壊））の所有者、占有者及び一時滞在者 

手数料 無料 

自己判定方式 

の周知 

受付後、原則として現地調査を行うが、現地調査を省略することができる「自己判

定方式」で申請することも可能であることの周知 

「自己判定方式」： 

調査を簡素化し罹災証明書の交付の迅速化を図るため、家屋の損害が「準半壊に至

らない（一部損壊）」であることが確認でき、その判定結果に同意いただける場合

は、自己判定方式により 罹災証明書を交付できる。 
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【№6-1】被害家屋調査の準備事項 

１ 航空写真の撮影（被災範囲が市全域に及ぶ場合。必要に応じて） 

２ 県を通じた調査員の動員の要請の検討 

３ 調査備品・携帯品等の調達・準備（調査票、家屋図面、土地家屋現況図又は住宅地図等） 

４ 調査班の編成と調査地区割りの検討 

５ 調査員等の輸送、宿泊所の手配 

６ 罹災証明チーム及び班の編成 

７ 調査員に対するガイダンス 等 

 

【№6-2】被害家屋調査の実施方法 

１ 調査体制 

⑴ 罹災証明チーム（チームを編成していない場合は総務部）が調査を実施する。 

⑵ 調査は、原則、２人一組で実施する。 
 

２ 風害 

調査は、外観の損傷状況の目視による把握、住家の傾斜の計測及び住家の主要な構成要素ごとの

損傷程 度等の目視による把握により行う。調査により把握した住家の外観の損傷状況、住家の傾斜

及び部位ごとの損傷程度等をもとに被害認定基準等に照らして、住家の被害の程度を判定する。 
 

３ 水害 

・第１次被害家屋調査（第１次判定） 

第１次調査の対象は、木造・プレハブ戸建て、非木造が対象である。外観の損傷状況及び浸水

深の目視による把握を行い、被害認定基準等に照らして、住家の被害の程度を判定する。 

・第２次被害家屋調査（第２次判定） 

第２次調査の対象は、第１次調査を実施した住家の被災者から申請があったもの、第１次調査

を実施したが判定には至らなかったもの、又は第１次調査の対象に該当しないものが対象である。 

第２次調査は、外観の損傷状況の目視による把握、住家の傾斜の計測、浸水深の確認及び内部

立入り調査による住家の主要な構成要素ごとの損傷程度等の目視による把握を行い、被害認定基

準等に照らして、住家の被害の程度を判定する。 
 

４ 調査時期 

災害発生日からおおむね３週間とする。ただし、調査対象家屋が多く、おおむね３週間以内に調

査が完了しないときは、調査時期を災害発生の日から起算して３か月まで延長するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：災害に係る住家の被害認定基準運用指針（令和３年３月、内閣府） 

※災害発生後、速やかに手続の周知開始 

 

調査実施家屋の 

罹災証明発行開始 

災 

害 

発 

生 

発生から約３週間 

発生から１か月 発生から３か月 

第１・２次被害家屋調査実施（再調査申請があった場合は第３次被害家屋調査実施）

罹災証明書発行申請 

締切（原則） 

・罹災証明書発行申請延長期限 

・被害家屋再調査申請締切 
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【№7】罹災証明書発行の留意事項 

１ 被害状況が確認できる場合 

申請者から提出のあった被災を受けた箇所の写真等により、建築物の損傷の程度が明白である場

合、その写真等をもとに被害状況を判定し、被害状況調書（罹災台帳）を作成し、罹災証明書を発

行する。なお、罹災台帳作成に当たっては必要事項の記載とともに、提出のあった写真等を添付す

る。 

２ 被害状況が確認できない場合（申請内容と判断結果が異なる場合を含む） 

被災者がやむを得ない理由により、被災を受けた箇所の写真等を提出できない場合、又は提出を

受けた写真等をもとに被害状況の判定ができない場合、市職員による被害家屋認定調査（外観目視

調査及び内部立入調査）を実施し、被害状況を判定した上で罹災証明書を交付する旨を申請者に伝

える。 

３ 自己判定方式 

自己判定方式について、家屋全体の損害割合（10％未満）や提出する写真の内容（被害状況のわ

かる写真）等判定内容を明確化し、調査の透明性を確保するとともに、市民に周知する。 

 

【№8】罹災証明書と被災証明書の違い 

 罹災証明書 被災証明書 

証明内容 
住居の被害やその程度を証明 
（被災者支援の判断材料） 

災害による被害を受けたという事実を

証明 

証明の対象 災害によって被害を受けた家屋 

・家屋に付随する門柱、門扉等の構造物 

・自動車、家財道具その他の動産 

・上記の他に市長が認めるもの 

調査内容 

・国の「災害に係る住家の被害認定基準

運用指針」等に基づき、被災家屋の調

査を行う。 

・申請者が「準半壊に至らない（一部損

壊）」という被害の程度に同意できる

場合は、自己判定方式（写真による判

定）も可能である。 

・被災した構造物や家財道具等の被害調

査を行う。 

・ただし、被害状況がわかる写真等によ

り、被災状況が確認できるときは、実

地調査を省略することができる。 

 

【№10】罹災証明チームの解散の手順 

○ 罹災証明チームを編成していた場合、災害対策本部の廃止とともに同チームは解散する。 

○ 申請受付・調査・発行の進捗を踏まえ、解散する必然性が予見される場合、本部作業室長を通じ

て、罹災証明チームの解散予定時期について本部長又は本部会議の判断を仰ぐ。 

○ 本部作業室は罹災証明チームと連携の上、業務の引継について広報する。 

○ 解散前に罹災証明チームは、全体の集計結果について本部作業室を通じて本部長に報告する。 

○ 罹災証明チームは必要な業務の引継ぎが総務部において対応できると判断された時点において、

改めて、本部作業室長を通じて本部長又は本部会議に解散の時期を報告する。 
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⑵ 日本赤十字社に係る義援金及び被災者支援基金の受付・配分【総合政策部・福祉部】 

関係対策部は、各方面から寄託される義援金及び草加市被災者支援基金について、

受付及びこれらの配分等を適切に実施する。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3日 ～7日 

～1か

月 

1 か月 

～ 

1 支給準備 

本部作

業室・

福祉部 

・本部作業室は、弔慰金等の支給対象

の候補となる者についての情報を

福祉部に提供する。 

・弔慰金の支給に関する事項を審査す

る審査会の設置及び運営について

県への委託を調整するとともに、委

託とならなかった場合は、審査会を

設け、審査する。 

● ●     

2 
受入れ・

募集 
福祉部 

・発災後７日までに義援金受付窓口を

設置し、受付記録を作成して保管の

手続を行うとともに、寄託者に受領

書を発行する。 

・義援金は被災者に配分するまでの

間、指定金融機関に専用口座をつく

り保管する。 

・日本赤十字社埼玉県支部、インター

ネット等を通じて募集を依頼する

（原則として、市から直接、義援品

の募集は行わない）。 

● ● ● ●   

3 
配分計

画 

総合政

策部・

福祉部 

・発災後３週間前までを目安とし、県

から交付される義援金と整合を取り

ながら「第１次配分計画」の検討を

開始し、配分計画を審議する配分委

員会を設置する。 

・配分計画は、罹災地区、罹災人員及

び世帯、罹災の状況等を勘案し、本

部作業室及び福祉部と連携して定

める。 

・第１次配分計画の素案作成後、配分

委員会の開催・審議を経て義援金の

配分を決定する。 

    ●  

4 分配 福祉部 
・県又は日本赤十字社奉仕団等関係団

体の協力を得て分配する。 
    ● ● 

5 受入れ 
総合政

策部 

・草加市被災者支援基金条例に基づき、

基金への寄附金を受け入れる。 

・災害の状況等に応じて、別途、臨時

受付場所の設置を検討する。 

    ● ● 

6 募集 
総合政

策部 

・被災者支援に一定の支出を伴う災害

であることが予見される場合、基金

への寄附金を募集する。 

・募集に当たり、新聞・ラジオ・テレ

ビ等報道機関に協力を求めるとと

    ● ● 
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No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3日 ～7日 

～1か

月 

1 か月 

～ 

もに、本部作業室を通じて関係対策

部と連携しながら、各種団体等に広

く募集を呼びかける。 

7 

被災者

への分

配 

総合政

策部 

・被害状況の確認又は確定後に被災者

へ分配する。 

・当初の配分計画から大きな乖離
か い り

が生

じている場合、改めて配分計画を見

直す。 

・分配に当たっては、支援を必要とす

る個人に行き渡るよう分配方法の

工夫に努める。 

    ● ● 

8 

被災者

支援施

策への

分配 

総合政

策部 

・被災者支援施策への基金は、草加市

被災者支援基金条例及び同施行規

則の趣旨に基づき分配を決定し、執

行する。 

    ● ● 

 

  



第３章 応急対策計画 

第４節 対策部業務 

震-3-133 

第
２
章 

震
災
予
防
計
画 

第
1
章 

総
則 

第
３
章 

震
災
応
急
対
策
計
画 

第
４
章 

南
海
ト
ラ
フ
地
震

臨
時
情
報
発
表
に
伴
う
対
応

措
置
計
画 

第
５
章 

最
悪
事
態
（
シ
ビ
ア
コ

ン
デ
ィ
シ
ョ
ン
）
へ
の
対
応 

⑶ 被災者の生活確保【福祉部・本部作業室】 

福祉部は、災害弔慰金や災害見舞金の支給及び災害援護資金の貸付を行う。また、

国、県、社会福祉協議会や関係団体等と連携しながら、各種制度による資金の貸付け

等の運用を図る。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 
災害弔

慰金 
福祉部 

・草加市災害弔慰金の支給等に関する

条例に基づき、自然災害により死亡

した市民の遺族に対し災害弔慰金

を支給する。 

     ● 

2 

災害障

害見舞

金 

福祉部 

・草加市災害弔慰金の支給等に関する

条例に基づき、自然災害により精神

又は身体に著しい障害を受けた市

民に対して災害障害見舞金を支給

する。 

     ● 

3 
災害援

護資金 
福祉部 

・草加市災害弔慰金の支給等に関する

条例に基づき、自然災害により被害

を受けた世帯の世帯主に対して災

害援護資金を貸し付ける。 

     ● 

4 
生活保

護 
福祉部 

・生活保護法に基づく保護の要件に適

合している被災者に対し、その実情

を調査の上、困窮の程度に応じた最

低生活を保障する。 

     ● 

5 

被災者

生活再

建支援

制度 

福祉部 

・被災者生活再建支援制度の申請に関

する窓口及び取りまとめのほか、支

給に伴う県との連絡調整を行う。 

【№5】被災者生活再建支援制度 参照。 

     ● 

6 

埼玉

県・市

町村被

災者安

心支援

制度 

福祉部 

・埼玉県・市町村被災者安心支援制度

の申請に関する窓口及び取りまと

めのほか、支給に伴う県との連絡調

整を行う。 

・１～２号配備の災害の場合（災害対

策本部が設置されない場合）は、危

機管理課が同制度の運用に係る業

務を行う。 

【№6】埼玉県・市町村被災者安心支

援制度 参照。 

     ● 

7 

その他

の資金

貸付 

福祉部 

・本部作業室が設置した総合相談窓口

（本部が設置されていない場合は

広聴相談課）や福祉部に寄せられた

生活再建に係る相談について、市で

取り扱う支援制度や他の団体等が

設けている制度をはじめとした各

種被災者支援制度の紹介を行う。 

【№7】その他の資金貸付 参照。 

     ● 
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No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

8 

郵便物

の特別

扱い 

本部作

業室 

・災害が発生した場合、日本郵便㈱で

は被害状況及び実状に応じて、郵便

事業に係る災害特別事務取扱及び救

護対策の措置を講じる。 

・本部作業室は日本郵便㈱から同措置

を講じることについて情報提供を受

けた後、速やかに必要な広報活動を

行うとともに、各対策部と情報を共

有する。 

【№8】郵便物の特別扱い 参照。 

     ● 
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【№5】被災者生活再建支援制度 

地震等の自然災害により、その生活基盤に著しい被害を受けた者に対し、被災者生活再建支援法に基

づき、都道府県が相互扶助の観点から拠出した基金を活用して被災者生活再建支援金が支給される。 
 

区分 基準内容 

１ 
制度の対象と 
なる自然災害 

暴風、洪水、地震その他政令で定める自然災害で、次のいずれかに該当する場合 
① 災害救助法施行令第１条第１項第１号又は第２号に該当する被害が発生し

た市町村 
② 10 世帯以上の住宅全壊被害が発生した市町村 
③ 100 世帯以上の住宅全壊被害が発生した都道府県 
④ ①又は②の市町村を含む都道府県で５世帯以上の住宅全壊被害が発生し

た市町村(人口 10 万人未満に限る) 
⑤ ①～③の区域に隣接し、５世帯以上の住宅全壊被害が発生した市町村（人

口 10 万人未満に限る） 
⑥ ①若しくは②の市町村を含む都道府県又は(ｳ)の都道府県が２以上ある場

合に、 
５世帯以上の住宅全壊被害が発生した市町村（人口10万人未満に限る） 
２世帯以上の住宅全壊被害が発生した市町村（人口５万人未満に限る） 

２ 
制度の対象と 
なる被災世帯 

上記の自然災害により、 
① 住宅が全壊した世帯 
② 住宅が半壊、又は住宅の敷地に被害が生じ、その住宅をやむを得ず解体し

た世帯 
③ 災害による危険な状態が継続し、住宅に居住不能な状態が長期間継続して

いる世帯 
④ 住宅が半壊し、大規模な補修を行わなければ居住することが困難な世帯

（大規模半壊世帯） 
⑤ 住宅が半壊し、大規模な補修には至らないが、相当規模の補修を要する世

帯（中規模半壊世帯） 

３ 
支援金の 
支給額 

支給額は、以下の２つの支援金の合計額となる。 
ただし、世帯の構成員が 1 人の場合は３/４の金額になる。 

※住家の主要な構成要素の経済的被害の住家全体の価値に占める割合であり、
市町村による被害認定調査により判定され、罹災証明書における「全壊」「大
規模半壊」等の記載に反映されるもの。 

被災世帯の 
区分 

損害割合 
（※） 

支援金の支給額 

基礎 
支援金 

加算支援金 

住宅の再建手段 支給額 

①全壊 
②解体 

③長期避難 
50％以上 100万円 

建設・購入 200万円 

補修 100万円 

賃借 50万円 

④大規模 
半壊 

40％台 50万円 

建設・購入 200万円 

補修 100万円 

賃借 50万円 

⑤中規模 
半壊 

30％台 － 

建設・購入 100万円 

補修 50万円 

賃借 25万円 

４ 
市の対応 

 ① 住宅の被害認定 
 ② 罹災証明書等必要書類の発行 
 ③ 被災世帯の支給申請等にかかる窓口業務 
 ④ 支給申請書等の必要書類の取りまとめ及び県への送付 

５ 
県の対応 

 ① 被害状況 
 ② 災害が法適用となる場合の内閣府等への報告及び公示 
 ③ 支給申請書等の必要書類の取りまとめ及び支援法人への送付 
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【№6】埼玉県・市町村被災者安心支援制度 

■ 埼玉県・市町村生活再建支援金の概要 

○ 同一災害であるにもかかわらず、市が被災者生活再建支援制度の要件に満たず、同制度が適用されな

いことも考えられる。その場合には、埼玉県・市町村被災者安心支援制度による支援の活用を図る。 

 

区分 基準内容 

対象災害 
 自然災害（暴風、豪雨、豪雪、高潮、洪水、地震、津波、噴火、その他の異常

な自然現象より生ずる災害） 

対象災害の規模 
 自然災害の規模は問わない。ただし、対象は被災者生活再建支援法が適用とな

らなかった地域に限る。 

制度の対象と 

なる被災世帯 

上記の自然災害により、 

① 住宅が全壊した世帯 

② 住宅が半壊、又は住宅の敷地に被害が生じ、倒壊防止等やむを得ない事由

により住宅を解体した世帯 

③ 災害が継続し、長期にわたり居住不能な状態が継続することが見込まれる

世帯 

④ 大規模半壊の被害を受けたと認められる世帯 

※被災者生活再建支援法の規定と同様の内容 

支援金の 

支給額 

支給額は、以下の２つの支援金の合計額となる 

（※ 世帯人数が１人の場合は、各該当欄の金額の３／４の額） 

① 住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 

 

② 住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 

※一旦住宅を賃借した後、自ら居住する住宅を建設・購入（又は補修）する場
合は、合計で 200（又は 100）万円 

※被災者生活再建支援法の規定と同様の内容 

住宅の 
被害程度 

全壊 解体 長期避難 大規模半壊 

支給額 100万円 100万円 100万円 50万円 

住宅の 
再建方法 

建設・購入 補修 
賃借 

（公営住宅以外） 

支給額 200万円 100万円 50万円 

市の対応 

 ① 住宅の被害認定 

 ② 罹災証明書等必要書類の発行 

 ③ 被災世帯の支給申請等にかかる窓口業務 

 ④ 支給申請書等の必要書類の取りまとめ、第１次審査及び県への書類送付 

県の対応 

 ① 被害状況の取りまとめ 

 ② 支給申請書等の受領、審査（第２次）、支給の可否の決定 

 ③ 被災世帯主への支給可否の決定通知、申請受理市町村へ決定通知の写し送

付 

 ④ 被災世帯主へ支援金の支給 

 ⑤ 各市町村へ本支援制度に係る負担金の請求 

 ⑥ 申請期間の延長決定 
 

※法改正に伴い、制度の一部を見直す予定あり。 



第３章 応急対策計画 

第４節 対策部業務 

震-3-137 

第
２
章 

震
災
予
防
計
画 

第
1
章 

総
則 

第
３
章 

震
災
応
急
対
策
計
画 

第
４
章 

南
海
ト
ラ
フ
地
震

臨
時
情
報
発
表
に
伴
う
対
応

措
置
計
画 

第
５
章 

最
悪
事
態
（
シ
ビ
ア
コ

ン
デ
ィ
シ
ョ
ン
）
へ
の
対
応 

■ 埼玉県・市町村半壊特別給付金の概要 

 
※埼玉県・市町村半壊特別給付金の支給手続は、埼玉県・市町村生活再建支援金と同じ。 

区分 基準内容 

目的 
災害救助法が適用とならなかった地域の半壊世帯に対し、埼玉県・市町村半壊

特別給付金を支給し、被災世帯の生活再建を支援する。 

対象災害 
自然災害（暴風、豪雨、豪雪、高潮、洪水、地震、津波、噴火、その他の異 

常な自然現象より生ずる災害） 

対象災害の 

規模 

自然災害の規模は問わない。ただし、対象は災害救助法が適用とならなかった

地域に限る。 

支給対象世帯 埼玉県・市町村生活再建支援金及び埼玉県・市町村半壊特別給付金に関する要
綱第２条第１項(2)オで定める住家が半壊した世帯 

給付金の額 
50 万円 

（※世帯人数が１人の場合は、37万５千円） 

市の対応 

① 住宅の被害認定 

② 罹災証明書等必要書類の発行 

③ 被災世帯の支給申請等にかかる窓口業務 

④ 支給申請書等の必要書類の取りまとめ、第１次審査及び県への書類送付 

県の対応 

① 被害状況の取りまとめ 

② 支給申請書等の受領、審査（第２次）、支給の可否の決定 

③ 被災世帯主へ支給可否の決定通知、申請受理市町村へ決定通知の写し送付 

④ 被災世帯主へ給付金の支給 

⑤ 各市町村へ本支援制度に係る負担金の請求 

⑥ 申請期間の延長決定 

 

【№7】その他の資金貸付 

１ 生活福祉資金 

県社会福祉協議会が草加市社会福祉協議会の協力を得て、災害救助法が適用にならない災害によ

って被害を受けた低所得者世帯に対して災害援護資金及び住宅資金の貸付けを予算の範囲内で行

う。 

なお、災害弔慰金の支給等に関する法律に基づく災害援護資金の貸付対象となる世帯は、原則と

してこの資金の貸付対象とはならない。 

２ 住宅復興資金 

住宅金融支援機構が「独立行政法人住宅金融支援機構法」に基づき、地震等の大災害により住宅

を失い、又は、破損した被災者に対して、住宅の建設、補修、購入、宅地整備等を行えるよう災害

住宅復興資金を融資している。 

※ その他の支援制度に関しては、「被災者支援に関する各種制度の概要」（内閣府）を参考とする。 
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【№8】郵便物の特別扱い 

１ 被災者に対する郵便葉書の無償交付等 

被災者（法人を除く）は、料額印面の付いた郵便葉書及び郵便書簡を無償で交付を受けることが

できる。また、被災者が差し出す郵便物の料金（特殊取扱の料金を含む。）を免除することができる

（郵便法第 18 条）。 

２ 救助用の郵便物等の料金の免除 

被災者の救助を行う地方公共団体、日本赤十字社、その他総務省令で定める法人又は団体に宛て

た救助用のものを内容とする郵便物の料金（特殊取扱の料金を含む。）を免除することができる。 

 

⑷ 農業・中小企業への支援【自治文化部・本部作業室】 

自治文化部は、地震により被害を受けた農業者又は農業団体、中小企業に対し、利

活用できる各種融資制度の周知を図り、再建の促進を図る。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

農業制

度資金

（県） 

自治文

化部 

・農業用施設の補修や建て替えに必要

な資金や農作物の植え替え等の経営

に必要な資金を融資する。 

     ● 

2 
農業制

度資金 

自治文

化部 

・被災された農業者等に対する各種貸

付を行う。（日本政策金融公庫） 
     ● 

3 
農業保

険 

自治文

化部 

・農業保険に加入している個人、法人

に対し、農機具や農業施設等に対す

る補償、収入減少の補てんを行う。 

     ● 

4 
経営安

定資金 

自治文

化部 

・激甚災害指定の災害等の影響を受け、

被害認定を受けた中小企業者に対し

融資を行う。 

     ● 

5 

経営あ

んしん

資金 

自治文

化部 

・災害の影響を受け、売上高や利益率

が減少している中小企業者に対し融

資を行う。 

     ● 

6 
災害復

旧貸付 

自治文

化部 

・災害により被害を受けた中小企業・

小規模事業者等に対して、事業所復

旧のための資金を融資する。（日本政

策金融公庫、商工組合中央金庫） 

     ● 
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⑸ 職業のあっせん【市民生活部】 

市民生活部は、離職者の状況を把握し、災害により離職を余儀なくされた被災者に

対する職業のあっせんについて、国（公共職業安定所）に報告の上、対応を要請する。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

職業の

あっせ

ん 

市民生

活部 

・災害によって離職を余儀なくされた

被災者の早期再就職を促進し、必要

に応じて、次の措置を講じるよう要

請する。 

【№1】公共職業安定所による職業の

あっせん 参照。 

     ● 

 

【№1】公共職業安定所による職業のあっせん 

１ 被災者のための臨時職業相談窓口の設置 

２ 公共職業安定所へ出向くことが困難な地域における臨時職業相談所の開設又は巡回相談の実施 

３ 職業訓練、職業転換給付金制度の活用等 

４ 雇用保険の失業給付に関する特別措置 

① 証明書による失業の認定 

災害によって失業の認定日に出向くことのできない受給資格者に対しては、事後に証明書によ

って失業を認定し、失業給付を行う措置 

② 激甚災害による休業者に対する基本手当の支給 

地震災害が「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」（以下、「激甚法」と

いう。）第 25 条に定めた措置を適用される場合は、災害による休業によって賃金が受給できない

雇用保険の被保険者（日雇労働被保険者を除く。）を失業とみなし、基本手当を支給する措置 

③ 被災事業主の概算保険料等の延納、徴収免除又は労働保険料の納付の猶予 

地震災害により労働保険料の所定の期限までに納付できない事業主に対し、必要があると認め

るときは、概算保険料の延納方法の特例措置、延滞金、若しくは追徴金の徴収免除又は労働保険

料の納付の猶予を行う措置 
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⑹ 市税等の徴収猶予及び減免等【総務部、各関係部】 

総務部及び各対策部は、市税等の徴収猶予及び減免等の措置を行う。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 市税等

の徴収

猶予及

び減免

等 

総務部 

・各対 

策部 

・徴収猶予及び減免等の措置の規定が

ある市税等（下記参照。）は、発災後

３週間までに災害によって被害を受

けた市民の状況に応じて、申告・申

請・請求・その他書類の提出のほか、

納付又は納入に関する期日の延長、

地方税（延滞金を含む）の徴収猶予

及び減免の措置を行う。 

【№1】市税等の徴収猶予及び減免等 

参照。 

     ● 

2 総務部 

・上記の情報について、本部作業室と

連携して一元化し、被災者に情報提

供できる体制を整える。 

     ● 

 

【№1】市税等の徴収猶予及び減免等 

① 市税の徴収猶予及び減免 

② 国民年金保険料の免除 

③ 老人ホーム措置費用の徴収額の減免 

④ 介護保険料の減免 

⑤ 介護保険サービスの利用者負担額の減免 

⑥ 障がい福祉サービス利用料の減額・免除 

⑦ 国民健康保険一部負担金の減免 

⑧ 後期高齢者医療制度に係る一部負担金の減免（注） 

⑨ 後期高齢者医療保険料の徴収猶予及び減免（注） 

⑩ 児童クラブ保育料の減免 

⑪ 保育園保育料の減免 

⑫ 学校授業料等の減免 

※国税等の徴収猶予及び減免 

（注）後期高齢者医療制度の審査等の事務に関しては、埼玉県後期高齢者医療広域連合で行う。 
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⑺ 文教対策【教育総務部】 

教育総務部は、小・中学校等の応急対策等を講じ、児童・生徒等の生命及び身体の

安全並びに教育活動の確保に努めるとともに、施設･設備の被災により、通常の教育が

実施できない場合において必要な文教対策を検討の上、実施する。 

また、文化財の応急措置を実施する。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

発災直

後にお

ける緊

急措置 

教育総

務部 

・発災直後における対応は、「本章 第

２節１ 地震発生直後の対応」による

ものとする。 

●      

2 学校で

の対応

状況の

把握 

教育総

務部 

・避難所となっている学校での対応状

況を把握する。 

【№2】避難所となっている学校での対

応 参照。 

 ● ●    

3 
教育総

務部 

・学校長が実施する応急教育状況を把

握し、必要に応じ、支援する。 

【№3】応急教育の方法 参照。 

   ● ●  

4 
転校手

続 

教育総

務部 

・学校長は被災等によって県内外へ転

校する児童・生徒が多数にのぼる場

合、転校手続の円滑化を図るため、

教育総務部を通じて県教育委員会に

手続の簡素化及び弾力化を要請す

る。 

    ● ● 

5 
給食等

の措置 

教育総

務部 

・学校給食は、災害復旧又は社会の混

乱が沈静化するまで原則として行わ

ないものとする。 

・学校給食施設・設備が被災した場合、

速やかに応急処理を行い、保管中の

食材料が被害を受けた場合、応急調

達の措置を講じる。 

・学校給食の再開に当たっては衛生管

理に十分注意し、給食に起因する感

染症、食中毒の発生のないよう努め

る。 

・被災した児童・生徒の給食費は、準

要保護世帯における給食費補助の措

置を講じる。 

    ● ● 

6 

被災し

た 児

童・生

徒への

支援 

教育総

務部 

・災害により学用品を失った児童・生

徒に対し、必要な教材、学用品を支

給する。学校長を通じて給与の対象

となる児童・生徒数を把握し、本部

作業室を通じて罹災者名簿と学籍簿

を照合し、教科書、学用品や文房具

について小・中学校別に学用品購入 

    ● ● 
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No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

6 

被災し

た 児

童・生

徒への

支援 

教育総

務部 

（配分）計画表を作成する。 

【№6】被災した児童・生徒への支援 

参照。 

      

7 
教育総

務部 

・学用品購入（配分）計画表に基づき、

教科書の県による一括調達の可否に

ついて確認の上、教科書とともに文

房具、学用品の調達・購入し、各学

校に分配の上、学校から対象の児

童・生徒に支給する。なお、調達が

困難な場合には、県に調達を依頼す

る 

    ● ● 

8 
文化財

の保護 

教育総

務部 

・文化財の被害状況を把握し、滅失し

ないよう、応急措置を迅速に実施す

る。 

・被害状況調査や修復等に当たり、支

援が必要と判断した場合は、文化庁

の文化財レスキュー事業等の活用を

検討する。 

【№8】文化財の保護 参照。 

    ● ● 

 

【№2】避難所となっている学校での対応 

１ 被災者への対応 

学校長は発災直後の対応後もしばらくは、地区参集部職員及び「避難所運営委員会」と連携を図

りながら、避難者の対応に当たる。 

なお、地区参集部職員や「避難所運営委員会」とともに、使用する学校施設や教職員・調理士等

の役割を協議し、可能な限り避難所の運営に協力する。 

２ 授業の確保 

学校長は、被災者の生活再建の進展に伴う避難者の縮小に応じて、地区参集部職員や「避難所運

営委員会」と協議の上、段階的に教室を確保し授業の再開に備える。 

３ 学校給食施設・設備及び調理士等の対応 

学校長は、学校給食施設・設備が被災者用の炊き出しに利用されることも想定されることから、

調理士等と協議し、学校給食施設・設備の復旧に向けた調整を図り、必要に応じて応急処理を行う。 

また、調理士等がいる学校については学校給食の再開時期を見据えながら、学校給食施設・設備

の活用のほか、調理士の派遣等について検討するなど、避難所において実施する炊き出し等に対し

できる限り協力を行う。 
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【№3】応急教育の方法 

１ 児童・生徒の安全確保 

学校長は、児童・生徒の安否及び被災状況を確認する。 

２ 休校等の措置 

学校長は、学校の被災状況、避難所の利用、児童・生徒等の被災状況等を教育総務部に報告し、

休校等の措置を講じる。 

３ 場所の確保 

学校長は施設の被害・復旧状況を随時、調査・確認し、本部作業室及び教育総務部と連携を取り

ながら、建物全壊、半壊を問わず重大な被害を受けた場合、応急危険度及び被災度区分判定調査の

実施を要請し、状況に応じて使用禁止等の措置を行い、二次災害の防止に努めながら、応急教育の

実施に必要な場所を確保する。なお、修繕で対応できる被害の場合、被害の程度を十分に調査し、

ガラス修理、給排水設備の改修等の応急整備を実施する。 

 

被害の程度に応じた応急教育の予定場所 

被害の程度 応急教育のための予定場所 

校舎の一部 被害を免れた学校内施設 

校舎全体 隣接学校の学校内施設（利用が困難な場合には近隣公共施設） 

特定の地域での大きな被害 
最も近い被災のない学校（利用が困難な場合は公共施設） 

※応急仮設校舎の設置を検討 

  ※いずれの場合も、近隣校への分散、昼間二部授業、時差通学、短縮授業、家庭学習等の 

方策を合わせて検討するものとする。 

 

４ 授業の再開 

学校長は、児童・生徒や家族の被災、校舎の損壊、交通機関や水道・ガス等の復旧状況等を考慮

し、教育総務部及び関係機関と協議の上、必要に応じて臨時の学級編成等行い、授業を再開する。 

教職員が被災し、十分な人員が確保できない場合は、教育総務部を通じて、県教育委員会と連携

し学級編成の組替えや近隣学校の応援等により対処する。 

なお、教育総務部は授業の再開見込みなどの各学校の対応状況を取りまとめ、本部作業室に報告

する。本部作業室では報告を受けた内容をもとに必要な広報活動を実施するとともに、各対策部と

の情報共有を図る。 

５ 応急教育の要領活動 

教育総務部は応急教育の実施に当たっての教育内容・生徒指導の指針を立案する。 

また、授業が実施できない場合、代替教育として家庭学習の方法等を指導する。 

■ 主な留意事項 

① 教育内容 

教科書や学用品等の損失状況を考慮。健康指導、生活指導、安全教育に重点を置く。 

② 生活指導 

児童・生徒の「こころのケア」対策を行う。なお、必要に応じて、関係機関と連携・協力しな

がら、電話相談やカウンセリング等の対策を実施する。 
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【№6】被災した児童・生徒への支援 

支給期間 

・教科書（教材を含む）    災害発生日から１か月以内に支給 

・文房具（通学用品を含む）  災害発生日から 15 日以内に支給 

※ 交通、通信の途絶等により調達が困難な場合は、必要な期間を延長する。 

調達に係る費用 

について 

災害救助法が適用された場合、学用品の給与に要した費用は、「災害救助法

による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準」の範囲内において、

県に請求する。 

 

【№8】文化財の保護 

被害状況の調査 
災害発生後、文化財の所有者及び管理者等の安否を確認し、文化財等の被害

状況について、情報収集と把握に努める。 

被害状況の報告 
文化財等の所有者及び管理者等から寄せられた被害状況を整理し、国及び県

等の関係機関に報告する。 

文化財の保護措置 

応急措置や協力要請等、次の措置により文化財を保護する。 

① 応急措置及び現場保存のための支援要請 

② 関係機関への応急措置の報告 

③ 文化財等の移送及び一時保管 

文化財等の保管場所が被害を受けた場合は、管理体制及び設備の整った公共

施設等に一時保管の措置を取る。 
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⑻ 保育対策【こども未来部】 

こども未来部、施設長（民間認可保育所・放課後児童クラブ・児童館等の施設長を

含む）は、震災時における園児の安全確保を図るため、次の応急措置を講じる。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

発災直

後にお

ける緊

急措置 

こども

未来部 

・発生直後の対応は、本章第２節初動

対応１地震発生直後の対応によるも

のとする。 

【№1】応急保育の内容（施設長の対応） 

参照。 

●      

2 

施設の

被害状

況の確

認 

こども

未来部 

・各施設への情報及び指令の伝達につ

いて万全の措置を講じる。 
● ●     

3 

通園で

きない

園児の

対応 

こども

未来部 

・通園（室）できない園児等を確認し

た場合、各施設の情報を集約した上

で、地域ごとの実状に応じた臨時編

成の実施を検討する。 

  ●    

4 

既存施

設で保

育が実

施でき

ない場

合の対

応 

こども

未来部 

・既存施設で保育が実施できない場

合、職員の臨時編成を行い、受入れ

可能な園児等を保育園等において

保育する。 

・状況によっては、本部作業室と調整

の上、臨時的な保育所として避難所

での応急保育も視野に入れた対応を

行う。 

  ● ●   

5 

保育の

再開 

こども

未来部 

・保育の再開について、各施設と協議

するとともに、再開見込みなどの各

施設の対応状況を取りまとめ、本部

作業室に報告する。 

  ● ●   

6 
本部作

業室 

・報告を受けた内容をもとに、必要な

広報活動を行うとともに、各対策部

との情報共有を図る。 

  ● ●   

７ 

育児用

品の確

保 

こども

未来部 

・危機管理課と連携し、粉ミルク、哺

乳瓶、ポット、ベビーベッド、紙お

むつ等の育児用品の確保に努める。 

・これらの育児用品が不足する場合に

は、本部作業室を通じて、県に支援

を要請する。 

  ● ●   

※施設長の対応については、【№１】応急保育の内容（施設長の対応）を参照。 
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【№1】応急保育の内容（施設長の対応） 

１ 園児等の安全確保 

施設長は、園児等の安否及び被災状況を確認する。 

２ 施設の被害状況の確認及び復旧 

施設長は、既存施設の被害状況を確認し、その復旧に努めるとともに、職員及び保護者に被害状

況等を伝達する。 

３ 被災により通園（室）できない園児等の対応 

施設長は被災により通園（室）できない園児等を確認した場合には、こども未来部に対し情報提

供を行う。 

４ 保育の再開 

施設長は災害の推移を把握し、こども未来部と連携・協議しながら、平常保育の再開に努める。

また、再開の時期を決定したら、早急に保護者に連絡する。 
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⑼ 災害廃棄物・し尿の処理【市民生活部】 

市民生活部は、「草加市災害廃棄物処理計画」に基づき、災害廃棄物の適正かつ円滑

な処理を実施する。また、被災状況に応じた適切なし尿処理を行う。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

ごみの

排出量

の把握

(推定) 

市民生

活部 

・災害時の廃棄物処理計画に基づき実

施する。 
  ●    

2 

人員及

びごみ

収集車

の調達 

市民生

活部 

・本部作業室と連携し、早期の収集体

制を確立するとともに、災害の規模

によっては、県及び相互応援協定に

基づき他市町村の応援を要請する。 

  ●    

3 

リサイ

クルセ

ンター

の早期

復旧 

市民生

活部 

・緊急時におけるごみ処理の円滑化を

図るため、被災後施設の被害調査を

速やかに行うとともに、施設の早期

復旧を図る。 

  ●    

4 

市民等

への広

報 

市民生

活部 

・本部作業室と連携し、ごみの収集に

関する広報活動を行う。 

【№4】ごみの収集に関する広報内容 

参照。 

  ● ●   

5 
応援要

請 

市民生

活部 

・ごみ処理に長い期間を要すると判断

した場合は、必要とする車両、人員

や資器材等について、本部作業室と

連携の上、東埼玉資源環境組合や県

災害対策本部に応援要請を行う。 

【№5】ごみの収集・処理体制 参照。 

   ● ●  

6 

避難

所・福

祉避難

所のご

み対策 

市民生

活部 

・避難所及び福祉避難所のごみ処理対

策を講じる。 

【№6】避難所のごみ処理対策 参照。   ● ●   

7 
不法投

棄対策 

市民生

活部 

・ごみの不法投棄防止対策及び処理対

策について検討する。 
    ●  

8 

仮設ト

イレの

設置 

市民生

活部 

・避難所及び福祉避難所に仮設トイレ

を設置する。 

【№8】トイレの設置基準 参照。 

 ●     

9 

し尿処

理 

本部作

業室 

各対策

部 

・し尿処理に当たり、水洗トイレの使

用の可否等の状況に応じて、雨水貯

留槽等による水の確保を検討する。 

【№9】し尿処理の考え方 参照。 

  ●    

10 
市民生

活部 

・仮設トイレのし尿回収を業者に委託

し、衛生環境の確保を図る。 

【№10】し尿の処理方法 参照。 

 ● ●    

11 
運搬手段

の確保 

市民生

活部 

・し尿を処理場へ運搬するバキューム

車の確保を図る。 
 ● ●    
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No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

12 

し尿の

収集・

処理体

制の確

保 

市民生

活部 

・し尿処理体制を速やかに確保するた

め、被害を受けた施設の早期復旧に

向けた調整を進める。    ● ●  

13 

がれき

排出量

の把握

(推定) 

市民生

活部 

・被害状況をもとに、がれきの排出量

を見積もる。 
    ● ● 

14 

がれき

処理体

制の確

立 

市民生

活部 

・本部作業室と連携しながら、全壊・

焼失建物棟数に係る情報を整理し、

早急な復旧・復興を促進するため、

特例的対応を検討する。 

【№14-1】がれき処理の基本方針等 参

照。 

【№14-2】がれき処理に関する広報内

容 参照。 

    ● ● 

15 
仮置場

の確保 

市民生

活部 

・災害時に発生したがれき等の一時集

積場所を確保する。 

・仮置場でのがれきの分別が困難な場

合は、本部作業室と連携し一時集積

場所、最終処分場の確保について県

に応援を要請する。 

    ● ● 

16 

搬送ル

ートの

設定 

市民生

活部 

・道路管理者及び草加警察署と協議の

上、災害廃棄物の搬送ルートを設定

する。 

    ● ● 

 

【№4】ごみの収集に関する広報内容 

① ごみの収集処理方針（収集不能期間、仮置場の場所・開設時間等）の周知 

② 生活ごみとその他災害廃棄物の分別への協力 

③ 臨時集積所の周知 

④ 臨時集積所への直接搬入の依頼 
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【№5】ごみの収集・処理体制 

分別収集体制の確保 ・早期に復旧を図るため、発災当初から分別収集体制の確保に努める。 

ごみ処理施設の確保 

・処理能力を超えたごみが排出された場合、本部作業室と連携の上、県及

び近隣市町村のほか、民間の廃棄物処理業者の協力等を得てごみ処理施

設の確保を図る。 

仮置場の確保 

・道路交通の途絶や渋滞のため処理施設への搬出が困難な場合、本部作業

室と連携の上、仮置場を確保し、場合によっては、夜間作業も含めた処

理を図る。 

・仮置場は、周辺の環境や衛生・防火対策等に配慮し、必要に応じて本部

作業室との調整により確保に努める。 

・仮置場に搬入する車両の増加による渋滞のおそれが生じるため、草加警

察署への連絡調整を行う。 

 

【№6】避難所のごみ処理対策 

① 避難所は保健衛生上の観点等から、週３日以上の収集体制を確立する。 

② ごみ箱は、分別を意識して設置する。 

③ 避難所縮小時における毛布、畳、ポリタンク、段ボール等の一時期に大量の排出が予想されるも

のについては、再利用・リサイクルの方策と合わせて処理計画を定める。 

 

【№8】トイレの設置基準 

設置基準 

初動対応 約 50 人当たり１個（現有備蓄トイレ又は災害用トイレで対応） 

後続対応 
約 20 人当たり１個 

（行政相互の広域応援、流通在庫の調達により基準数を設置） 

個数算定基準 

・災害時に利用可能な施設のトイレの個室(洋式便器で携帯トイレを使用)

に、災害用トイレを合計して数を算定する。 

・バリアフリートイレは設置基準の個数にかかわらず、避難者の人数やニ

ーズに合わせて確保する。 

・避難所ではトイレの待ち時間に留意し、避難者数(男女毎、両性用も含む)

に見合ったトイレの個数と処理・貯留能力の確保に努める。 

 

【№9】し尿処理の考え方 

① 井戸や雨水貯留等により処理用水を確保するとともに、下水道機能を有効活用する。 

② 上記の対策と併せ、仮設トイレ等を使用する。 

③ 貯留したし尿は原則として東埼玉資源環境組合・第二工場汚泥再生処理センター（汚泥再生処理

センターが被災し搬入不可となった場合は中川水循環センター）へ投入し処理するほか、凝固させ

たし尿は、焼却処分する。 
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【№10】し尿の処理方法 

一部地域 

水洗トイレ 

使用地域 

・プールや貯水槽により処理用水を確保し、トイレ用水として下水道

管に流下 

・公園等に整備された災害用トイレを活用 

・公園等に仮設トイレ設置 

マンション 

等集合住宅 

・公園等に整備された災害用トイレを活用 

・仮設トイレ設置 

その他地域 ・被害状況に応じて仮設トイレを設置 

指定避難所・指定緊急避難場

所 

・プールや貯水槽により処理用水を確保し、トイレ用水として下水道

管に流下 

・整備されているトイレ用テント及び簡易便座による応急対応 

・仮設トイレ設置 

事業所 ・仮設トイレ等の備蓄と地域の衛生環境の維持 

 

【№14-1】がれき処理の基本方針等 

基本方針 

① 危険なもの、通行上の支障のあるもの等を優先的に収集・運搬する。 

② 選別・保管できる仮置場の十分な確保を図る。 

③ 大量のがれきを最終処分する処理ルートを確保する。 

④ がれきの処理・処分の進捗状況を踏まえ、破砕・分別等を徹底し、木材やコンク

リート等のリサイクルを図る。 

分 別 
柱材・畳・金属・コンクリート・土砂等混合不燃物・瓦・タイル・処理困難物（石

膏ボード）・有害物（石綿を含む資材）等 

その他の 

注意事項 

次の留意事項等について、「草加市災害廃棄物処理計画」に基づき、本部作業室と

連携しながら、適切な対応を図る。 

① 倒壊建物の解体に伴う粉じん・アスベスト対策・指導 

・吹き付けアスベスト使用建築物の事前確認 

・工事着手前の現地調査の実施 

・工事におけるアスベスト飛散防止対策 

・作業員の安全対策（マスク着用、着衣の洗濯等） 

・付近住民へのマスクの配付及び広報 

② 冷蔵庫等からのフロンの回収 

・フロン回収業者へ回収等の依頼 

③ 不法投棄のチェック 

・許可書はカラーコピーできない特殊な用紙を使用 

・監視要員の配置 

・固定資産税台帳と車検証の写しの添付等 

 

【№14-2】がれき処理に関する広報内容 

① がれきの撤去・収集方針の周知 

② 災害廃棄物の分別への協力 

③ 臨時集積所の周知 

④ 臨時集積所への直接搬入の依頼 
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⑽ 住宅への障害物の除去【建設部】 

建設部は、地震により住宅に流れ込んだ樹木等の障害物を除去し、住宅の応急復旧

に努めるとともに、必要に応じて国及び県に応援を要請する。 
 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 
活動方

針 
建設部 

・災害発生日から１～３週間の完了を

目指し、市が保有する機械及び器具

を使用して、障害物除去活動を行

う。 

・活動をする上で、建設業振興会等と

連携して対応を図る。 

・人員及び機械力が不足する場合は、

本部作業室と連携しながら、国及び

県に応援を要請するとともに、隣接

市町等からの応援を求める。 

【№1】障害物の除去の実施対象 参

照。 

   ● ●  

2 
対象者

の選定 
建設部 

・本部作業室を通じて、各対策部と情

報を共有しつつ、半壊及び床上浸水

家屋の数を把握した上で、想定され

る障害物除去戸数を算定する。（算

定基準は、原則、仮設住宅入居者資

格基準の例示を準用）。 

・算定した結果を踏まえ、本部作業室

に障害物除去対象者の選定基準及

び対象戸数を報告する。 

・必要に応じて、本部作業室を通じ本

部長又は本部会議での判断を仰ぐ。 

   ● ●  

3 
対象者

の選定 

本部作

業室 

・建設部からの報告をもとに、障害物

除去に当たって必要な広報を実施

する。 

・対象者の選定に当たっては、要配慮

者を優先することに考慮する。 

   ● ●  

４ 
実施結

果 
建設部 

・選定対象となった障害物の除去が完

了次第、全体の集計結果について本

部作業室を通じて本部長に報告す

る。 

・報告を行った後、本部作業室で、実

施結果を県に報告する。 

   ● ●  
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【№1】障害物の除去の実施対象 

住家に流れ込んだ樹木などの障害物の除去は、次の条件に該当する場合に実施する。 

① 障害物のために、当面の日常生活が営めない状態にあること。 

② 障害物が、日常生活に欠くことのできない場所に運び込まれていること。 

③ 居住者自らの資力では、除去できない状況であること。 

④ 住家が半壊又は床上浸水したものであること。 

⑤ 原則として、当該災害により直接被害を受けたものであること。 

 

⑾ 被災住宅の応急修理【都市整備部】 

都市整備部は、災害によって大規模半壊、半焼、半壊、又は準半壊の被害を受けた

住宅について、自己の資力で応急修理のできない被災者に対し、日常生活に欠くこと

のできない必要最小限の部分の応急修理を行う。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 
活動方

針 

都市整

備部 

・建設業・建築業団体等と連携して、

被災住宅の応急修理を行う。 

・人員及び機械力が不足する場合は、

本部作業室と連携し、県に対して応

援を要請するとともに、隣接市町等

からの応援を求める。 

【№1】応急修理の対象 参照。 

   ● ●  

2 

修理の

決定・

実施 

都市整

備部 

・災害救助法が適用された場合は、本

部作業室及び各対策部と連携し、住

宅の被害認定等をもとに、県の委任

を受けて応急修理を行う。 

・災害救助法が適用されない場合は、

各対策部と情報を共有しながら、想

定される修理戸数を算定の上、修理

実施の可否について、本部作業室を

通じ本部長又は本部会議での判断を

仰ぐ。 

・修理を開始する際や進捗に応じて、

随時、実施状況を本部作業室に報告

する。 

【№2】修理の方法 参照。 

   ● ●  

3 

県が実

施する

修理住

宅の選

定への

協力 

都市整

備部 

・県が修理住宅の選定を行う際、被害

程度の調査等に協力する。 

   ● ●  
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【№1】応急修理の対象 

災害救助法が 
適用された場合 

① 災害により住家が半壊、半焼、又は準半壊の被害を受け、自己の資力では応
急修理ができない者 

② 大規模な補修を行わなければ居住することが困難である程度に住家が半壊し
た者（大規模半壊） 
準半壊世帯：損害割合 10％以上 20％未満の住家 

災害救助法が 
適用されない場合 

上記①、②の要件を満たすとともに、市長が特別に認めた場合 

 

【№2】修理の方法 

① 居室、炊事場、便所等の生活上欠くことのできない部分のみを対象とする。 
② 対象数は世帯を単位とする（同一住家に二以上の世帯が同居している場合は一世帯として扱う）。 
③ 責任者を定め、次の帳簿類を整備し保管する。 

・救助実施記録日計票 
・住宅の応急修理記録 
・住宅の応急修理のための契約書、仕様書等 
・住宅の応急修理関係支払証拠書類 

 

⑿ 応急住宅の供給【都市整備部】 

都市整備部は、早期に被災者の住居を確保するため、既存の公営住宅等への一時入

居支援や応急仮設住宅の建設等を行う。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

供給対

象世帯

の把握 

都市整

備部 

・発災後１週間をめどに、被害の程度、

被災宅地危険度判定、避難者の世帯

数等から必要な応急住宅の概数の把

握に努める。 

   ●   

2 

公営住

宅等の

確保 

都市整

備部 

・応急住宅の必要性が認められる場合

は、直ちに本部作業室を通じて、総

合政策部に対し市営住宅の活用検

討を要請する。 

・応急住宅等の確保について、県との

調整を依頼する。 

【№2】公営住宅等の確保に当たり、

県との調整事項 参照。 

   ●   

3 

民間賃

貸住宅

の借上

げ又は

斡旋 

都市整

備部 

・県宅地建物取引業協会（埼玉東支部）

を通じて民間賃貸住宅の借上げ又は

斡旋を要請し、供給住宅の確保に努

める。 
    ●  

4 
応急仮

設住宅

の建設

に向け

た準備 

本部作

業室 

・都市整備部に対して、応急仮設住宅

の建設に向けた準備を要請する。     ● ● 

5 
都市整

備部 

・応急仮設住宅建設予定地での建設の

可能性を検討し、ライフライン等の

被害、交通の状況、教育、保健衛生、

地域のコミュニティ等を考慮の上、

適当な公有地を選定する。 

    ● ● 
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No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

   
【№5】応急仮設住宅建設適地の選定

基準 参照。 
      

6 

応急仮

設住宅

の供給

の決定 

本部作

業室・ 

都市整

備部 

・発災後３週間までに応急仮設住宅の

供給の必要性を判断する。 
    ●  

7 
都市整

備部 

・仮設住宅の必要性がある場合は、総

合政策部と連携し、建設予定地やそ

の供給世帯数等を定め、本部作業室

を通じて本部長又は本部会議での判

断を仰ぐ。 

    ● ● 

8 
都市整

備部 

・応急仮設住宅建設の際は、原則、災

害救助法が適用された場合を想定

し、本部作業室を通じて県に応急仮

設住宅の建設を要請する。 

    ● ● 

9 
都市整

備部 

・応急仮設住宅の建設に当たり、建設

業者等と連絡調整し、冷暖房設備の

設置、玄関・浴槽の段差解消、手す

りの設置等を考慮した福祉仮設住

宅を設置するよう要請する。 

    ● ● 

10 
入居者

の選定 

都市整

備部 

・本部作業室と連携し、応急住宅の入

居者の選定基準を定めるとともに、

入居者を選定する。 

【№10】公営・公的住宅の入居者の選

定 参照。 

    ● ● 

 

【№2】公営住宅等の確保に当たり、県との調整事項 

① 公営住宅の斡旋及び受付要員の派遣 

② 企業等の社宅の借上げ 

③ 公営・公的住宅入居者資格を有する被災者※の優先入居 

※災害が大規模な場合に被災市街地復興特別措置法第 21 条の規定に該当する者 
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【№5】応急仮設住宅建設適地の選定基準 

１ 原則として市有地とする。ただし、契約や協定（例：防災協力農地として協定を締結した生産緑地

等）により、災害時に無償で使用可能な応急仮設住宅建設適地として確保できる場合には、選定対象

とする。 

２ 校庭やヘリポートは選定対象外とする。ただし、学校教育やヘリポートとしての利用に支障が生じ

ない範囲は選定対象に加えることができる。 

３ 次の基準に該当する用地とする。 

① 近隣 100ｍ以内に給水管が敷設されていること。 

② 公共下水道管が敷地内や隣接地に敷設されていること、又は、公共下水道に接続できない場

合には、生活雑排水の放流が可能な水路等に接する敷地であること。 

③ 近隣に電気が敷設されていること。 

④ ４ｔ車以上の工事車両が進入可能な敷地であること（敷地の出入口に面する道路福音が６ｍ

以上）。 

⑤ 高低差の少ない土地であること（約２／10 以内）。 

⑥ 今後、造成する必要のないこと。 

⑦ 今後、おおむね３年を超えて空地として存することが確実なこと。 

⑧ 10 戸以上の建設が可能であること。 

※ 応急仮設住宅で必要な敷地面積 

駐車場・集会場・多目的広場・ごみ置場等の附属施設の設置を踏まえ、１戸当たり 90 ㎡と

する。ただし、近隣駐車場が確保できたり交通利便性が良かったりするなど駐車場の確保が

不要な場合は１戸当たり 70 ㎡とすることができる。 

⑨ 二次被害を受ける危険性の少ない敷地であること。 

⑩ 交通の便等利便性を考慮した敷地であること。 

資料：応急仮設住宅建設適地調査（県消防課・住宅課照会）調査票記載要領 

 

【№10】公営・公的住宅の入居者の選定 

○ 被災者の申込に基づき、福祉関係職員、民生委員等による協議会を開催し、その意見を参考に入

居者を選定する。 

○ 選定の結果は、県に報告し県知事の決定を受けて入居者に通知する。 

○ 選考に当たっては、要配慮者の優先(外国人を除く）入居に努める。 

○ 入居に際しては、それまでの地域的な結び付きや近隣の状況、飼育動物の状況等に対する配慮を

行い、コミュニティの形成に努める。 

 

⒀ 住宅の建設【都市整備部】 

都市整備部は、恒久的な住宅の供給を開始する。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 
住宅の

建設 

都市整

備部 

・応急仮設住宅への一定期間居住後の

住宅として、自己の資金では住宅の

再建が困難な人を対象に、災害公営

住宅の整備に向けた計画を定める。 

・県に対し、災害公営住宅の整備におけ

る適切な指導・支援を要請する。 

     ● 
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９ 公共施設等の応急復旧 

発災後速やかに公共施設等の被害点検を実施するとともに、避難所、福祉避難所等の

代替施設の確保等を図る。 

⑴ 避難所が不足する事態への対応【本部作業室】 

本部作業室は指定避難所のみでの受入れが困難となった場合に備え、公共施設を所

管する関係対策部と調整しつつ、公共施設等への避難所設置を検討する。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

避難所

が不足

する事

態への

対応 

本部作

業室 

・指定避難所のみでの受入れが困難と

なった場合に備え、関係対策部と調

整しつつ、発災後３日までを目途に、

避難所、福祉避難所等の代替施設を

確保する。 

  ●    

2 
本部作

業室 

・直ちに公共施設での受入れが困難な

場合は、ホテル・旅館等の宿泊施設

の被害を確認の上、避難者の受入れ

を調整する。 

・上記のほか、近隣市区町村の避難所

での受入れや屋外テント等の設置に

よる代替策の実施について、県を通

じて応援要請を調整・検討する。 

  ● ●   
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⑵ 公共施設の復旧【本部作業室・総合政策部・関係対策部】 

関係対策部は、本部作業室及び総合政策部と連携しながら、公共施設が重大な被害

を受けた場合に、早期に公共施設の復旧を図り、施設の機能回復に努める。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

公共施

設の復

旧 

関係対

策部 

・発災後速やかに公共施設等の被害点

検を実施する。 
●      

2 
関係対

策部 

・本部作業室及び総合政策部と連携し、

公共施設が重大な被害を受けた場合

は、応急危険度判定調査の実施を要

請し、状況に応じて使用禁止等の措

置を行うとともに、施設の機能維持

に必要な場所を確保する。 

  ●    

3 
関係各

部 

・修繕で対応できる場合は、発災後１

週間までを目標に、ガラス修理、給

排水設備の改修等の応急整備を実施

する。 

   ●   

4 
総合政

策部 

・本部作業室及び公共施設を所管する

関係対策部と連携しながら、発災後

３週間までに、被害を受けた公共施

設の復旧計画を策定する。 

    ●  
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⑶ 道路・河川・公園被害応急復旧【建設部・都市整備部】 

関係対策部は、道路・河川・公園の被害状況を把握し、倒壊、落下及び破損等によ

り使用不能となったこれらの施設の応急復旧を実施する。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

被害点

検の実

施 

建設部 

・都市整

備部 

・発災後速やかに道路・河川・公園施

設の被害点検を実施する。 ●      

2 

道路・

河川・

公園施

設の応

急復旧 

建設部 

・都市

整備部 

・道路・河川・公園施設の被害や障害

物等により交通障害が発生してい

る道路や利用不能となっている施

設の把握に努め、応急復旧活動を実

施する。 

【№2-1】道路・河川・公園施設の応

急復旧の手順 参照。 

【№2-2】道路・河川・公園施設の応

急復旧の基本方針 参照。 

   ●   

3 

復旧状

況の報

告 

建設部 

・都市

整備部 

・本部作業室に、新たに被害が判明し

た箇所や復旧状況を随時報告する。    ● ●  

4 

復旧状

況の広

報 

本部作

業室 

・本部作業室は、関係対策部と情報を

共有しつつ、通行不能箇所、う回路、

利用可能な範囲・条件、復旧見込み

等に関する広報を行う。 

   ● ●  

 

【№2-1】道路・河川・公園施設の応急復旧の手順 

調査方法及び 

判定基準の整合 

・パトロールの実施に当たっては、国及び県の調査方法及び判定基準との整合

を図るとともに、国及び県と連携を図り、それぞれの役割について互いに共

有する。 

パトロールによる 

被害状況の把握 

・パトロールの要員及び車両等が不足する場合は、協定を締結する建設業振興

会や造園業協力会等の関係団体と連携し、その不足を補う。 

・ただし、これらの方法によっても対応が困難な場合は、国道及び県道を管理

する国・県の関係行政機関との調整を図るとともに、必要に応じて本部対策

室を通じ応援を要請する。 

技術者の派遣要請 
・橋りょう等の構造物の危険度を判定できる技術者の派遣が必要と判断した場

合には、本部作業室を通じて県に職員の派遣を要請する。 

 

  



第３章 応急対策計画 

第４節 対策部業務 

震-3-159 

第
２
章 

震
災
予
防
計
画 

第
1
章 

総
則 

第
３
章 

震
災
応
急
対
策
計
画 

第
４
章 

南
海
ト
ラ
フ
地
震

臨
時
情
報
発
表
に
伴
う
対
応

措
置
計
画 

第
５
章 

最
悪
事
態
（
シ
ビ
ア
コ

ン
デ
ィ
シ
ョ
ン
）
へ
の
対
応 

【№2-2】道路・河川・公園施設の応急復旧の基本方針 

■道路 

建設部は次の考え方に基づき、道路施設応急復旧に関する方針を定め、応急復旧活動を実施する。 

① 市内の道路の被害状況を記す災害時活用路線図を作成し、活動等を円滑に実施できるようにす

る。 

② 緊急輸送道路、救助活動のための道路及び避難者の利用する道路を、優先的に復旧する。 

③ 市が管理する道路が被害を受けた場合は、速やかに県（県土整備事務所）に報告（必要に応じ

て本部作業室を通じて報告）し、排土作業、盛土作業及び舗装作業等、被害状況に応じた応急復

旧作業を行い、交通路の確保に努める。被害の状況により応急措置ができない場合は、警察等の

関係機関と連絡を図り、通行止め又は標識の設置等の必要な措置を講じる。 

④ 国道や県道に関する被害情報についても、適宜、県（県土整備事務所）に報告するとともに、

必要に応じて応急復旧の応援を要請する。 

⑤ 上下水道、電気、ガス、電話等に係る道路占有施設に被害が生じた場合は、当該施設の管理者

に通報する。また、緊急を要する場合は、当該事故を知った機関が可能な範囲で応急措置を行い、

事後に施設の管理者に連絡する。 

⑥ 復旧資機材等に不足が生じた場合は、協定を締結する建設業振興会等の関係団体のほか、適宜

関係事業者等に協力を求める。 

 

■河川 

建設部は次の考え方に基づき、河川施設応急復旧に関する方針を定め、応急復旧活動を実施する。 

① 一級河川に被害発生箇所がある場合は、国土交通省江戸川河川事務所及び県越谷県土整備事務

所に報告する。 

② 報告を受けた国土交通省江戸川河川事務所、又は、県越谷県土整備事務所が応急措置に関する

技術的援助があった場合や、復旧の実施計画の策定に関する調整を求められた場合には、その対

応に基づき必要な活動を実施する。 

③ 復旧資機材等に不足が生じた場合は、協定を締結する建設業振興会等の関係団体のほか、適宜

関係事業者等に協力を求める。 

 

■公園施設 

都市整備部は次の考え方に基づき、公園施設応急復旧に関する方針を定め、応急復旧活動を実施す

る。 

① 災害によって被害を受けた公園を把握する。 

② 避難場所など、既に被災者の用に供している公園で被害が発生している場合には、一部立入禁

止措置を講じるなど、必要な安全管理の措置を講じ、利用可能な範囲や条件を本部作業室に報告

する。 

③ 本部作業室と連携し、避難場所が不足する事態が生じている場合や救援・救護活動の場となる

公園などで被害が生じている場合は早急に応急復旧を実施する。 

④ 復旧資機材等に不足が生じた場合は、造園業協力会等の関係団体のほか、適宜関係事業者等に

協力を求める。 
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⑷ 道路・河川の復旧計画【建設部】 

建設部（各施設管理者）は、道路・河川の被害状況を調査し、復旧に努める。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 
復旧計

画策定 
建設部 

・発災後３週間までに道路・河川の復

旧計画を策定する。 

【№1】復旧計画の基本方針 参照。 

    ●  

2 
復旧事

業の促

進 

建設部

（各施

設管理

者） 

・道路・河川の被害状況を調査し、復

旧に努める。特に、公共の安全確保

上、緊急に復旧を要するものについ

ては、迅速かつ計画的な復旧を行

う。 

【№2-1】道路施設の復旧 参照。 

【№2-2】河川施設の復旧 参照。 

    ● ● 

3 建設部 

・復旧事業費が決定され次第、本部作

業室や関係対策部と調整を図り、速

やかな事業実施に努める。 

    ● ● 

 

【№1】復旧計画の基本方針 

復旧事業 

実施体制 

災害によって被害を受けた施設の復旧を迅速に行うため、国・県のほか、指定地

方行政機関、指定公共機関や指定地方公共機関等と連携を図りながら、実施に必要

な職員の配備、職員の応援、派遣等の活動体制について、必要な措置を行う。 

災害復旧 

事業計画 

被災施設の復旧事業計画を速やかに作成する。なお、県又は市その他の機関に対

しては、国又は県による費用の一部負担又は補助の対象となる事業について、復旧

事業費の決定を受けるための査定計画を作成し、その査定実施が速やかに行われる

よう、連携を図る。 

緊急査定 

の促進 

被災施設の災害の程度によっては、緊急の場合に応じて公共土木施設災害復旧事

業費国庫負担法、その他に規定する緊急査定が実施されるよう、必要な措置を講じ、

復旧工事が迅速に行われるよう努める。 

災害復旧事業 

期間の短縮 

復旧事業計画の策定に当たっては、二次被害の発生可能性を縮減するため、関係

機関と十分な連絡調整を図り、事業期間の短縮に努める。 
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【№2-1】道路施設の復旧 

道路、橋りょう、道路付属物等を復旧する場合は、公益占用物件等の復旧計画と調整を図る。なお、

公共の安全確保上、緊急に復旧を行う必要のある対象は、次のとおりとする。 

① 道路、橋りょう、道路付属物の被害により交通が不可能又は著しく困難であるもの 

② 道路、橋りょう、道路付属物の被害で、これを放置することにより、二次災害が生じるおそれ

のあるもの 

 

【№2-2】河川施設の復旧 

国・県管理河川については各河川管理者に復旧の依頼を行うものとし、市管理河川及び国・県管理

河川に占用している市の施設については建設部において復旧を行うものとする。 

なお、公共の安全確保上、緊急に復旧を行う必要のある対象は、次のとおりとする。 

① 堤防の決壊で市民の日常生活に重大な影響を与えているもの  

② 護岸等の決壊で破堤のおそれのあるもの 

③ 河川の護岸等の脚部の深掘れで、根固めをする必要があるもの 

④ 河川の埋塞で、流水の疎通を著しく阻害するもの 

⑤ 河川施設(排水機場や小型ポンプ、ゲ－ト等)が機能せず、大雨時に市民の日常生活に重大な影

響を与えている場合 
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⑸ 農地、農作物、農業施設の応急復旧【本部作業室・自治文化部】 

自治文化部は、地震によって被害を受けた農地、農作物及び農業用施設の応急復旧

対策を実施する。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

被害状

況の把

握 

自治文

化部 

・本部作業室と連携し、農産物、農業

用生産施設、農地、農業用施設の被

害状況を把握する。 

  ●    

2 

被害状

況の把

握 

自治文

化部 

・農産物、農業用生産施設、農地、農

業用施設の被害状況を調査し、記録

する。 

  ●    

3 

作業体

制の確

立 

自治文

化部 

・復旧計画の作成を進めるとともに、

作業員等と復旧工事用資機材を確保

し作業体制を確立する。 

・広域的な範囲で被害が発生したとき

は、必要に応じて本部作業室を通じ

て県、関係機関に対して協力を要請

する。 

  ● ●   

4 
応急復

旧 

自治文

化部 

・農業用生産施設、農地、農業用施設

等の応急復旧を開始する。 

・農作物対策（病害虫予防薬剤の散布、

種苗対策、土壌消毒、等）を実施す

る。 

・用排水路、揚排水機等の公共施設が

被災した場合には、応急対策を速や

かに実施する。 

   ●   
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⑹ 上下水道施設の応急復旧【本部作業室・上下水道部】 

上下水道部は迅速かつ的確な応急対策活動を実施するため、防災拠点施設において、

上下水道施設の復旧が優先的に実施されるよう調整を図る。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

被害状

況の把

握 

上下水

道部 

・本部作業室と連携し、発災後速やか

に下水道施設の被害状況を把握す

る。 

・状況把握に要する人員及び車両等が

不足する場合は、建設業振興会等の

関係団体のほか、建設部や都市整備

部と連携し、その不足を補う。 

・これらの方法によっても対応が困難

な場合は、必要に応じて本部対策室

を通じ応援を要請する。 

●      

2 

被害に

よる影

響 

上下水

道部 

・被害状況調査に基づき、下水道の利

用できない地域や影響戸数等を把握

し、本部作業室に報告する。 

  ●    

3 

本部作

業室 

上下水

道部 

・上記の報告に基づく広報活動を実施

する。 
  ●    

4 

被害状

況の把

握 

上下水

道部 

・上水道の被害状況を調査し、被害状

況、作業内容を写真撮影し記録する。 
● ●     

5 
上下水

道部 

・復旧計画の作成を進めるとともに、

技術者及び作業員等の配置と復旧工

事用資機材を確保し作業体制を確立

する。 

・広域的な範囲で被害が発生したとき

は、必要に応じて本部作業室を通じ

て県及び他水道事業者等に対して協

力を要請する。 

  ● ● ●  

6 
応援要

請 

上下水

道部 

・復旧計画に対応した作業体制を確保

することが困難な場合は、協定締結

関係団体のほか、建設部や都市整備

部と連携した対応について調整を図

る。 

・必要とされる車両、人員や資機材等

について、本部作業室と連携を図り

ながら、受入計画への組入れ及び宿

舎、食料等の手配を行う。 

・必要に応じて、（公社）日本下水道管

路管理業協会との協定により、同協

会に支援を要請し、下水道施設の巡

視、点検、調査、清掃、修繕等の業

務を行う。 

  ● ●   
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No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

7 
応急復

旧 

上下水

道部 

・上水道施設等の応急復旧を開始す

る。 

・復旧作業は、浄・配水場を最優先と

し、その後、原則として浄水場に近

い配水管路から行うが、必要に応じ

て緊急性を考慮の上、実施する。 

・救護所、医療施設、社会福祉施設、

避難所の施設等を優先して作業を

実施する。 

【№7-1】下水道の復旧方針 参照。 

【№7-2】施設別対策の順序 参照。 

  ● ● ● ● 

8 

浄・配

水場施

設の確

保 

上下水

道部 

・浄・配水場施設の火災による施設へ

の類焼、並びに、危険物の流出等に

よる被害拡大の防止を図る。 
  ● ●   

9 復旧状

況の報

告及び

広報 

上下水

道部 

・本部作業室に新たに被害が判明した

箇所や復旧状況を随時、報告する。 
  ● ●   

10 
上下水

道部 

・関係対策部に情報共有を図りながら、

利用可能な範囲・条件、復旧見込み

等に関する広報を実施する。 

  ● ●   

 

【№7-1】下水道の復旧方針 

本部作業室及び中川水循環センターと調整を図りながら、次の優先順位を基準として復旧に関する方

針を作成する。 

① 幹線管渠
かんきょ

の復旧（緊急避難路及び緊急輸送路の確保） 

② 応急復旧を優先すべき防災拠点 

 

【№7-2】施設別対策の順序 

① 浄・配水場施設の復旧 

② 特に重要と認められる管路及び施設の復旧 

③ 配水管等一般管路の復旧 

④ 給水装置等の復旧 

※ 給水を開始する際は、水質の保全に注意し、配管内の洗浄及び塩素滅菌を行うものとする。 
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⑺ 給水体制の確立【上下水道部】 

上下水道部は、避難所生活者や在宅被災者等に対して、応急給水を実施する。 

実施に当たっては、(公財)日本水道協会に応援を要請する。 
 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

応急給

水の需

要把握 

上下水

道部 

・断水エリアを把握するとともに、本

部作業室において集約された情報を

得て、飲料水を得ることのできない

被災者数の概数を算定する。 

● ●     

2 

応急給

水方針

の作成 

上下水

道部 

・給水需要の程度や給水施設の被害状

況に照らし合わせ、応急給水方針を

作成し、本部作業室に報告する。 

【№2】応急給水方針の基準 参照。 

 ● ●    

3 
応援要

請 

上下水

道部 

・応急給水に当たり、給水用資機材や

要員に不足が生じた（生じると見込

まれる）場合には、必要に応じて本

部作業室を通じて、関係機関等に対

して応援を要請する。 

【№3】応援要請 参照。 

 ● ●    

4 
給水の

実施 

上下水

道部 

・作成した応急給水方針に基づき、速

やかに応急給水を実施する。 

・応急給水拠点の設置場所、給水実施

日時等が決まり次第、本部作業室に

報告する。 

【№4】水質の安全性確保 参照。 

  ●    

5 
広報活

動 

本部作

業室 

上下水

道部 

・報告を受けた内容をもとに、広報活

動を行い、応急給水の実施について

周知を図る。 

・応急給水拠点場所及びその周辺には

「給水所」の掲示物を設置する。 

  ●    

 

【№2】応急給水方針の基準 

１ 応急給水量（飲料水の給水量） 

① 地震発生から３日まで：１人１日３㍑を目途 

② 地震発生から４日～７日：１人１日 20 ㍑を目途 

③ 地震発生から８日～14 日：１人１日 40 ㍑を目途 

④ 15 日以降：施設の復旧状況に応じ、順次給水量を増量 

２ 応急給水方法 

① 拠点給水 浄・配水場、草加市水道庁舎（氷川町 2118 番地 5）、市内小中学校にて給水 

② 運搬給水 給水車等で、緊急を要する医療機関及び避難所等に運搬し給水 
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【№3】応援要請 

応援要請先 

・上下水道部は「（公財）日本水道協会」に対して応援要請を行う。 

・日本水道協会による応援が見込めない場合や不足が見込まれる場合、又は、

一定の期間を要することが想定される場合には、速やかに本部作業室に報

告の上、県を通じて「自衛隊」等に応援要請を行う。 

給水車及び応急給水 

用資機材運搬車両 

・給水車及び応急給水用資機材の運搬車両等は「上下水道部」が保有する車

両を使用するが、不足する場合は、「（公財）日本水道協会」等の関係団体

へ要請の上、確保する。 

応急給水用資機材 

・応急給水用資機材は、「上下水道部」が備蓄する資機材を使用するが、不

足する場合は、「（公財）日本水道協会」等の関係団体に要請の上、確保す

る。 

 

【№4】水質の安全性確保 

○ 応急給水の実施に当たっては、水質の安全性を確保するため、残留塩素濃度を適宜測定する等に

より、適切に消毒されていることを確認する。 

○ 残留塩素が確保されていない場合は、塩素消毒剤により消毒を徹底し、遊離残留塩素濃度が 0.3mg

／L 以上であることを確認した上で、給水する。 
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⑻ 電力施設の応急復旧 

東京電力パワーグリッド㈱川口支社は、非常災害が発生した場合、可能な限り電力

供給を継続するために、復旧措置を講ずる。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

1 
危険予

防措置 

東京電

力パワ

ーグリ

ッド㈱

川口支

社 

・電力需要の実態に鑑み、災害時においても原則として供給を継続するが、

警察、消防機関等から要請等があった場合等には、送電停止等適切な危険

予防措置を講じる。 

・在宅で人工呼吸器等の医療機器を使用しており、バッテリー等の代替電源が

ない要配慮者から、小型発電機等の貸し出しの連絡があった場合、可能な範

囲で対応する。 

2 

対策要

員の確

保 

・災害発生のおそれがある場合又は発生した場合、あらかじめ定められた各

対策要員は所属事業所に出動する。 

3 
情報の

収集 

・受持区域内全般の被害情報、当社被害状況および東京電力グループの被害

状況等の情報を収集し、総合的被害状況の把握に努める。 

4 
復旧計

画 

・非常災害対策本部は、各設備の被害状況を把握し、復旧計画を立てる。 

5 
復旧順

位 

・災害状況、各設備の被害状況、各設備の被害復旧の難易度を勘案して、供

給上復旧効果の最も大きいものから復旧を行う。 

6 

復旧要

員の広

域運営 

東京電

力パワ

ーグリ

ッド㈱

川口支

社 

・他電力会社、株式会社ＪＥＲＡ、電源開発株式会社、並びに広域機関と復

旧要員の相互応援体制を整えておくとともに、復旧要員の応援を必要とす

る事態が予想され、又は、発生したときは応援の要請を行う。 

7 
広報活

動 

東京電

力パワ

ーグリ

ッド㈱

川口支

社 

・災害の発生が予想される場合、又は、発生した場合は、電力施設被害状況

及び復旧状況についての広報を行う。 

・災害による断線、電柱の倒壊、折損等による公衆感電事故や電気火災を未

然に防止するため、広報活動を行う。 

※業務実施の目安については、状況に応じて適宜調整を行う。 
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⑼ ガス施設の応急復旧 

東京ガス㈱・東京ガスネットワーク㈱は、ガス施設の災害及び二次災害の発生を防

止し、発生した被害の早期復旧を図るため、危険予防措置や応急復旧工事等を実施す

る。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 
情報収

集 

東京ガ

ス㈱・
東京ガ
スネッ
トワー
ク㈱ 

・巡回点検及び出社途上の調査等によ

り、気象情報や被害情報、ガス施設

の被害状況等を速やかに収集する。 

●      

2 
要員の

確保 

・対策要員は定められた動員計画に基

づき、速やかに指定の場所に出動す

る。 

・勤務時間外に災害発生のおそれがあ

る場合、定められた対策要員は、気

象情報その他の情報に留意し、非常

体制の発令に備える。 

●      

3 
危険予

防措置 

・ガスの漏えいにより被害が拡大する

おそれのある場合は、避難区域の設

定、火気使用の禁止、ガスの供給停

止等の適切な危険予防措置を講ず

る。 

●      

4 

復旧用

資機材

の確保 

・復旧用資機材の在庫量を確認し、速

やかに必要な資機材を調達・確保す

る。 

 ●     

5 
応急工

事 

・可能な限り迅速、適切に被害の拡大

防止及び被災者の生活確保を最優先

とした工事を行う。 

 ●     

6 

他会社

との協

力 

・協力会社等と災害発生時に直ちに出

動要請ができる連携体制を確立し、

必要に応じて出動を要請する。 

・自社のみでは早期復旧が困難である

と考えられる場合は、他のガス事業

者に応援を要請する。 

 ●     

7 
広報活

動 

・ガス供給停止時及び復旧作業中等、

その他必要な場合に適宜状況に応じ

た広報を行う。 

 ●     
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⑽ 通信施設の応急復旧 

東日本電信電話㈱埼玉南支店は、災害等により電気通信設備に著しい被害が発生し、

または発生するおそれがある場合、次の復旧措置を講ずる。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

災害対

策本部

の設置 

東日本

電信電

話㈱埼

玉南支

店 

・災害の迅速かつ適切な復旧を図るた

め、埼玉南支店に災害対策本部を設

置し対応する。 

●      

2 

情報連

絡・収

集 

・行政機関の災害対策本部やその他の

関連機関と密接に連絡を取るととも

に、被害状況をはじめ、各種情報の

把握に努める。 

●      

3 
応急措

置 

・電気通信設備に災害が発生した場合、

重要回線の確保、特設公衆電話の設

置、通信の利用制限、災害用伝言ダ

イヤルの提供等の応急措置を実施す

る。 

● ● ●    

4 
応急復

旧対策 

・復旧工事に要する要員・資材及び輸

送の手当を行い、行政機関、ライフ

ライン事業者と連携し、早期に復旧

工事を実施する。 

● ●     

5 

通信の

輻輳
ふくそう

対

策 

・通信が輻輳
ふくそう

するおそれがある場合は、

災害時優先電話等の救済を目的とし

た対地別の規制等の措置を講ずる臨

時通信回線設定の考慮及び対地別の

規制等の措置を講ずる。 

 ● ●    

6 
応援要

請 

・復旧に時間を要する場合は各部門等

からの応援措置を講ずる。 

・被害が甚大で社内措置のみでは復旧

が困難な場合は、社外復旧要員の応

援措置を講ずる。 

 ● ●    

7 
復旧工

事 

・災害対策本部の指示により、復旧工

事を実施する。 
 ● ● ●   

8 
広報活

動 

・被災した電気通信設備等の応急復旧

状況等の広報を行い、通信の疎通が

できないことによる社会不安の解消

に努める。 

 ● ● ●   
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⑾ 交通施設の応急対策 

東武鉄道㈱は、管理する鉄道施設等の被害状況について早急に把握し、対処するも

のとする。 

 

No. 項目 部署 業務内容 

業務実施の目安 

発災～ 

3 時間 

～24 

時間 
～3 日 ～7日 

～1 か

月 

1 か月 

～ 

1 

対策本

部の設

置 

東武鉄

道㈱ 

・本社内に対策本部を設置し、鉄道事

業本部長を対策本部長として災害時

における応急処置及び災害発生現場

への指示、支援等を行う。 

・災害現場付近には現地対策本部を設

置する。 

●      

2 
情報連

絡体制 

東武鉄

道㈱ 

・社内通信網により、社内及び関係他

機関と密接な情報連絡を行い、情報

収集を行う。 

●      

3 
初動措

置 

東武鉄

道㈱ 

・強い地震を感知したときは、速やか

に列車を安全な箇所に停止し、異常

の有無を確認する。 

・施設担当者等は、強い地震を感知し

たときは、要注意箇所の点検を行う。 

●      

4 

列車の

脱線転

覆等の

対応 

東武鉄

道㈱ 

・列車の脱線転覆等により死傷者が発

生した場合は、運転取扱い実施基準

及び鉄道運転事故応急処理手続等に

より処理する。 

●      

5 
避難誘

導 

東武鉄

道㈱ 

・乗客の安全確保を第一とし、状況に

応じて適切機敏に乗客を誘導する。 
●      

 

 


